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(57)【要約】
　車両モデル１６で決定した規範状態量と実車１の実状
態量との差（状態量偏差）に応じて、該状態量偏差を０
に近づけるように実車アクチュエータ操作用制御入力と
車両モデル操作用制御入力とをＦＢ分配則２０で決定し
、それらの制御入力によりそれぞれ実車１のアクチュエ
ータ装置３と車両モデル１６とを操作する。ＦＢ分配則
２０では、所定の制限対象量が許容範囲から逸脱するの
を抑制しつつ、状態量偏差を０に近づけるようにモデル
操作用制御入力を決定する。可能な限り実際の車両の挙
動に適したアクチュエータの動作制御を行いつつ、外乱
要因あるいはその変化に対するロバスト性を高めること
ができる車両の制御装置を提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の車輪を有する車両の操縦者による該車両の運転操作状態を示す運転操作量を検出
する運転操作量検出手段と、前記車両の所定の運動を操作可能に該車両に設けられたアク
チュエータ装置と、前記アクチュエータ装置の動作を逐次制御するアクチュエータ装置制
御手段とを備えた車両の制御装置において、
　実際の車両の所定の運動に関する所定の第１状態量の値である第１実状態量を検出また
は推定する実状態量把握手段と、
　前記車両の動特性を表すモデルとしてあらかじめ定められた車両モデル上での車両の所
定の運動に関する前記第１状態量の値である第１モデル状態量を少なくとも前記検出され
た運転操作量に応じて決定するモデル状態量決定手段と、
　前記検出または推定された第１実状態量と前記決定された第１モデル状態量との偏差で
ある第１状態量偏差を算出する状態量偏差算出手段と、
　実際の車両の前記アクチュエータ装置を操作するための実車アクチュエータ操作用制御
入力と前記車両モデル上での車両の所定の運動を操作するための車両モデル操作用制御入
力とを、少なくとも前記算出された第１状態量偏差に応じて該第１状態量偏差を０に近づ
けるようにそれぞれ決定する実車側状態量偏差応動制御手段およびモデル側状態量偏差応
動制御手段とを備え、
　前記アクチュエータ装置制御手段は、少なくとも前記決定された実車アクチュエータ操
作用制御入力に応じて前記アクチュエータ装置の動作を制御する手段であり、
　前記モデル状態量決定手段は、少なくとも前記検出された運転操作量と前記決定された
車両モデル操作用制御入力とに応じて前記第１モデル状態量を決定する手段であり、
　前記モデル側状態量偏差応動制御手段は、実際の車両の運動に関する第２状態量と前記
車両モデル上の車両の運動に関する第２状態量とのうちの少なくともいずれか一方に応じ
て値が定まる制限対象量が所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、前記第１状態
量偏差を０に近づけるように前記車両モデル操作用制御入力を決定する手段であることを
特徴とする車両の制御装置。
【請求項２】
　前記モデル側状態量偏差応動制御手段は、前記制限対象量の前記許容範囲からの逸脱量
と前記第１状態量偏差とを０に近づけるように該逸脱量と第１状態量偏差とに応じて前記
車両モデル操作用制御入力を決定する手段であることを特徴とする請求項１記載の車両の
制御装置。
【請求項３】
　前記モデル側状態量偏差応動制御手段は、前記算出された第１状態量偏差に応じて、該
第１状態量偏差を０に近づけるように前記車両モデル操作用制御入力の仮値を決定する手
段と、前記制限対象量の前記許容範囲からの逸脱量に応じて該逸脱量を０に近づけるよう
に前記仮値を修正することにより前記車両モデル操作用制御入力を決定する手段とから構
成されていることを特徴とする請求項１記載の車両の制御装置。
【請求項４】
　前記第１状態量は、車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記制限対象量は
、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横方向並進運動に関する状態量の最新
値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該状態量の将来の予測値と、実
際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨー方向回転運動に関する状態量の最新値
または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該状態量の将来の予測値とのうち
の少なくともいずれか一つを含むことを特徴とする請求項１記載の車両の制御装置。
【請求項５】
　前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨーレートの最新
値または該ヨーレートにフィルタリング処理を施した値または該ヨーレートの将来の予測
値を含み、
　該ヨーレートに対する前記許容範囲は、実際の車両の走行速度の値である実走行速度が
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高いほど狭くなるように、少なくとも該実走行速度に応じて設定された許容範囲であるこ
とを特徴とする請求項４記載の車両の制御装置。
【請求項６】
　前記ヨーレートに対する前記許容範囲は、車両の走行速度を前記実走行速度に維持して
、定常円旋回を行うことが可能なヨーレートの値の範囲内に設定されることを特徴とする
請求項５記載の車両の制御装置。
【請求項７】
　前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横方向並進運動に
関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該状態量の
将来の予測値を含み、前記車両モデル操作用制御入力は、少なくとも車両モデル上の車両
の重心点のまわりにヨー方向のモーメントを発生させる制御入力成分を含むことを特徴と
する請求項４記載の車両の制御装置。
【請求項８】
　前記車両の横方向並進運動に関する状態量は、前記車両の所定の位置の横すべり角、横
すべり速度、横すべり加速度、および横加速度のうちのいずれかであることを特徴とする
請求項４記載の車両の制御装置。
【請求項９】
　前記実車側状態量偏差応動制御手段は、前記制限対象量が前記許容範囲から逸脱するこ
とを抑制しつつ、前記第１状態量偏差を０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作
用制御入力を決定する手段であることを特徴とする請求項１記載の車両の制御装置。
【請求項１０】
　前記実車側状態量偏差応動制御手段は、前記制限対象量の前記許容範囲からの逸脱量と
前記第１状態量偏差とを０に近づけるように該逸脱量と第１状態量偏差とに応じて前記実
車アクチュエータ操作用制御入力を決定する手段であることを特徴とする請求項１記載の
車両の制御装置。
【請求項１１】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は実際の車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力
して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、車両
の走行速度を実際の車両の走行速度の値である実走行速度に維持して、車両の定常円旋回
を行うことが可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の値の範囲内で前記制限済モデル前
輪舵角を決定する処理であることを特徴とする請求項１記載の車両の制御装置。
【請求項１２】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は実際の車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力
して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、前記
車両モデル上の車両のヨーレートが、実際の車両の走行速度を実際の車両の走行速度の値
である実走行速度に維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレートの範囲を
超えないように、前記前記制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることを特徴とする
請求項１記載の車両の制御装置。
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【請求項１３】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、前記モデル前輪舵角の許容範囲を
少なくとも実際の車両の走行速度である実走行速度に応じて設定する手段と、少なくとも
前記決定したモデル前輪舵角の基本値と前記設定したモデル前輪舵角の許容範囲とに基づ
いて該許容範囲からの逸脱を抑制するように該基本値を修正してなる制限済モデル前輪舵
角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記決定された車
両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記第１モデル状態量を決定する
手段とから構成されることを特徴とする請求項１記載の車両の制御装置。
【請求項１４】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記実走行速度が高いほど、該許容
範囲が狭くなるように該許容範囲を設定することを特徴とする請求項１３記載の車両の制
御装置。
【請求項１５】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、車両の走行速度を前記実走行速度に
維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の値の
範囲内に前記許容範囲を設定する手段であることを特徴とする請求項１４記載の車両の制
御装置。
【請求項１６】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記車両モデル上の車両のヨーレー
トが、実際の車両の走行速度を前記実走行速度に維持して定常円旋回を行なうことが可能
なヨーレートの範囲を超えないように前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段であ
ることを特徴とする請求項１４記載の車両の制御装置。
【請求項１７】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記実走行速度と実際の車両または
前記車両モデル上での車両のヨーレートとに応じて該許容範囲を設定する手段であり、該
ヨーレートの大きさがγａで、該ヨーレートの向きが上方から見て反時計回り方向である
場合における前記モデル前輪舵角の許容範囲の限界値のうちの右向き操舵側の限界値の絶
対値が、該ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て時計回
り方向である場合における前記モデル前輪舵角の許容範囲の右向き操舵側の限界値の絶対
値以上になり、且つ、該ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方か
ら見て時計回り方向である場合における前記モデル前輪舵角の許容範囲の限界値のうちの
左向き操舵側の限界値の絶対値が、該ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの
向きが上方から見て反時計回り方向である場合における前記モデル前輪舵角の左向き操舵
側の限界値の絶対値以上になるように該許容範囲を設定することを特徴とする請求項１３
記載の車両の制御装置。
【請求項１８】
　前記車両モデルは、該車両モデル上の前輪の横すべり角と横力との間の関係に飽和特性
を有するモデルであることを特徴とする請求項１記載の車両の制御装置。
【請求項１９】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記第
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１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、前記制限済モデ
ル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデル上の車両の前輪に発生する横
力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑制するように前記基本値を修正
して該制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることを特徴とする請求項１記載の車両
の制御装置。
【請求項２０】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量出力手段が出力する運転操作量は車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記モ
デル第１状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、前記制限済モデ
ル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデル上の車両の前輪に発生する横
力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑制し、且つ、前記制限済み操舵
角が少なくとも実際の車両の走行速度の値である実走行速度に応じて設定される所定の許
容範囲内に収まるように、前記基本値を修正して該制限済モデル前輪舵角を決定する処理
であることを特徴とする請求項１記載の車両の制御装置。
【請求項２１】
　複数の車輪を有する車両の操縦者による該車両の運転操作状態を示す運転操作量を検出
する運転操作量検出手段と、前記車両の所定の運動を操作可能に該車両に設けられたアク
チュエータ装置と、前記アクチュエータ装置の動作を逐次制御するアクチュエータ装置制
御手段とを備えた車両の制御装置において、
　実際の車両の所定の運動に関する所定の第１状態量の値である第１実状態量を検出また
は推定する実状態量把握手段と、
　前記車両の動特性を表すモデルとしてあらかじめ定められた車両モデル上での車両の所
定の運動に関する前記第１状態量の値である第１モデル状態量を少なくとも前記検出され
た運転操作量に応じて決定するモデル状態量決定手段と、
　前記検出または推定された第１実状態量と前記決定された第１モデル状態量との偏差で
ある第１状態量偏差を算出する状態量偏差算出手段と、
　実際の車両の前記アクチュエータ装置を操作するための実車アクチュエータ操作用制御
入力と前記車両モデル上での車両の所定の運動を操作するための車両モデル操作用制御入
力とを、少なくとも前記算出された第１状態量偏差に応じて該第１状態量偏差を０に近づ
けるようにそれぞれ決定する実車側状態量偏差応動制御手段およびモデル側状態量偏差応
動制御手段とを備え、
　前記アクチュエータ装置制御手段は、少なくとも前記決定された実車アクチュエータ操
作用制御入力に応じて前記アクチュエータ装置の動作を制御する手段であり、
　前記モデル状態量決定手段は、少なくとも前記検出された運転操作量と前記決定された
車両モデル操作用制御入力とに応じて前記第１モデル状態量を決定する手段であり、
　前記実車側状態量偏差応動制御手段は、実際の車両の運動に関する第２状態量と前記車
両モデル上の車両の運動に関する第２状態量とのうちの少なくともいずれか一方に応じて
値が定まる制限対象量が所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、前記第１状態量
偏差を０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定する手段である
ことを特徴とする車両の制御装置。
【請求項２２】
　前記実車側状態量偏差応動制御手段は、前記制限対象量の前記許容範囲からの逸脱量と
前記第１状態量偏差とを０に近づけるように該逸脱量と第１状態量偏差とに応じて前記実
車アクチュエータ操作用制御入力を決定する手段であることを特徴とする請求項２１記載
の車両の制御装置。
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【請求項２３】
　前記実車側状態量偏差応動制御手段は、前記算出された第１状態量偏差に応じて、該第
１状態量偏差を０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作用制御入力の仮値を決定
する手段と、前記制限対象量の前記許容範囲からの逸脱量に応じて該逸脱量を０に近づけ
るように前記仮値を修正することにより前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定す
る手段とから構成されていることを特徴とする請求項２１記載の車両の制御装置。
【請求項２４】
　前記第１状態量は、車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記制限対象量は
、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横方向並進運動に関する状態量の最新
値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該状態量の将来の予測値と、実
際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨー方向回転運動に関する状態量の最新値
または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該状態量の将来の予測値とのうち
の少なくともいずれか一つを含むことを特徴とする請求項２１記載の車両の制御装置。
【請求項２５】
　前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨーレートの最新
値または該ヨーレートにフィルタリング処理を施した値または該ヨーレートの将来の予測
値を含み、
　該ヨーレートに対する前記許容範囲は、実際の車両の走行速度の値である実走行速度が
高いほど狭くなるように、少なくとも該実走行速度に応じて設定された許容範囲であるこ
とを特徴とする請求項２４記載の車両の制御装置。
【請求項２６】
　前記ヨーレートに対する前記許容範囲は、車両の走行速度を前記実走行速度に維持して
、定常円旋回を行うことが可能なヨーレートの値の範囲内に設定されることを特徴とする
請求項２５記載の車両の制御装置。
【請求項２７】
　前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横方向並進運動に
関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該状態量の
将来の予測値を含み、前記車両モデル操作用制御入力は、少なくとも車両モデル上の車両
の重心点のまわりにヨー方向のモーメントを発生させる制御入力成分を含むことを特徴と
する請求項２４記載の車両の制御装置。
【請求項２８】
　前記車両の横方向並進運動に関する状態量は、前記車両の所定の位置の横すべり角、横
すべり速度、横すべり加速度、および横加速度のうちのいずれかであることを特徴とする
請求項２４記載の車両の制御装置。
【請求項２９】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は実際の車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力
して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、車両
の走行速度を実際の車両の走行速度の値である実走行速度に維持して、車両の定常円旋回
を行うことが可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の値の範囲内で前記制限済モデル前
輪舵角を決定する処理であることを特徴とする請求項２１記載の車両の制御装置。
【請求項３０】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は実際の車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
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デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力
して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、前記
車両モデル上の車両のヨーレートが、実際の車両の走行速度を実際の車両の走行速度の値
である実走行速度に維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレートの範囲を
超えないように、前記前記制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることを特徴とする
請求項２１記載の車両の制御装置。
【請求項３１】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、前記モデル前輪舵角の許容範囲を
少なくとも実際の車両の走行速度である実走行速度に応じて設定する手段と、少なくとも
前記決定したモデル前輪舵角の基本値と前記設定したモデル前輪舵角の許容範囲とに基づ
いて該許容範囲からの逸脱を抑制するように該基本値を修正してなる制限済モデル前輪舵
角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記決定された車
両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記第１モデル状態量を決定する
手段とから構成されることを特徴とする請求項２１記載の車両の制御装置。
【請求項３２】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記実走行速度が高いほど、該許容
範囲が狭くなるように該許容範囲を設定することを特徴とする請求項３１記載の車両の制
御装置。
【請求項３３】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、車両の走行速度を前記実走行速度に
維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の値の
範囲内に前記許容範囲を設定する手段であることを特徴とする請求項３２記載の車両の制
御装置。
【請求項３４】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記車両モデル上の車両のヨーレー
トが、実際の車両の走行速度を前記実走行速度に維持して定常円旋回を行なうことが可能
なヨーレートの範囲を超えないように前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段であ
ることを特徴とする請求項３２記載の車両の制御装置。
【請求項３５】
　前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記実走行速度と実際の車両または
前記車両モデル上での車両のヨーレートとに応じて該許容範囲を設定する手段であり、該
ヨーレートの大きさがγａで、該ヨーレートの向きが上方から見て反時計回り方向である
場合における前記モデル前輪舵角の許容範囲の限界値のうちの右向き操舵側の限界値の絶
対値が、該ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て時計回
り方向である場合における前記モデル前輪舵角の許容範囲の右向き操舵側の限界値の絶対
値以上になり、且つ、該ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方か
ら見て時計回り方向である場合における前記モデル前輪舵角の許容範囲の限界値のうちの
左向き操舵側の限界値の絶対値が、該ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの
向きが上方から見て反時計回り方向である場合における前記モデル前輪舵角の左向き操舵
側の限界値の絶対値以上になるように該許容範囲を設定することを特徴とする請求項３１
記載の車両の制御装置。
【請求項３６】
　前記車両モデルは、該車両モデル上の前輪の横すべり角と横力との間の関係に飽和特性
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を有するモデルであることを特徴とする請求項２１記載の車両の制御装置。
【請求項３７】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量検出手段が検出する運転操作量は車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記第
１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、前記制限済モデ
ル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデル上の車両の前輪に発生する横
力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑制するように前記基本値を修正
して該制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることを特徴とする請求項２１記載の車
両の制御装置。
【請求項３８】
　前記第１状態量は、前記車両のヨー方向回転運動に関する状態量を含み、前記運転操作
量出力手段が出力する運転操作量は車両の前輪操舵用操作子の操作量を含み、
　前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角として該車両モ
デルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作量に含まれ
る前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に所定の制限
処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限
済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記モ
デル第１状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処理は、前記制限済モデ
ル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデル上の車両の前輪に発生する横
力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑制し、且つ、前記制限済み操舵
角が少なくとも実際の車両の走行速度の値である実走行速度に応じて設定される所定の許
容範囲内に収まるように、前記基本値を修正して該制限済モデル前輪舵角を決定する処理
であることを特徴とする請求項２１記載の車両の制御装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は自動車（エンジン自動車）、ハイブリッド車、自動二輪車など、複数の車輪を
有する車両の制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車などの車両には、主な機構として、車輪にエンジンなどの推進力発生源から駆動
力を伝達したり、あるいは制動力を付与する駆動・制動系と、車両の操舵輪を操舵するた
めのステアリング系（操舵系）、車輪に車体を弾力的に支持させるサスペンション系など
のシステムが備えられている。そして、近年、例えば特開２０００－４１３８６号公報（
以下、特許文献１という）に見られるように、これらのシステムを、運転者によるステア
リングホイール（ハンドル）や、アクセルペダル、ブレーキペダルなどの操作（人為的操
作）に応じて受動的に動作させるだけでなく、種々の電動式もしくは油圧式のアクチュエ
ータを備えて、そのアクチュエータの動作を車両の走行状態や環境条件などに応じて能動
的（積極的）に制御するようにしたものが知られている。
【０００３】
　特許文献１には、前輪舵角に応じて後輪舵角のフィードフォワード目標値を決定すると
共に、規範状態量（規範ヨーレートと規範横加速度）と実状態量（ヨーレートの検出値と
横加速度の検出値）との偏差に応じて後輪舵角のフィードバック目標値を決定し、それら
の目標値の和に後輪の舵角を追従させる技術が提案されている。この場合、規範状態量は
、前輪の舵角に応じて設定される。また、フィードフォワード制御部、フィードバック制
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御部、規範状態量決定部の伝達関数のパラメータあるいはゲインは路面の摩擦係数の推定
値に応じて調整される。
【０００４】
　しかしながら、前記特許文献１に見られるような技術では、次のような不都合があった
。すなわち、実際の車両の挙動は、路面の摩擦係数の変化など、種々様々の外乱要因の影
響を受ける。
【０００５】
　一方、車両モデルなどを使用して、あらゆる外乱要因を考慮しつつ最適な規範状態量を
逐次生成することは、事実上困難である。例えば特許文献１のものでは、路面の摩擦係数
の推定値に応じて規範状態量決定部の伝達関数のパラメータなどを調整しているものの、
実際の車両の挙動は、路面の摩擦係数以外にも、車輪のタイヤの特性のばらつき、ステア
リング系などの装置の特性のばらつき、摩擦係数の推定誤差、規範状態量の生成用のモデ
ルのモデル化誤差など、種々様々の要因の影響を受ける。
【０００６】
　このため、特許文献１に見られるような技術では、種々様々な外乱要因によって、規範
状態量が、実際の車両の運動状態に対して比較的大きな乖離が発生する場合がある。そし
て、このような場合には、実際の車両の挙動に適合しない制御入力で車両のアクチュエー
タの動作が制御されたり、あるいは、アクチュエータの動作がリミッタにより制限される
こととなり、該アクチュエータの動作を好適に制御することが困難となる。
【０００７】
　本発明は、かかる背景に鑑みてなされたものであり、可能な限り実際の車両の挙動に適
したアクチュエータの動作制御を行いつつ、外乱要因あるいはその変化に対するロバスト
性を高めることができる車両の制御装置を提供することを目的とする。
【発明の開示】
【０００８】
　かかる目的を達成するために、本発明の車両の制御装置は、
　複数の車輪を有する車両の操縦者による該車両の運転操作状態を示す運転操作量を検出
する運転操作量検出手段と、前記車両の所定の運動を操作可能に該車両に設けられたアク
チュエータ装置と、前記アクチュエータ装置の動作を逐次制御するアクチュエータ装置制
御手段とを備えた車両の制御装置において、
　実際の車両の所定の運動に関する所定の第１状態量の値である第１実状態量を検出また
は推定する実状態量把握手段と、
　前記車両の動特性を表すモデルとしてあらかじめ定められた車両モデル上での車両の所
定の運動に関する前記第１状態量の値である第１モデル状態量を少なくとも前記検出され
た運転操作量に応じて決定するモデル状態量決定手段と、
　前記検出または推定された第１実状態量と前記決定された第１モデル状態量との偏差で
ある第１状態量偏差を算出する状態量偏差算出手段と、
　実際の車両の前記アクチュエータ装置を操作するための実車アクチュエータ操作用制御
入力と前記車両モデル上での車両の所定の運動を操作するための車両モデル操作用制御入
力とを、少なくとも前記算出された第１状態量偏差に応じて該第１状態量偏差を０に近づ
けるようにそれぞれ決定する実車側状態量偏差応動制御手段およびモデル側状態量偏差応
動制御手段とを備え、
　前記アクチュエータ装置制御手段は、少なくとも前記決定された実車アクチュエータ操
作用制御入力に応じて前記アクチュエータ装置の動作を制御する手段であり、
　前記モデル状態量決定手段は、少なくとも前記検出された運転操作量と前記決定された
車両モデル操作用制御入力とに応じて前記第１モデル状態量を決定する手段であり、
　前記モデル側状態量偏差応動制御手段は、実際の車両の運動に関する第２状態量と前記
車両モデル上の車両の運動に関する第２状態量とのうちの少なくともいずれか一方に応じ
て値が定まる制限対象量が所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、前記第１状態
量偏差を０に近づけるように前記車両モデル操作用制御入力を決定する手段であることを
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特徴とする（第１発明）。
【０００９】
　かかる第１発明によれば、基本的には、前記実車アクチュエータ操作用制御入力によっ
て、前記第１状態量偏差を０に近づけるように、実際の車両のアクチュエータ装置の動作
がフィードバック制御されると共に、前記モデル操作用制御入力によって、前記第１状態
量偏差を０に近づけるように、前記車両モデル上での車両の運動、ひいては第１モデル状
態量が操作される。このため、実際の車両の運動と車両モデル上の車両の運動とが外乱要
因などの影響で大きく乖離することがない。また、このとき、前記車両モデル操作用制御
入力は、所要の制限対象量が、所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、第１状態
量偏差を０に近づけるように決定される。このため、車両モデル上の車両の運動が、実際
の車両の運動を追従させやすい運動（制限対象量が許容範囲内に収まる運動）になるよう
に、第１モデル状態量を決定できる。
【００１０】
　従って、第１発明によれば、可能な限り実際の車両の挙動に適したアクチュエータの動
作制御を行いつつ、外乱要因あるいはその変化に対するロバスト性を高めることができる
。
【００１１】
　なお、前記第２状態量は、前記第１状態量と同じ種類の状態量でもよいが、必ずしも、
第１状態量と同じ種類の状態量でなくてもよい。該第２状態量は、第１状態量と微分方程
式を介して関連するような状態量であることが好ましい。また、第１状態量は、１つの種
類の状態量である必要はなく、複数種類の状態量であってもよい。このことは前記制限対
象量についても同様である。
【００１２】
　また、実車アクチュエータ操作用制御入力としては、前記アクチュエータ装置の動作を
規定する目標値（目標操作量）などが挙げられる。また、モデル操作用制御入力としては
、車両モデル上の車両に付加的に作用させる仮想的な外力（モーメントもしくは並進力、
あるいはその両者）などが挙げられる。
【００１３】
　かかる第１発明では、前記モデル側状態量偏差応動制御手段は、例えば前記制限対象量
の前記許容範囲からの逸脱量と前記第１状態量偏差とを０に近づけるように該逸脱量と第
１状態量偏差とに応じて前記車両モデル操作用制御入力を決定する手段である（第２発明
）。
【００１４】
　このように逸脱量と第１状態量偏差とに応じて車両モデル操作用制御入力を決定するこ
とで、制限対象量が、所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、第１状態量偏差を
０に近づけるように車両モデル操作用制御入力を決定できる。前記逸脱量と第１状態量偏
差とから、前記車両モデル操作用制御入力を決定するための具体的な処理は、適宜のフィ
ードバック制御則を使用すればよい。
【００１５】
　あるいは、前記モデル側状態量偏差応動制御手段は、前記算出された第１状態量偏差に
応じて、該第１状態量偏差を０に近づけるように前記車両モデル操作用制御入力の仮値を
決定する手段と、前記制限対象量の前記許容範囲からの逸脱量に応じて該逸脱量を０に近
づけるように前記仮値を修正することにより前記車両モデル操作用制御入力を決定する手
段とから構成されていてもよい（第３発明）。
【００１６】
　この第３発明によっても、制限対象量が、所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつ
つ、第１状態量偏差を０に近づけるように車両モデル操作用制御入力を決定できる。なお
、車両モデル操作用制御入力の仮値の決定は、具体的には、第１状態量偏差から適宜のフ
ィードバック制御則により行なえばよい。また、この仮値の修正の処理では、具体的には
、前記逸脱量から適宜のフィードバック制御則により仮値の修正量（操作量）を求め、そ
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の修正量によって、仮値を修正するようにすればよい。
【００１７】
　前記第１～第３発明において、前記第１状態量は、車両のヨー方向回転運動に関する状
態量を含み、前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横方向
並進運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または
該状態量の将来の予測値と、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨー方向回
転運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該
状態量の将来の予測値とのうちの少なくともいずれか一つを含むことが好ましい（第４発
明）。
【００１８】
　この第４発明によれば、前記実車アクチュエータ操作用制御入力によって、車両のヨー
方向回転運動に関する前記第１状態量偏差（例えば実際の車両のヨーレートと車両モデル
上の車両のヨーレートとの偏差）を０に近づけるように、実際の車両のアクチュエータ装
置の動作が制御される。そして、その動作の制御は、結果的に実際の車両の各車輪に路面
から作用する路面反力のうち、路面もしくは水平面に平行な成分を操作することとなる。
この場合、前記制限対象量に、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横方向並
進運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該
状態量の将来の予測値と、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨー方向回転
運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該状
態量の将来の予測値とのうちの少なくともいずれか一つを含める。これにより、実際の車
両あるいは車両モデル上での車両の各車輪に路面から作用する路面反力のうちの路面に平
行な成分もしくは水平成分、あるいは、該車両に作用する遠心力（各車輪に作用する路面
反力の合力によって該車両に作用する求心力）が過大にならないようにしつつ、前記第１
モデル状態量を決定することが可能となる。その結果、実際の車両の運動を車両モデル上
の車両の運動に近づけるためのアクチュエータ装置の動作制御を適切に行ない得るように
（実際の車両の運動に関する制限対象量が許容範囲から逸脱しにくくなるように）前記第
１モデル状態量を決定できる。
【００１９】
　なお、第１状態量には、車両のヨー方向回転運動に関する状態量だけでなく、車両の横
方向並進運動に関する状態量が含まれていてもよい。また、第４発明におけるアクチュエ
ータ装置としては、車両の駆動系もしくは制動系のアクチュエータ装置、操舵系のアクチ
ュイエータ装置が挙げられる。車両の駆動系もしくは制動系のアクチュエータ装置の動作
を制御する場合には、実際の車両の少なくとも一組の左右の車輪に関して、その左側の車
輪に路面から作用させる駆動・制動力と右側の車輪に路面から作用させる駆動・制動力と
の差もしくは比率を操作するようにアクチュエータ装置の動作を制御することで、実際の
車両のヨー方向回転運動の状態量を操作できる。
【００２０】
　この第４発明において、前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での車
両の、ヨーレートの最新値または該ヨーレートにフィルタリング処理を施した値または該
ヨーレートの将来の予測値を含む場合には、該ヨーレートに対する前記許容範囲は、実際
の車両の走行速度の値である実走行速度が高いほど狭くなるように、少なくとも該実走行
速度に応じて設定された許容範囲であることが好ましい（第５発明）。
【００２１】
　すなわち、ヨーレートが一定であるとした場合、車両に発生する遠心力は車両の走行速
度が高いほど、大きくなる。従って、上記第５発明によれば、実際の車両または車両モデ
ル上の車両に発生する遠心力が過大にならないように前記第１モデル状態量を決定できる
。
【００２２】
　なお、この第５発明では、車両モデル上の車両の走行速度は、実際の車両の走行速度と
一致するものとする。また、前記許容範囲は、実走行速度だけでなく、実際の車両の車輪
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と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて設定するようにしてもよい。
【００２３】
　また、この第５発明では、前記ヨーレートに対する前記許容範囲は、車両の走行速度を
前記実走行速度に維持して、定常円旋回を行うことが可能なヨーレートの値の範囲内に設
定される（第６発明）。これにより、実際の車両または車両モデル上の車両に発生する遠
心力が過大にならないようにするための許容範囲を適切に設定できる。
【００２４】
　また、前記第４～第６発明において、前記制限対象量が、実際の車両または前記車両モ
デル上での車両の、横方向並進運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリ
ング処理を施した値または該状態量の将来の予測値を含む場合には、前記車両モデル操作
用制御入力は、少なくとも車両モデル上の車両の重心点のまわりにヨー方向のモーメント
を発生させる制御入力成分を含むことが好ましい（第７発明）。
【００２５】
　これによれば、前記制限対象量を許容範囲から逸脱するのを抑制するための車両モデル
上の車両の操作を適切に行なうことができる。
【００２６】
　なお、前記第４発明において、前記車両の横方向並進運動に関する状態量としては、前
記車両の所定の位置（重心点の位置など）の横すべり角、横すべり速度（横すべり角の時
間的変化率）、横すべり加速度（横すべり速度の時間的変化率）、および横加速度（車両
の横方向の加速度）のうちのいずれかが挙げられる（第８発明）。
【００２７】
　前記第１～第８発明では、前記実車側状態量偏差応動制御手段は、前記制限対象量が前
記許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、前記第１状態量偏差を０に近づけるように前
記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定する手段であることが好ましい（第９発明）
。
【００２８】
　より具体的には、前記実車側状態量偏差応動制御手段は、前記制限対象量の前記許容範
囲からの逸脱量と前記第１状態量偏差とを０に近づけるように該逸脱量と第１状態量偏差
とに応じて前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定する手段であることが好ましい
（第１０発明）。
【００２９】
　この第９発明あるいは第１０発明によれば、車両モデル上の車両だけでなく、実際の車
両側においても、実車アクチュエータ操作用制御入力が、前記制限対象量の許容範囲から
の逸脱を抑制するように決定される。このため、実際の車両の運動に関する制限対象量が
許容範囲から逸脱するのをより一層、適切に抑制することができる。
【００３０】
　また、前記第１発明では、前記第１状態量が、前記車両のヨー方向回転運動に関する状
態量を含み、前記運転操作量検出手段が検出する運転操作量がは実際の車両の前輪操舵用
操作子の操作量を含む場合には、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車
両の前輪の舵角として該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記
検出された運転操作量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、そ
の決定した基本値に所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と
、少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制御
入力とを前記車両モデルに入力して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され
、前記所定の制限処理は、車両の走行速度を実際の車両の走行速度の値である実走行速度
に維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の値
の範囲内で前記制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることが好ましい（第１１発明
）。
【００３１】
　あるいは、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角とし
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て該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作
量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に
所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決
定した制限済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モ
デルに入力して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処
理は、前記車両モデル上の車両のヨーレートが、実際の車両の走行速度を実際の車両の走
行速度の値である実走行速度に維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレー
トの範囲を超えないように、前記前記制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることが
好ましい（第１２発明）。
【００３２】
　あるいは、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角とし
て該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作
量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、前記モデル前輪舵角の
許容範囲を少なくとも実際の車両の走行速度である実走行速度に応じて設定する手段と、
少なくとも前記決定したモデル前輪舵角の基本値と前記設定したモデル前輪舵角の許容範
囲とに基づいて該許容範囲からの逸脱を抑制するように該基本値を修正してなる制限済モ
デル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記決
定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記第１モデル状態量
を決定する手段とから構成されることが好ましい（第１３発明）。
【００３３】
　これらの第１１発明～第１３発明によれば、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制
限済みモデル前輪舵角）を、これに対応する許容範囲（これは実走行速度に応じたものと
なる）から逸脱するのを抑制するように決定する。その結果、車両モデル上の車両に発生
する遠心力が過大にならないように前記第１モデル状態量を決定することが可能となる。
このため、前記ヨー方向回転運動に関する第１状態量偏差（例えば実際の車両のヨーレー
トと車両モデル上の車両のヨーレートとの偏差）を０に近づけるように前記実車アクチュ
エータ操作用制御入力を決定するときに、実際の車両に過大な遠心力が発生するような実
車アクチュエータ操作用制御入力が決定されるのを防止することが可能となる。
【００３４】
　なお、この第１１発明～第１３発明は、前記第２～第１０発明と組み合わせてもよい。
また、第１１発明～第１３発明では、車両モデル上の車両の走行速度は、実際の車両の走
行速度と一致するものとする。また、第１１発明～第１３発明におけるモデル前輪舵角の
許容範囲は、実走行速度だけでなく、実際の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係
数の推定値など）に応じて設定するようにしてもよい。
【００３５】
　また、上記第１３発明では、前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記実
走行速度が高いほど、該許容範囲が狭くなるように該許容範囲を設定することが好ましい
（第１４発明）。そして、この第１４発明では、前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定す
る手段は、車両の走行速度を前記実走行速度に維持して、車両の定常円旋回を行うことが
可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の値の範囲内に前記許容範囲を設定する手段であ
ることが好ましい（第１５発明）。あるいは、第１４発明では、前記モデル前輪舵角の許
容範囲を設定する手段は、前記車両モデル上の車両のヨーレートが、実際の車両の走行速
度を前記実走行速度に維持して定常円旋回を行なうことが可能なヨーレートの範囲を超え
ないように前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段であることが好ましい（第１６
発明）。
【００３６】
　これにより、車両モデル上の車両に発生する遠心力が過大になるのを抑制するためのモ
デル前輪舵角の許容範囲を適切に設定できる。
【００３７】
　また、前記第１３発明、あるいは第１４発明では、前記モデル前輪舵角の許容範囲を設
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定する手段は、前記実走行速度と実際の車両または前記車両モデル上での車両のヨーレー
トとに応じて該許容範囲を設定する手段であり、該ヨーレートの大きさがγａで、該ヨー
レートの向きが上方から見て反時計回り方向である場合における前記モデル前輪舵角の許
容範囲の限界値のうちの右向き操舵側の限界値の絶対値が、該ヨーレートの大きさが前記
γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て時計回り方向である場合における前記モデル
前輪舵角の許容範囲の右向き操舵側の限界値の絶対値以上になり、且つ、該ヨーレートの
大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て時計回り方向である場合におけ
る前記モデル前輪舵角の許容範囲の限界値のうちの左向き操舵側の限界値の絶対値が、該
ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て反時計回り方向で
ある場合における前記モデル前輪舵角の左向き操舵側の限界値の絶対値以上になるように
該許容範囲を設定することが好ましい（第１７発明）。
【００３８】
　このようにモデル前輪舵角の許容範囲を設定することで、所謂カウンタステア状態のよ
うに、実際の車両のヨーレートと逆向きの旋回方向に前輪操舵用操作子が操作された場合
に、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制限済みモデル前輪舵角）が不必要な制限を
受けるのを防止できる。
【００３９】
　なお、前記第１発明において、前記車両モデルは、該車両モデル上の前輪の横すべり角
と横力との間の関係に飽和特性を有するモデルであってもよい（第１８発明）。ここで、
飽和特性は、横すべり角がある程度大きくなったときに、横すべり角の大きさの増加に対
する横力の増加率が小さくなっていくか、もしくは横力がほぼ一定となるような特性であ
る。
【００４０】
　この第１８発明によれば、車両モデル上の車両の前輪に発生する横力が過大になるのを
防止できる。なお、この第１８発明は、前記第１～１７発明と組み合わせてもよい。
【００４１】
　また、前記第１発明では、前記第１状態量が、前記車両のヨー方向回転運動に関する状
態量を含み、前記運転操作量検出手段が検出する運転操作量が車両の前輪操舵用操作子の
操作量を含む場合には、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪
の舵角として該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出され
た運転操作量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定し
た基本値に所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なく
とも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前記車両モ
デルに入力して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処
理は、前記制限済モデル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデル上の車
両の前輪に発生する横力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑制するよ
うに前記基本値を修正して該制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることが好ましい
（第１９発明）。
【００４２】
　この第１９発明によれば、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制限済みモデル前輪
舵角）を、これに対応して車両モデル上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が
それに対する許容範囲から逸脱するのを抑制するように決定する。この結果、車両モデル
上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が過大にならないように前記第１モデル
状態量を決定することが可能となる。このため、前記ヨー方向回転運動に関する第１状態
量偏差（例えば実際の車両のヨーレートと車両モデル上の車両のヨーレートとの偏差）を
０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定するときに、実際の車
両の前輪に過大な横力または横すべり角を発生させるような実車アクチュエータ操作用制
御入力が決定されるのを防止することが可能となる。
【００４３】
　なお、この第１９発明は、前記第２～第１０発明と組み合わせてもよい。また、第１９
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発明における前輪の横力もしくは横すべり角の許容範囲は、実走行速度、あるいは、実際
の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて設定するように
してもよい。
【００４４】
　さらに、前記第１発明において、前記第１状態量が、前記車両のヨー方向回転運動に関
する状態量を含み、前記運転操作量出力手段が出力する運転操作量が車両の前輪操舵用操
作子の操作量を含む場合には、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両
の前輪の舵角として該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検
出された運転操作量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その
決定した基本値に所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、
少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前記
車両モデルに入力して前記モデル第１状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の
制限処理は、前記制限済モデル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデル
上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑制
し、且つ、前記制限済み操舵角が少なくとも実際の車両の走行速度の値である実走行速度
に応じて設定される所定の許容範囲内に収まるように、前記基本値を修正して該制限済モ
デル前輪舵角を決定する処理であることがより好ましい（第２０発明）。
【００４５】
　この第２０発明によれば、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制限済みモデル前輪
舵角）を、これに対応して車両モデル上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が
それに対する許容範囲から逸脱するのを抑制し、且つ、実走行速度に応じて設定される許
容範囲に収まるように決定する。この結果、車両モデル上の車両の前輪に発生する横力ま
たは横すべり角が過大にならず、且つ、該車両モデル上の車両に発生する遠心力が過大に
ならないように前記第１モデル状態量を決定することが可能となる。このため、前記ヨー
方向回転運動に関する第１状態量偏差（例えば実際の車両のヨーレートと車両モデル上の
車両のヨーレートとの偏差）を０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作用制御入
力を決定するときに、実際の車両の前輪に過大な横力または横すべり角を発生させたり、
あるいは、実際の車両に過大な遠心力を発生させるような実車アクチュエータ操作用制御
入力が決定されるのを防止することが可能となる。
【００４６】
　なお、この第２０発明は、前記第２～第１０発明と組み合わせてもよい。また、第２０
発明における前輪の横力もしくは横すべり角の許容範囲は、実走行速度、あるいは、実際
の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて設定するように
してもよい。さらに、第２０発明におけるモデル前輪舵角の許容範囲は、実走行速度だけ
でなく、実際の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて設
定するようにしてもよい。
【００４７】
　また、本発明の車両の制御装置は、前記第１発明と別の態様として、複数の車輪を有す
る車両の操縦者による該車両の運転操作状態を示す運転操作量を検出する運転操作量検出
手段と、前記車両の所定の運動を操作可能に該車両に設けられたアクチュエータ装置と、
前記アクチュエータ装置の動作を逐次制御するアクチュエータ装置制御手段とを備えた車
両の制御装置において、
　実際の車両の所定の運動に関する所定の第１状態量の値である第１実状態量を検出また
は推定する実状態量把握手段と、
　前記車両の動特性を表すモデルとしてあらかじめ定められた車両モデル上での車両の所
定の運動に関する前記第１状態量の値である第１モデル状態量を少なくとも前記検出され
た運転操作量に応じて決定するモデル状態量決定手段と、
　前記検出または推定された第１実状態量と前記決定された第１モデル状態量との偏差で
ある第１状態量偏差を算出する状態量偏差算出手段と、
　実際の車両の前記アクチュエータ装置を操作するための実車アクチュエータ操作用制御
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入力と前記車両モデル上での車両の所定の運動を操作するための車両モデル操作用制御入
力とを、少なくとも前記算出された第１状態量偏差に応じて該第１状態量偏差を０に近づ
けるようにそれぞれ決定する実車側状態量偏差応動制御手段およびモデル側状態量偏差応
動制御手段とを備え、
　前記アクチュエータ装置制御手段は、少なくとも前記決定された実車アクチュエータ操
作用制御入力に応じて前記アクチュエータ装置の動作を制御する手段であり、
　前記モデル状態量決定手段は、少なくとも前記検出された運転操作量と前記決定された
車両モデル操作用制御入力とに応じて前記第１モデル状態量を決定する手段であり、
　前記実車側状態量偏差応動制御手段は、実際の車両の運動に関する第２状態量と前記車
両モデル上の車両の運動に関する第２状態量とのうちの少なくともいずれか一方に応じて
値が定まる制限対象量が所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、前記第１状態量
偏差を０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定する手段である
ことを特徴とする（第２１発明）。
【００４８】
　かかる第２１発明によれば、基本的には、前記第１発明と同様に、前記実車アクチュエ
ータ操作用制御入力によって、前記第１状態量偏差を０に近づけるように、実際の車両の
アクチュエータ装置の動作がフィードバック制御されると共に、前記モデル操作用制御入
力によって、前記第１状態量偏差を０に近づけるように、前記車両モデル上での車両の運
動、ひいては第１モデル状態量が操作される。このため、実際の車両の運動と車両モデル
上の車両の運動とが外乱要因などの影響で大きく乖離することがない。また、このとき、
前記第２１発明では、実車アクチュエータ操作用制御入力は、所要の制限対象量が、所定
の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、第１状態量偏差を０に近づけるように決定さ
れる。このため、実車アクチュエータ操作用制御入力が、前記制限対象量の許容範囲から
の逸脱を抑制するように決定される。このため、実際の車両の運動に関する制限対象量が
許容範囲から逸脱するのを抑制しながら、実際の車両の第１状態量を第１モデル状態に近
づけるように実際の車両の運動を制御できる。
【００４９】
　従って、第２１発明によれば、可能な限り実際の車両の挙動に適したアクチュエータの
動作制御を行いつつ、外乱要因あるいはその変化に対するロバスト性を高めることができ
る。
【００５０】
　なお、第２１発明における前記第２状態量は、前記第１状態量と同じ種類の状態量でも
よいが、必ずしも、第１状態量と同じ種類の状態量でなくてもよい。該第２状態量は、第
１状態量と微分方程式を介して関連するような状態量であることが好ましい。また、第１
状態量は、１つの種類の状態量である必要はなく、複数種類の状態量であってもよい。こ
のことは前記制限対象量についても同様である。
【００５１】
　また、実車アクチュエータ操作用制御入力としては、前記アクチュエータ装置の動作を
規定する目標値（目標操作量）などが挙げられる。また、モデル操作用制御入力としては
、車両モデル上の車両に付加的に作用させる仮想的な外力（モーメントもしくは並進力、
あるいはその両者）などが挙げられる。
【００５２】
　かかる第２１発明では、前記実車側状態量偏差応動制御手段は、例えば前記制限対象量
の前記許容範囲からの逸脱量と前記第１状態量偏差とを０に近づけるように該逸脱量と第
１状態量偏差とに応じて前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定する手段である（
第２２発明）。
【００５３】
　このように逸脱量と第１状態量偏差とに応じて実車アクチュエータ操作用制御入力を決
定することで、制限対象量が、所定の許容範囲から逸脱することを抑制しつつ、第１状態
量偏差を０に近づけるように実車アクチュエータ操作用制御入力を決定できる。前記逸脱
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量と第１状態量偏差とから、前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定するための具
体的な処理は、適宜のフィードバック制御則を使用すればよい。
【００５４】
　あるいは、前記実車側状態量偏差応動制御手段は、前記算出された第１状態量偏差に応
じて、該第１状態量偏差を０に近づけるように前記車両モデル操作用制御入力の仮値を決
定する手段と、前記制限対象量の前記許容範囲からの逸脱量に応じて該逸脱量を０に近づ
けるように前記仮値を修正することにより前記車両モデル操作用制御入力を決定する手段
とから構成されていてもよい（第２３発明）。
【００５５】
　この第２３発明によっても、制限対象量が、所定の許容範囲から逸脱することを抑制し
つつ、第１状態量偏差を０に近づけるように実車アクチュエータ操作用制御入力を決定で
きる。なお、実車アクチュエータ操作用制御入力の仮値の決定は、具体的には、第１状態
量偏差から適宜のフィードバック制御則により行なえばよい。また、この仮値の修正の処
理では、具体的には、前記逸脱量から適宜のフィードバック制御則により仮値の修正量（
操作量）を求め、その修正量によって、仮値を修正するようにすればよい。
【００５６】
　前記第２１～第２３発明において、前記第１状態量は、車両のヨー方向回転運動に関す
る状態量を含み、前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横
方向並進運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値ま
たは該状態量の将来の予測値と、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨー方
向回転運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値また
は該状態量の将来の予測値とのうちの少なくともいずれか一つを含むことが好ましい（第
２４発明）。
【００５７】
　この第２４発明によれば、前記実車アクチュエータ操作用制御入力によって、車両のヨ
ー方向回転運動に関する前記第１状態量偏差（例えば実際の車両のヨーレートと車両モデ
ル上の車両のヨーレートとの偏差）を０に近づけるように、実際の車両のアクチュエータ
装置の動作が制御される。そして、その動作の制御は、結果的に実際の車両の各車輪に路
面から作用する路面反力のうち、路面もしくは水平面に平行な成分を操作することとなる
。この場合、前記制限対象量に、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、横方向
並進運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または
該状態量の将来の予測値と、実際の車両または前記車両モデル上での車両の、ヨー方向回
転運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィルタリング処理を施した値または該
状態量の将来の予測値とのうちの少なくともいずれか一つを含める。これにより、実際の
車両あるいは車両モデル上での車両の各車輪に路面から作用する路面反力のうちの路面に
平行な成分もしくは水平成分、あるいは、該車両に作用する遠心力（各車輪に作用する路
面反力の合力によって該車両に作用する求心力）が過大にならないようにしつつ、実車ア
クチュエータ操作用制御入力を決定することが可能となる。その結果、実際の車両の運動
を車両モデル上の車両の運動に近づけるためのアクチュエータ装置の動作制御を適切に行
ない得るように（実際の車両の運動に関する制限対象量が許容範囲から逸脱しにくくなる
ように）前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定できる。
【００５８】
　なお、第１状態量には、車両のヨー方向回転運動に関する状態量だけでなく、車両の横
方向並進運動に関する状態量が含まれていてもよい。また、第２４発明におけるアクチュ
エータ装置としては、車両の駆動系もしくは制動系のアクチュエータ装置、操舵系のアク
チュイエータ装置が挙げられる。車両の駆動系もしくは制動系のアクチュエータ装置の動
作を制御する場合には、実際の車両の少なくとも一組の左右の車輪に関して、その左側の
車輪に路面から作用させる駆動・制動力と右側の車輪に路面から作用させる駆動・制動力
との差もしくは比率を操作するようにアクチュエータ装置の動作を制御することで、実際
の車両のヨー方向回転運動の状態量を操作できる。
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【００５９】
　この第２４発明において、前記制限対象量は、実際の車両または前記車両モデル上での
車両の、ヨーレートの最新値または該ヨーレートにフィルタリング処理を施した値または
該ヨーレートの将来の予測値を含む場合には、該ヨーレートに対する前記許容範囲は、実
際の車両の走行速度の値である実走行速度が高いほど狭くなるように、少なくとも該実走
行速度に応じて設定された許容範囲であることが好ましい（第２５発明）。
【００６０】
　すなわち、ヨーレートが一定であるとした場合、車両に発生する遠心力は車両の走行速
度が高いほど、大きくなる。従って、上記第２５発明によれば、実際の車両または車両モ
デル上の車両に発生する遠心力が過大にならないように実車アクチュエータ操作用制御入
力をを決定できる。
【００６１】
　なお、この第２５発明では、車両モデル上の車両の走行速度は、実際の車両の走行速度
と一致するものとする。また、前記許容範囲は、実走行速度だけでなく、実際の車両の車
輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて設定するようにしてもよい
。
【００６２】
　また、この第２５発明では、前記ヨーレートに対する前記許容範囲は、車両の走行速度
を前記実走行速度に維持して、定常円旋回を行うことが可能なヨーレートの値の範囲内に
設定される（第２６発明）。これにより、実際の車両または車両モデル上の車両に発生す
る遠心力が過大にならないようにするための許容範囲を適切に設定できる。
【００６３】
　また、前記第２４～第２６発明において、前記制限対象量が、実際の車両または前記車
両モデル上での車両の、横方向並進運動に関する状態量の最新値または該状態量にフィル
タリング処理を施した値または該状態量の将来の予測値を含む場合には、前記車両モデル
操作用制御入力は、少なくとも車両モデル上の車両の重心点のまわりにヨー方向のモーメ
ントを発生させる制御入力成分を含むことが好ましい（第２７発明）。
【００６４】
　これによれば、前記制限対象量を許容範囲から逸脱するのを抑制するための車両モデル
上の車両の操作を適切に行なうことができる。
【００６５】
　なお、前記第２４発明において、前記車両の横方向並進運動に関する状態量としては、
前記車両の所定の位置（重心点の位置など）の横すべり角、横すべり速度（横すべり角の
時間的変化率）、横すべり加速度（横すべり速度の時間的変化率）、および横加速度（車
両の横方向の加速度）のうちのいずれかが挙げられる（第２８発明）。
【００６６】
　また、前記第２１発明では、前記第１状態量が、前記車両のヨー方向回転運動に関する
状態量を含み、前記運転操作量検出手段が検出する運転操作量がは実際の車両の前輪操舵
用操作子の操作量を含む場合には、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での
車両の前輪の舵角として該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前
記検出された運転操作量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、
その決定した基本値に所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段
と、少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制
御入力とを前記車両モデルに入力して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成さ
れ、前記所定の制限処理は、車両の走行速度を実際の車両の走行速度の値である実走行速
度に維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の
値の範囲内で前記制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることが好ましい（第２９発
明）。
【００６７】
　あるいは、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角とし
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て該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作
量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定した基本値に
所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決
定した制限済モデル前輪舵角と前記決定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モ
デルに入力して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限処
理は、前記車両モデル上の車両のヨーレートが、実際の車両の走行速度を実際の車両の走
行速度の値である実走行速度に維持して、車両の定常円旋回を行うことが可能なヨーレー
トの範囲を超えないように、前記前記制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることが
好ましい（第３０発明）。
【００６８】
　あるいは、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前輪の舵角とし
て該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出された運転操作
量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、前記モデル前輪舵角の
許容範囲を少なくとも実際の車両の走行速度である実走行速度に応じて設定する手段と、
少なくとも前記決定したモデル前輪舵角の基本値と前記設定したモデル前輪舵角の許容範
囲とに基づいて該許容範囲からの逸脱を抑制するように該基本値を修正してなる制限済モ
デル前輪舵角を決定する手段と、少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記決
定された車両モデル操作用制御入力とを前記車両モデルに入力して前記第１モデル状態量
を決定する手段とから構成されることが好ましい（第３１発明）。
【００６９】
　これらの第２９発明～第３１発明によれば、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制
限済みモデル前輪舵角）を、これに対応する許容範囲（これは実走行速度に応じたものと
なる）から逸脱するのを抑制するように決定する。その結果、車両モデル上の車両に発生
する遠心力が過大にならないように前記第１モデル状態量を決定することが可能となる。
このため、前記ヨー方向回転運動に関する第１状態量偏差（例えば実際の車両のヨーレー
トと車両モデル上の車両のヨーレートとの偏差）を０に近づけるように前記実車アクチュ
エータ操作用制御入力を決定するときに、実際の車両に過大な遠心力が発生するような実
車アクチュエータ操作用制御入力が決定されるのを防止することが可能となる。
【００７０】
　なお、この第２９発明～第３１発明は、前記第２２～第２８発明と組み合わせてもよい
。また、第２９発明～第３１発明では、車両モデル上の車両の走行速度は、実際の車両の
走行速度と一致するものとする。また、第２９発明～第３１発明におけるモデル前輪舵角
の許容範囲は、実走行速度だけでなく、実際の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦
係数の推定値など）に応じて設定するようにしてもよい。
【００７１】
　また、上記第３１発明では、前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段は、前記実
走行速度が高いほど、該許容範囲が狭くなるように該許容範囲を設定することが好ましい
（第３２発明）。そして、この第３２発明では、前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定す
る手段は、車両の走行速度を前記実走行速度に維持して、車両の定常円旋回を行うことが
可能なヨーレートに対応する前輪の舵角の値の範囲内に前記許容範囲を設定する手段であ
ることが好ましい（第３３発明）。あるいは、第３２発明では、前記モデル前輪舵角の許
容範囲を設定する手段は、前記車両モデル上の車両のヨーレートが、実際の車両の走行速
度を前記実走行速度に維持して定常円旋回を行なうことが可能なヨーレートの範囲を超え
ないように前記モデル前輪舵角の許容範囲を設定する手段であることが好ましい（第３４
発明）。
【００７２】
　これにより、車両モデル上の車両に発生する遠心力が過大になるのを抑制するためのモ
デル前輪舵角の許容範囲を適切に設定できる。
【００７３】
　また、前記第３１発明、あるいは第３２発明では、前記モデル前輪舵角の許容範囲を設
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定する手段は、前記実走行速度と実際の車両または前記車両モデル上での車両のヨーレー
トとに応じて該許容範囲を設定する手段であり、該ヨーレートの大きさがγａで、該ヨー
レートの向きが上方から見て反時計回り方向である場合における前記モデル前輪舵角の許
容範囲の限界値のうちの右向き操舵側の限界値の絶対値が、該ヨーレートの大きさが前記
γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て時計回り方向である場合における前記モデル
前輪舵角の許容範囲の右向き操舵側の限界値の絶対値以上になり、且つ、該ヨーレートの
大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て時計回り方向である場合におけ
る前記モデル前輪舵角の許容範囲の限界値のうちの左向き操舵側の限界値の絶対値が、該
ヨーレートの大きさが前記γａで、該ヨーレートの向きが上方から見て反時計回り方向で
ある場合における前記モデル前輪舵角の左向き操舵側の限界値の絶対値以上になるように
該許容範囲を設定することが好ましい（第３５発明）。
【００７４】
　このようにモデル前輪舵角の許容範囲を設定することで、所謂カウンタステア状態のよ
うに、実際の車両のヨーレートと逆向きの旋回方向に前輪操舵用操作子が操作された場合
に、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制限済みモデル前輪舵角）が不必要な制限を
受けるのを防止できる。
【００７５】
　なお、前記第１発明において、前記車両モデルは、該車両モデル上の前輪の横すべり角
と横力との間の関係に飽和特性を有するモデルであってもよい（第３６発明）。ここで、
飽和特性は、横すべり角がある程度大きくなったときに、横すべり角の大きさの増加に対
する横力の増加率が小さくなっていくか、もしくは横力がほぼ一定となるような特性であ
る。
【００７６】
　この第３６発明によれば、車両モデル上の車両の前輪に発生する横力が過大になるのを
防止できる。なお、この第３６発明は、前記第２１～第３５発明と組み合わせてもよい。
【００７７】
　また、前記第２１発明では、前記第１状態量が、前記車両のヨー方向回転運動に関する
状態量を含み、前記運転操作量検出手段が検出する運転操作量が車両の前輪操舵用操作子
の操作量を含む場合には、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車両の前
輪の舵角として該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記検出さ
れた運転操作量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、その決定
した基本値に所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と、少な
くとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前記車両
モデルに入力して前記第１モデル状態量を決定する手段とから構成され、前記所定の制限
処理は、前記制限済モデル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデル上の
車両の前輪に発生する横力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑制する
ように前記基本値を修正して該制限済モデル前輪舵角を決定する処理であることが好まし
い（第３７発明）。
【００７８】
　この第３７発明によれば、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制限済みモデル前輪
舵角）を、これに対応して車両モデル上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が
それに対する許容範囲から逸脱するのを抑制するように決定する。この結果、車両モデル
上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が過大にならないように前記第１モデル
状態量を決定することが可能となる。このため、前記ヨー方向回転運動に関する第１状態
量偏差（例えば実際の車両のヨーレートと車両モデル上の車両のヨーレートとの偏差）を
０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作用制御入力を決定するときに、実際の車
両の前輪に過大な横力または横すべり角を発生させるような実車アクチュエータ操作用制
御入力が決定されるのを防止することが可能となる。
【００７９】
　なお、この第３７発明は、前記第２２～第２８発明と組み合わせてもよい。また、第３
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７発明における前輪の横力もしくは横すべり角の許容範囲は、実走行速度、あるいは、実
際の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて設定するよう
にしてもよい。
【００８０】
　さらに、前記第２１発明において、前記第１状態量が、前記車両のヨー方向回転運動に
関する状態量を含み、前記運転操作量出力手段が出力する運転操作量が車両の前輪操舵用
操作子の操作量を含む場合には、前記モデル状態量決定手段は、前記車両モデル上での車
両の前輪の舵角として該車両モデルに入力するモデル前輪舵角の基本値を少なくとも前記
検出された運転操作量に含まれる前輪操舵用操作子の操作量に応じて決定する手段と、そ
の決定した基本値に所定の制限処理を施してなる制限済モデル前輪舵角を決定する手段と
、少なくとも前記決定した制限済モデル前輪舵角と前記車両モデル操作用制御入力とを前
記車両モデルに入力して前記モデル第１状態量を決定する手段とから構成され、前記所定
の制限処理は、前記制限済モデル前輪舵角を前記車両モデルに入力した場合に該車両モデ
ル上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が所定の許容範囲から逸脱するのを抑
制し、且つ、前記制限済み操舵角が少なくとも実際の車両の走行速度の値である実走行速
度に応じて設定される所定の許容範囲内に収まるように、前記基本値を修正して該制限済
モデル前輪舵角を決定する処理であることが好ましい（第３８発明）。
【００８１】
　この第３８発明によれば、車両モデルに入力するモデル前輪舵角（制限済みモデル前輪
舵角）を、これに対応して車両モデル上の車両の前輪に発生する横力または横すべり角が
それに対する許容範囲から逸脱するのを抑制し、且つ、実走行速度に応じて設定される許
容範囲に収まるように決定する。この結果、車両モデル上の車両の前輪に発生する横力ま
たは横すべり角が過大にならず、且つ、該車両モデル上の車両に発生する遠心力が過大に
ならないように前記第１モデル状態量を決定することが可能となる。このため、前記ヨー
方向回転運動に関する第１状態量偏差（例えば実際の車両のヨーレートと車両モデル上の
車両のヨーレートとの偏差）を０に近づけるように前記実車アクチュエータ操作用制御入
力を決定するときに、実際の車両の前輪に過大な横力または横すべり角を発生させたり、
あるいは、実際の車両に過大な遠心力を発生させるような実車アクチュエータ操作用制御
入力が決定されるのを防止することが可能となる。
【００８２】
　なお、この第３８発明は、前記第２２～第２８発明と組み合わせてもよい。また、第３
８発明における前輪の横力もしくは横すべり角の許容範囲は、実走行速度、あるいは、実
際の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて設定するよう
にしてもよい。さらに、第３８発明におけるモデル前輪舵角の許容範囲は、実走行速度だ
けでなく、実際の車両の車輪と路面との間の摩擦特性（摩擦係数の推定値など）に応じて
設定するようにしてもよい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００８３】
　本発明の車両の制御装置の実施形態を以下に説明する。
【００８４】
　まず、図１を参照して、本明細書の実施形態における車両の概略構成を説明する。図１
は、その車両の概略構成を示すブロック図である。なお、本明細書の実施形態で例示する
車両は、４個の車輪（車両の前後に２個ずつの車輪）を備える自動車である。その自動車
の構造自体は、公知のものでよいので、本明細書での詳細な図示および説明は省略する。
【００８５】
　図１に示す如く、車両１（自動車）は、公知の通常の自動車と同様に、４個の車輪Ｗ１
，Ｗ２，Ｗ３，Ｗ４のうちの駆動輪に回転駆動力（車両１の推進力となる回転力）を付与
し、あるいは各車輪Ｗ１～Ｗ４に制動力（車両１の制動力となる回転力）を付与する駆動
・制動装置３Ａ（駆動・制動系）と、４個の車輪Ｗ１～Ｗ４のうちの操舵輪を操舵するス
テアリング装置３Ｂ（ステアリング系）と、４個の車輪Ｗ１～Ｗ４に車体１Ｂを弾力的に
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支持するサスペンション装置３Ｃ（サスペンション系）とを備えている。車輪Ｗ１，Ｗ２
，Ｗ３，Ｗ４は、それぞれ車両１の左前、右前、左後、右後の車輪である。また、駆動輪
および操舵輪は、本明細書で説明する実施形態では２つの前輪Ｗ１，Ｗ２である。従って
、後輪Ｗ３，Ｗ４は従動輪で、また、非操舵輪である。
【００８６】
　ただし、駆動輪は、２つの後輪Ｗ３，Ｗ４であってもよく、あるいは、前輪Ｗ１，Ｗ２
および後輪Ｗ３，Ｗ４の両者（４個の車輪Ｗ１～Ｗ４）であってもよい。また、操舵輪は
、２つの前輪Ｗ１，Ｗ２だけでなく、後輪Ｗ３，Ｗ４も含まれていてもよい。
【００８７】
　これらの装置３Ａ，３Ｂ，３Ｃは、車両１の運動を操作する機能を持つ。例えば駆動・
制動装置３Ａは、主に、車両１の進行方向の運動（車両１の進行方向の位置、速度、加速
度など）を操作する機能を持つ。ステアリング装置３Ｂは、主に、車両１のヨー方向の回
転運動（車両１のヨー方向の姿勢、角速度、角加速度など）を操作する機能を持つ。サス
ペンション装置３Ｃは、主に、車両１の車体１Ｂのピッチ方向およびロール方向の運動（
車体１Ｂのピッチ方向およびロール方向の姿勢など）、あるいは車体１Ｂの上下方向の運
動（車体１Ｂの路面からの高さ（車輪Ｗ１～Ｗ４に対する車体１Ｂの上下方向の位置）な
ど）を操作する機能を持つ。なお、本明細書では、車両１あるいは車体１Ｂの「姿勢」は
空間的な向きを意味する。
【００８８】
　補足すると、一般に、車両１の旋回時などに、車輪Ｗ１～Ｗ４の横すべりが発生する。
そして、この横すべりは、車両１の操舵輪の舵角、車両１のヨーレート（ヨー方向の角速
度）、各車輪Ｗ１～Ｗ４の駆動・制動力などの影響を受ける。このため、駆動・制動装置
３Ａやステアリング装置３Ｂは、車両１の横方向（左右方向）の並進運動を操作する機能
も持つ。なお、車輪の「駆動・制動力」は、該車輪に路面から作用する路面反力のうち、
該車輪の前後方向（詳しくは該車輪の回転面（車輪の中心点を通って該車輪の回転軸と直
交する面）と路面もしくは水平面との交線の方向）の並進力成分を意味する。また、路面
反力のうち、車輪の幅方向（車輪の回転軸に平行な方向）の並進力成分を「横力」、路面
反力のうち、路面もしくは水平面に垂直な方向の並進力成分を「接地荷重」という。
【００８９】
　駆動・制動装置３Ａは、詳細な図示は省略するが、より詳しくは車両１の動力発生源（
車両１の推進力発生源）としてのエンジン（内燃機関）と、このエンジンの出力（回転駆
動力）を車輪Ｗ１～Ｗ４のうちの駆動輪に伝達する動力伝達系とからなる駆動系と、各車
輪Ｗ１～Ｗ４に制動力を付与するブレーキ装置（制動系）とを備えている。動力伝達系に
は、変速装置、差動歯車装置などが含まれる。
【００９０】
　なお、実施形態で説明する車両１は、動力発生源としてエンジンを備えるものであるが
、エンジンと電動モータとを動力発生源として備えた車両（いわゆるパラレル型のハイブ
リッド車両）や電動モータを動力発生源として備えた車両（いわゆる電気自動車、あるい
はシリーズ型のハイブリッド車両）であってもよい。
【００９１】
　また、車両１（自動車）を運転者が操縦するために操作する操作器５（人為的操作器）
として、ステアリングホイール（ハンドル）、アクセルペダル、ブレーキペダル、シフト
レバーなどが車両１の車室内に備えられている。なお、操作器５の各要素の図示は省略す
る。
【００９２】
　操作器５のうちのステアリングホイールは、前記ステアリング装置３Ｂの動作に関連す
るものである。すなわち、ステアリングホイールを回転操作することで、これに応じてス
テアリング装置３Ｂが動作して、車輪Ｗ１～Ｗ４のうちの操舵輪Ｗ１，Ｗ２が操舵される
。
【００９３】
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　操作器５のうちのアクセルペダル、ブレーキペダルおよびシフトレバーは、前記駆動・
制動装置３Ａの動作に関連するものである。すなわち、アクセルペダルの操作量（踏み込
み量）に応じてエンジンに備えられたスロットル弁の開度が変化し、エンジンの吸入空気
量および燃料噴射量（ひいてはエンジンの出力）が調整される。また、ブレーキペダルの
操作量（踏み込み量）に応じてブレーキ装置が作動し、ブレーキペダルの操作量に応じた
制動トルクが各車輪Ｗ１～Ｗ４に付与される。また、シフトレバーを操作することで、変
速装置の変速比等、該変速装置の動作状態が変化し、エンジンから駆動輪に伝達される駆
動トルクの調整などが行なわれる。
【００９４】
　なお、運転者（車両１の操縦者）によるステアリングホイールなどの各操作器５の運転
操作状態は、図示を省略する適宜のセンサにより検出される。以降、この運転操作状態の
検出値（センサの検出出力）を運転操作入力と呼ぶ。この運転操作入力には、ステアリン
グホイールの回転角であるステアリング角、アクセルペダルの操作量であるアクセルペダ
ル操作量、ブレーキペダルの操作量であるブレーキペダル操作量、およびシフトレバーの
操作位置であるシフトレバー位置の検出値が含まれる。この運転操作入力を出力するセン
サが本発明における運転操作量検出手段に相当する。
【００９５】
　本明細書の実施形態では、前記駆動・制動装置３Ａおよびステアリング装置３Ｂは、そ
の動作（ひいては車両１の運動）を、前記運転操作入力だけでなく、該運転操作入力以外
の要因（車両１の運動状態や環境状態など）にも応じて能動的に制御可能なものとされて
いる。ここで、「能動的に制御可能」というのは、装置３Ａ，３Ｂの動作を、前記運転操
作入力に対応する基本的な動作（運転操作入力に対応して決定される基本目標動作）を修
正してなる動作に制御可能であることを意味する。
【００９６】
　具体的には、駆動・制動装置３Ａは、前輪Ｗ１，Ｗ２の組と後輪Ｗ３，Ｗ４の組とのう
ちの少なくともいずれか一方の組について、左側の車輪Ｗ１，Ｗ３の駆動・制動力と右側
の車輪Ｗ２，Ｗ４の駆動・制動力との差もしくは比率を、該駆動・制動装置３Ａに備えた
油圧アクチュエータ、電動モータ、電磁制御弁などのアクチュエータを介して能動的に制
御可能な機能（以下、この制御機能を左右動力配分制御機能という）を持つ駆動・制動装
置である。
【００９７】
　さらに具体的には、本明細書の実施形態では、駆動・制動装置３Ａは、ブレーキ装置の
動作によって各車輪Ｗ１～Ｗ４に作用させる駆動・制動力（詳しくは、車両１の制動方向
の駆動・制動力）を該ブレーキ装置に備えたアクチュエータを介して能動的に制御可能な
駆動・制動装置（ブレーキ装置によって各車輪Ｗ１～Ｗ４に作用させる駆動・制動力をブ
レーキペダルの操作量に応じて決定される基本的な駆動・制動力から増減制御可能な駆動
・制動装置）である。従って、駆動・制動装置３Ａは、前輪Ｗ１，Ｗ２の組と後輪Ｗ３，
Ｗ４の組との両者の組について、ブレーキ装置による左側の車輪Ｗ１，Ｗ３の駆動・制動
力と右側の車輪Ｗ２，Ｗ４の駆動・制動力との差もしくは比率を、アクチュエータを介し
て能動的に制御可能な駆動・制動装置（前輪Ｗ１，Ｗ２の組と後輪Ｗ３，Ｗ４の組との両
者の組について左右動力配分制御機能を持つ駆動・制動装置）である。
【００９８】
　なお、駆動・制動装置３Ａは、ブレーキ装置の動作による各車輪Ｗ１～Ｗ４の駆動・制
動力を能動的に制御する機能に加えて、駆動・制動装置３Ａの駆動系の動作によって駆動
輪である前輪Ｗ１，Ｗ２に作用させる駆動・制動力の差もしくは比率を、該駆動系に備え
たアクチュエータを介して能動的に制御可能な機能を持つものであってもよい。
【００９９】
　このように左右動力配分制御機能を持つ駆動・制動装置３Ａとしては、公知のものを使
用すればよい。
【０１００】
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　補足すると、上記のように左右動力配分制御機能を持つ駆動・制動装置３Ａは、その制
御機能によって、車両１のヨー方向の回転運動や、横方向の並進運動を能動的に操作する
機能も持つこととなる。
【０１０１】
　なお、駆動・制動装置３Ａには、左右動力配分制御機能に係わるアクチューエータのほ
か、ブレーキ装置の制動トルク発生用のアクチュエータや、エンジンのスロットル弁を駆
動するアクチュエータ、燃料噴射弁を駆動するアクチュエータ、変速装置の変速駆動を行
なうアクチュエータなども含まれる。
【０１０２】
　また、前記ステアリング装置３Ｂは、例えば、操舵輪である前輪Ｗ１，Ｗ２をステアリ
ングホイールの回転操作に応じてラック・アンド・ピニオンなどの操舵機構を介して機械
的に操舵する機能に加えて、必要に応じて電動モータなどのアクチュエータにより前輪Ｗ
１，Ｗ２を補助的に操舵可能なステアリング装置（前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角をステアリング
ホイールの回転角に応じて機械的に定まる舵角から増減制御可能なステアリング装置）で
ある。あるいは、ステアリング装置３Ｂは、前輪Ｗ１，Ｗ２の操舵をアクチュエータの駆
動力だけを使用して行なうステアリング装置（所謂、ステアリング・バイ・ワイヤのステ
アリング装置）である。従って、ステアリング装置３Ｂは前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角をアクチ
ュエータを介して能動的に制御可能なステアリング装置（以下、アクティブステアリング
装置という）である。
【０１０３】
　ステアリング装置３Ｂが操舵輪をステアリングホイールの回転操作に応じて機械的に操
舵することに加えて、補助的にアクチュエータにより操舵輪を操舵するアクティブステア
リング装置（以下、このようなアクティブステアリング装置をアクチュエータ補助型のス
テアリング装置という）である場合には、ステアリングホイールの回転操作により機械的
に決定される操舵輪の舵角と、アクチュエータの動作による舵角（舵角の補正量）との合
成角度が操舵輪の舵角になる。
【０１０４】
　また、ステアリング装置３Ｂが操舵輪Ｗ１，Ｗ２の操舵をアクチュエータの駆動力だけ
を使用して行なうアクティブステアリング装置（以下、このようなアクティブステアリン
グ装置をアクチュエータ駆動型のステアリング装置という）である場合には、少なくとも
ステアリング角の検出値に応じて操舵輪の舵角の目標値が決定され、操舵輪の実際の舵角
がその目標値になるようにアクチュエータが制御される。
【０１０５】
　このように操舵輪Ｗ１，Ｗ２の舵角をエクチュエータを介して能動的な制御可能なステ
アリング装置３Ｂ（アクティブステアリング装置）としては、公知のものを使用すればよ
い。
【０１０６】
　なお、本明細書の実施形態におけるステアリング装置３Ｂは、前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角を
アクチュエータを介して能動的に制御可能なアクティブステアリング装置であるが、ステ
アリングホイールの回転操作に応じた前輪Ｗ１，Ｗ２の機械的な操舵だけを行なうもの（
以下、機械式ステアリング装置という）であってもよい。また、全ての車輪Ｗ１～Ｗ４を
操舵輪とする車両では、ステアリング装置は、前輪Ｗ１，Ｗ２および後輪Ｗ３，Ｗ４の両
者の舵角をアクチュエータを介して能動的に制御可能なものであってもよい。あるいは、
該ステアリング装置は、ステアリングホイールの回転操作に応じた前輪Ｗ１，Ｗ２の操舵
をラック・アンド・ピニオンなどの機械的な手段だけで行なうと共に、後輪Ｗ３，Ｗ４の
舵角だけをアクチュエータを介して能動的に制御可能なものであってもよい。
【０１０７】
　前記サスペンション装置３Ｃは、本明細書の実施形態では、例えば車両１の運動に応じ
て受動的に動作するサスペンション装置である。
【０１０８】
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　ただし、サスペンション装置３Ｃは、例えば車体１Ｂと車輪Ｗ１～Ｗ４との間に介在す
るダンパーの減衰力や硬さ等を電磁制御弁や電動モータなどのアクチュエータを介して可
変的に制御可能なサスペンション装置であってもよい。あるいは、サスペンション装置３
Ｃは、油圧シリンダまたは空圧シリンダによってサスペンション（サスペンション装置３
Ｃのばね等の機構部分）のストローク（車体１Ｂと各車輪Ｗ１～Ｗ４との間の上下方向の
変位量）、または車体１Ｂと車輪Ｗ１～Ｗ４との間で発生するサスペンションの上下方向
の伸縮力を直接的に制御可能なサスペンション装置（いわゆる電子制御サスペンション）
であってもよい。サスペンション装置３Ｃが上記のようにダンパの減衰力や硬さ、サスペ
ンションのストロークもしくは伸縮力を制御可能なサスペンション装置（以下、アクティ
ブサスペンション装置という）である場合には、該サスペンション装置３Ｃは、その動作
を能動的に制御可能である。
【０１０９】
　以降の説明では、駆動・制動装置３Ａ、ステアリング装置３Ｂ、およびサスペンション
装置３Ｃのうち、前記の如く能動的に動作を制御可能なものを総称的にアクチュエータ装
置３ということがある。本明細書の実施形態では、該アクチュエータ装置３には、駆動・
制動装置３Ａおよびステアリング装置３Ｂが含まれる。なお、サスペンション装置３Ｃが
アクティブサスペンション装置である場合には、該サスペンション装置３Ｃもアクチュエ
ータ装置３に含まれる。
【０１１０】
　また、車両１には、前記各アクチュエータ装置３に備えるアクチュエータの操作量（ア
クチュエータに対する制御入力。以下、アクチュエータ操作量という）を前記運転操作入
力などに応じて決定し、そのアクチュエータ操作量によって各アクチュエータ装置３の動
作を制御する制御装置１０が備えられている。この制御装置１０は、マイクロコンピュー
タなどを含む電子回路ユニットから構成され、操作器５のセンサから前記運転操作入力が
入力されると共に、図示しない各種のセンサから、車両１の走行速度、ヨーレートなどの
車両１の状態量の検出値や車両１の走行環境の情報などが入力される。そして、該制御装
置１０は、それらの入力を基に、所定の制御処理周期でアクチュエータ操作量を逐次決定
し、各アクチュエータ装置３の動作を逐次制御する。
【０１１１】
　以上が、本明細書の実施形態における車両１（自動車）の全体的な概略構成である。こ
の概略構成は、以下に説明するいずれの実施形態においても同じである。
【０１１２】
　補足すると、本明細書の実施形態では、前記駆動・制動装置３Ａ、ステアリング装置３
Ｂ、およびサスペンション装置３Ｃのうち、本発明におけるアクチュエータ装置（本発明
を適用して動作制御を行なうアクチュエータ装置）に相当するものは、駆動・制動装置３
Ａ、あるいは、該駆動・制動装置３Ａおよびステアリング装置３Ｂである。そして、制御
装置１０は、本発明におけるアクチュエータ装置制御手段に相当する。
【０１１３】
　また、制御装置１０は、その制御処理機能によって本発明における種々の手段を実現し
ている。
【０１１４】
 
［第１実施形態］
　次に、第１実施形態における制御装置１０の制御処理の概略を図２を参照して説明する
。図２は制御装置１０の全体的な制御処理機能の概略を示す機能ブロック図である。なお
、以降の説明では、実際の車両１を実車１という。
【０１１５】
　図２中の実車１を除く部分（より正確には、実車１と、後述のセンサ・推定器１２に含
まれるセンサとを除く部分）が制御装置１０の主な制御処理機能である。図２中の実車１
は、前記駆動・制動装置３Ａ、ステアリング装置３Ｂ、およびサスペンション装置３Ｃを
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備えている。
【０１１６】
　図示の如く、制御装置１０は、センサ・推定器１２、規範操作量決定部１４、規範動特
性モデル１６、減算器１８、フィードバック分配則（ＦＢ分配則）２０、フィードフォワ
ード則（ＦＦ則）２２、アクチュエータ動作目標値合成部２４、およびアクチュエータ駆
動制御装置２６を主な処理機能部として備えている。なお、図２中の実線の矢印は、各処
理機能部に対する主たる入力を示し、破線の矢印は、各処理機能部に対する補助的な入力
を示している。
【０１１７】
　制御装置１０は、これらの処理機能部の処理を所定の制御処理周期で実行し、該制御処
理周期毎に逐次、アクチュエータ操作量を決定する。そして、そのアクチュエータ操作量
に応じて実車１のアクチュエータ装置３の動作を逐次制御する。
【０１１８】
　以下に、制御装置１０の各処理機能部の概要と全体的な処理の概要とを説明する。なお
、以降、制御装置１０の各制御処理周期で決定される変数の値に関し、現在の（最新の）
制御処理周期の処理で最終的に得られる値を今回値、前回の制御処理周期の処理で最終的
に得られた値を前回値という。
【０１１９】
　制御装置１０は、各制御処理周期において、まず、センサ・推定器１２により実車１の
状態量や実車１の走行環境の状態量を検出または推定する。本実施形態では、センサ・推
定器１２の検出対象または推定対象には、例えば実車１のヨー方向の角速度であるヨーレ
ートγact、実車１の走行速度Ｖact（対地速度）、実車１の重心点の横すべり角である車
両重心点横すべり角βact、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横すべり角である前輪横すべり角
βf_act、実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４の横すべり角である後輪横すべり角βr_act、実車１の
各車輪Ｗ１～Ｗ４に路面から作用する反力である路面反力（駆動・制動力、横力、接地荷
重）、実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４のスリップ比、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角δf_act
が含まれる。
【０１２０】
　これらの検出対象または推定対象のうちの、車両重心点横すべり角βactは、実車１を
上方から見たときの（水平面上での）該実車１の走行速度Ｖactのベクトルが実車１の前
後方向に対してなす角度である。また、前輪横すべり角βf_actは、実車１を上方から見
たときの（水平面上での）前輪Ｗ１，Ｗ２の進行速度ベクトルが前輪Ｗ１，Ｗ２の前後方
向に対してなす角度である。また、後輪横すべり角βr_actは、実車１を上方から見たと
きの（水平面上での）後輪Ｗ３，Ｗ４の進行速度ベクトルが後輪Ｗ３，Ｗ４の前後方向に
対してなす角度である。また、舵角δf_actは、実車１を上方から見たときの（水平面上
での）前輪Ｗ１，Ｗ２の回転面が実車１の前後方向に対してなす角度である。
【０１２１】
　なお、前輪横すべり角βf_actは、各前輪Ｗ１，Ｗ２毎に検出または推定してもよいが
、いずれか一方の前輪Ｗ１またはＷ２の横すべり角を代表的にβf_actとして検出または
推定したり、あるいは、両者の横すべり角の平均値をβf_actとして検出または推定して
もよい。後輪横すべり角βr_actについても同様である。
【０１２２】
　さらに、センサ・推定器１２の推定対象として、実車１の車輪Ｗ１～Ｗ４とこれに接す
る実際の路面との間の摩擦係数（以下、該摩擦係数の推定値を推定摩擦係数μestmという
）が含まれる。なお、推定摩擦係数μestmの頻繁な変動を生じないように、摩擦係数の推
定処理にはローパス特性のフィルタリング処理などを介在させることが好ましい。なお、
推定摩擦係数μestmは、本実施形態では、例えば各車輪Ｗ１～Ｗ４と路面との間の摩擦係
数の代表値もしくは平均値の推定値である。ただし、各車輪Ｗ１～Ｗ４毎に推定摩擦係数
μestmを求めたり、前輪Ｗ１，Ｗ２の組と後輪Ｗ３，Ｗ４の組とで各別に、あるいは、左
側の前輪Ｗ１および後輪Ｗ３の組と、右側の前輪Ｗ２および後輪Ｗ４の組とで各別に、推
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定摩擦係数μestmの推定値を求めるようにしてもよい。
【０１２３】
　センサ・推定器１２は、上記の検出対象または推定対象を検出または推定するために実
車１に搭載された種々のセンサを備えている。該センサとしては、例えば実車１の角速度
を検出するレートセンサ、実車１の前後方向および左右方向の加速度を検出する加速度セ
ンサ、実車１の走行速度（対地速度）を検出する速度センサ、実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４
の回転速度を検出する回転速度センサ、実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４に路面から作用する路
面反力を検出する力センサなどが含まれる。
【０１２４】
　この場合、センサ・推定器１２は、その検出対象または推定対象のうち、実車１に搭載
したセンサによって直接的に検出できない推定対象については、その推定対象と相関性の
ある状態量の検出値や、制御装置１０が決定したアクチュエータ操作量の値もしくはそれ
を規定する目標値を基に、オブザーバなどにより推定する。例えば車両重心点横すべり角
βactは、実車１に搭載した加速度センサの検出値などを基に推定される。また、例えば
摩擦係数は、加速度センサの検出値などを基に、公知の手法により推定される。
【０１２５】
　補足すると、センサ・推定器１２は、本発明における実状態量把握手段としての機能を
持つ。本実施形態では、車両の運動に関する第１状態量の種類として、車両のヨーレート
と車両重心点横すべり角とを用いる。この場合、ヨーレートは、車両のヨー方向の回転運
動に関する状態量としての意味を持ち、車両重心点横すべり角は、車両の横方向の並進運
動に関する状態量としての意味を持つ。そして、前記ヨーレートγactおよび車両重心点
横すべり角βactが本発明における第１実状態量としてセンサ・推定器１２により検出ま
たは推定される。
【０１２６】
　以降、センサ・推定器１２により検出または推定する実車１の状態量などの名称にしば
しば「実」を付する。例えば、実車１のヨーレートγact、実車１の走行速度Ｖact、実車
１の車両重心点横すべり角βactをそれぞれ実ヨーレートγact、実走行速度Ｖact、実車
両重心点横すべり角βactという。
【０１２７】
　次いで、制御装置１０は、規範操作量決定部１４により、後述する規範動特性モデル１
６に対する入力としての規範モデル操作量を決定する。この場合、規範操作量決定部１４
には、前記操作器５のセンサで検出される運転操作入力が入力され、少なくとも該運転操
作入力に基づいて規範モデル操作量が決定される。
【０１２８】
　より詳しくは、本実施形態では、規範操作量決定部１４が決定する規範モデル操作量は
、後述する規範動特性モデル１６上での車両の前輪の舵角（以下、モデル前輪舵角という
）である。このモデル前輪舵角を決定するために、前記運転操作入力のうちのステアリン
グ角θh（今回値）が規範操作量決定部１４に主たる入力量として入力されると共に、セ
ンサ・推定器１２によって検出または推定された実走行速度Ｖact（今回値）および推定
摩擦係数μestm（今回値）と、規範動特性モデル１６上での車両の状態量（前回値）とが
規範操作量決定部１４に入力される。そして、規範操作量決定部１４は、これらの入力を
基にモデル前輪舵角を決定する。なお、モデル前輪舵角は、基本的には、ステアリング角
θhに応じて決定すればよい。但し、本実施形態では、規範動特性モデル１６に入力する
モデル前輪舵角に所要の制限を掛ける。この制限を掛けるために、規範操作量決定部１４
には、ステアリング角θh以外に、Ｖact，μestmなどが入力される。
【０１２９】
　補足すると、規範モデル操作量の種類は、一般的には、規範動特性モデル１６の形態や
、該規範動特性モデル１６により決定しようとする状態量の種類に依存する。また、規範
動特性モデル１６に規範操作量決定部１４を含めてもよい。規範動特性モデル１６が運転
操作入力そのものを必要入力とするように構成されている場合には、規範操作量決定部１
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４を省略してもよい。
【０１３０】
　次いで、制御装置１０は、規範動特性モデル１６により実車１の規範とする運動（以降
、規範運動という）の状態量である規範状態量を決定して出力する。規範動特性モデル１
６は、車両の動特性を表す、あらかじめ定められたモデルであり、前記規範モデル操作量
を含む所要の入力を基に、規範運動の状態量（規範状態量）を逐次決定する。該規範運動
は、基本的には、運転者にとって好ましいと考えられる実車１の理想的な運動もしくはそ
れに近い運動を意味する。
【０１３１】
　この場合、規範動特性モデル１６には、規範操作量決定部１４で決定された規範モデル
操作量と、後述するＦＢ分配則２０で決定された、規範動特性モデル１６の操作用の制御
入力（フィードバック制御入力）Mvir，Fvirなどが入力され、それらの入力に基づいて規
範運動（ひいては規範状態量の時系列）が決定される。
【０１３２】
　より詳しくは、本実施形態では、規範動特性モデル１６によって決定して出力する規範
状態量は、車両のヨー方向の回転運動に関する規範状態量と車両の横方向の並進運動に関
する規範状態量との組である。車両のヨー方向の回転運動に関する規範状態量は、例えば
ヨーレートの規範値γd（以降、規範ヨーレートγdということがある）であり、車両の横
方向の並進運動に関する規範状態量は、例えば車両重心点横すべり角の規範値βd（以降
、規範車両重心点横すべり角βdということがある）である。これらの規範状態量γd，β
dを制御処理周期毎に逐次決定するために、規範モデル操作量としての前記モデル前輪舵
角（今回値）と、前記フィードッバック制御入力Mvir，Fvir（前回値）とが入力される。
この場合、本実施形態では、規範動特性モデル１６上の車両の走行速度を実走行速度Ｖac
tに一致させる。このために、規範動特性モデル１６には、センサ・推定器１２によって
検出または推定された実走行速度Ｖact（今回値）も入力される。そして、規範動特性モ
デル１６は、これらの入力を基に、該規範動特性モデル１６上での車両のヨーレートおよ
び車両重心点横すべり角を決定し、それを規範状態量γd，βdとして出力する。
【０１３３】
　なお、規範動特性モデル１６に入力するフィードバック制御入力Ｍvir，Ｆvirは、実車
１の走行環境（路面状態など）の変化（規範動特性モデル１６で考慮されていない変化）
や、規範動特性モデル１６のモデル化誤差、あるいは、センサ・推定器１２の検出誤差も
しくは推定誤差などに起因して、実車１の運動と規範運動とがかけ離れる（乖離する）の
を防止する（規範運動を実車１の運動に近づける）ために規範動特性モデル１６に付加的
に入力するフィードバック制御入力である。該フィードバック制御入力Ｍvir，Ｆvirは、
本実施形態では、規範動特性モデル１６上の車両に仮想的に作用させる仮想外力である。
この仮想外力Mvir，ＦvirのうちのMvirは、規範動特性モデル１６上の車両１の重心点ま
わりに作用させるヨー方向の仮想的なモーメントであり、Ｆvirは該重心点に作用させる
横方向の仮想的な並進力である。
【０１３４】
　補足すると、前記規範状態量γd，βdは、本発明における第１モデル状態量に相当し、
規範動特性モデル１６が本発明における車両モデルに相当する。そして、規範操作量決定
部１４および規範動特性モデル１６の処理によって、本発明におけるモデル状態量決定手
段が構成される。
【０１３５】
　次いで、制御装置１０は、センサ・推定器１２によって検出または推定された実状態量
（規範状態量と同じ種類の実状態量）と、規範動特性モデル１６によって決定した規範状
態量との差である状態量偏差を減算器１８で算出する。
【０１３６】
　より詳しくは、減算器１８では、実ヨーレートγactおよび実車両重心点横すべり角βa
ctのそれぞれの値（今回値）と、規範動特性モデル１６によって決定した規範ヨーレート
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γdおよび規範車両重心点横すべり角βdのそれぞれの値（今回値）との差γerr（＝γact
－γd），βerr（＝βact－γd）を状態量偏差として求める。
【０１３７】
　補足すると、減算器１８の処理により、本発明における状態量偏差算出手段が構成され
る。そして、この減算器１８により求められる状態量偏差γerr，βerrが本発明における
第１状態量偏差に相当する。
【０１３８】
　次いで、制御装置１０は、上記の如く求めた状態量偏差γerr，βerrをＦＢ分配則２０
に入力し、このＦＢ分配則２０によって、規範動特性モデル１６の操作用のフィードバッ
ク制御入力である前記仮想外力Mvir，Ｆvirと、実車１のアクチュエータ装置３の操作用
のフィードバック制御入力であるアクチュエータ動作フィードバック目標値（アクチュエ
ータ動作ＦＢ目標値）とを決定する。
【０１３９】
　なお、本実施形態では、アクチュエータ動作ＦＢ目標値には、駆動・制動装置３Ａのブ
レーキ装置の動作に関するフィードバック制御入力（より詳しくは、該ブレーキ装置の動
作によって各車輪Ｗ１～Ｗ４に作用させる駆動・制動力を操作するフィードバック制御入
力）が含まれる。あるいは、アクチュエータ動作ＦＢ目標値には、駆動・制動装置３Ａの
動作に関するフィードバック制御入力に加えて、ステアリング装置３Ｂの動作に関するフ
ィードバック制御入力（より詳しくは、ステアリング装置３Ｂの動作による前輪Ｗ１，Ｗ
２の横力を操作するフィードバック制御入力）が含まれる。該アクチュエータ動作ＦＢ目
標値は、換言すれば、実車１に作用する外力である路面反力を操作する（修正する）ため
のフィードバック制御入力である。
【０１４０】
　ＦＢ分配則２０は、基本的には、入力される状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるよ
うに仮想外力Mvir，Ｆvirとアクチュエータ動作ＦＢ目標値とを決定する。但し、ＦＢ分
配則２０は、仮想外力Mvir，Ｆvirを決定するときに、状態量偏差γerr，βerrを０に近
づけるだけでなく、実車１もしくは規範動特性モデル１６上の車両の所定の制限対象量が
所定の許容範囲から逸脱するのを抑制するように仮想外力Mvir，Ｆvirを決定する。また
、ＦＢ分配則２０は、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるための所要のヨー方向のモ
ーメントを実車１の重心点のまわりに発生させるように（より一般的には、状態量偏差γ
err，βerrを０に近づけるための所要の外力（路面反力）を実車１に作用させるように）
、駆動・制動装置３Ａのブレーキ装置の動作に関するフィードバック制御入力を、あるい
は、該フィードバック制御入力とステアリング装置３Ｂの動作に関するフィードバック制
御入力とをアクチュエータ動作ＦＢ目標値として決定する。
【０１４１】
　前記仮想外力Mvir，Ｆvirとアクチュエータ動作ＦＢ目標値とを決定するために、ＦＢ
分配則２０には、状態量偏差γerr，βerrだけでなく、規範動特性モデル１６の出力であ
る規範状態量γd，βdと、センサ・推定器１２で検出または推定された実状態量γact，
βactとのうちの少なくともいずれか一方が入力される。さらに、ＦＢ分配則２０には、
センサ・推定器１２で検出または推定された実走行速度Ｖact、実前輪横すべり角βf_act
、実後輪横すべり角βr_actなどの実状態量も入力される。そして、ＦＢ分配則２０は、
これらの入力を基に、仮想外力Mvir，Ｆvirとアクチュエータ動作ＦＢ目標値とを決定す
る。
【０１４２】
　補足すると、仮想外力Ｍvir，Ｆvirは、本発明における車両モデル操作用制御入力に相
当し、アクチュエータ動作ＦＢ目標値は、本発明における実車アクチュエータ操作用制御
入力に相当する。従って、ＦＢ分配則２０は、本発明におけるモデル側状態量偏差応動制
御手段と実車側状態量偏差応動制御手段としての機能を持つ。
【０１４３】
　一方、以上説明した規範操作量決定部１４、規範動特性モデル１６、減算器１８および
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ＦＢ分配則２０の制御処理と並行して（もしくは時分割処理により）、制御装置１０は、
前記運転操作入力をＦＦ則２２に入力し、該ＦＦ則２２によって、アクチュエータ装置３
の動作のフィードフォワード目標値（基本目標値）であるアクチュエータ動作ＦＦ目標値
を決定する。
【０１４４】
　本実施形態では、アクチュエータ動作ＦＦ目標値には、駆動・制動装置３Ａのブレーキ
装置の動作による実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４の駆動・制動力に関するフィードフォワード
目標値と、駆動・制動装置３Ａの駆動系の動作による実車１の駆動輪Ｗ１，Ｗ２の駆動・
制動力に関するフィードフォワード目標値と、駆動・制動装置３Ａの変速装置の減速比（
変速比）に関するフィードフォワード目標値と、ステアリング装置３Ｂによる実車１の操
舵輪Ｗ１，Ｗ２の舵角に関するフィードフォワード目標値とが含まれる。
【０１４５】
　ＦＦ則２２には、これらのアクチュエータ動作ＦＦ目標値を決定するために、前記運転
操作入力が入力されると共に、センサ・推定器１２で検出または推定された実状態量（実
走行速度Ｖactなど）が入力される。そして、ＦＦ則２２は、これらの入力を基に、アク
チュエータ動作ＦＦ目標値を決定する。該アクチュエータ動作ＦＦ目標値は、前記状態量
偏差γerr，βerr（第１状態量偏差）に依存せずに決定される、アクチュエータ装置３の
動作目標値である。
【０１４６】
　補足すると、サスペンション装置３Ｃがアクティブサスペンション装置である場合には
、アクチュエータ動作ＦＦ目標値には、一般に、該サスペンション装置３Ｃの動作に関す
るフィードフォワード目標値も含まれる。
【０１４７】
　次いで、制御装置１０は、ＦＦ則２２で決定したアクチュエータ動作ＦＦ目標値（今回
値）と前記ＦＢ分配則２０で決定したアクチュエータ動作ＦＢ目標値（今回値）とをアク
チュエータ動作目標値合成部２４に入力する。そして、制御装置１０は、該アクチュエー
タ動作目標値合成部２４によって、アクチュエータ動作ＦＦ目標値とアクチュエータ動作
ＦＢ目標値とを合成し、アクチュエータ装置３の動作を規定する目標値であるアクチュエ
ータ動作目標値を決定する。
【０１４８】
　本実施形態では、アクチュエータ動作目標値には、実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４の駆動・
制動力の目標値（駆動・制動装置３Ａの駆動系およびブレーキ装置の動作によるトータル
の駆動・制動力の目標値）と、実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４のスリップ比の目標値と、ステ
アリング装置３Ｂによる実車１の操舵輪Ｗ１，Ｗ２の舵角の目標値と、駆動・制動装置３
Ａの駆動系の動作による実車１の各駆動輪Ｗ１，Ｗ２の駆動・制動力の目標値と、駆動・
制動装置３Ａの変速装置の減速比の目標値とが含まれる。
【０１４９】
　アクチュエータ動作目標値合成部２４には、これらのアクチュエータ動作目標値を決定
するために、前記アクチュエータ動作ＦＦ目標値およびアクチュエータ動作ＦＢ目標値だ
けでなく、センサ・推定器１２で検出または推定された実状態量（前輪Ｗ１，Ｗ２の実横
すべり角βf_act、推定摩擦係数μestmなど）も入力される。そして、アクチュエータ動
作目標値合成部２４は、これらの入力を基に、アクチュエータ動作目標値を決定する。
【０１５０】
　補足すると、アクチュエータ動作目標値は、上記した種類の目標値に限られるものでは
なく、それらの目標値に代えて、例えば該目標値に対応する各アクチュエータ装置３のア
クチュエータ操作量の目標値を決定するようにしてもよい。アクチュエータ動作目標値は
、基本的にはアクチュエータ装置の動作を規定できるものであればよい。例えばブレーキ
装置の動作に関するアクチュエータ動作目標値として、ブレーキ圧の目標値を決定したり
、それに対応するブレーキ装置のアクチュエータ操作量の目標値を決定するようにしても
よい。
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【０１５１】
　次いで、制御装置１０は、アクチュエータ動作目標値合成部２４により決定したアクチ
ュエータ動作目標値をアクチュエータ駆動制御装置２６に入力し、該アクチュエータ駆動
制御装置２６により実車１の各アクチュエータ装置３のアクチュエータ操作量を決定する
。そして、その決定したアクチュエータ操作量により実車１の各アクチュエータ装置３の
アクチュエータを制御する。
【０１５２】
　この場合、アクチュエータ駆動制御装置２６は、入力されたアクチュエータ動作目標値
を満足するように、あるいは、該アクチュエータ動作目標値通りにアクチュエータ操作量
を決定する。そして、この決定のために、アクチュエータ駆動制御装置２６には、アクチ
ュエータ動作目標値の他、センサ・推定器１２で検出または推定された実車１の実状態量
も入力される。なお、アクチュエータ駆動制御装置２６の制御機能のうち、駆動・制動装
置３Ａのブレーキ装置に関する制御機能には、いわゆるアンチロックブレーキシステムが
組み込まれていることが望ましい。
【０１５３】
　以上が制御装置１０の制御処理周期毎の制御処理の概要である。
【０１５４】
　なお、制御装置１０の各制御処理機能部の処理は、それらの順番を適宜変更してもよい
。例えばセンサ・推定器１２の処理を各制御処理周期の最後に実行し、それによる検出値
または推定値を次回の制御処理周期の処理で使用するようにしてもよい。
【０１５５】
 
　次に、本実施形態における制御装置１０の制御処理機能部のより詳細な処理を説明する
。
【０１５６】
　［規範動特性モデルについて］
　まず、本実施形態における前記規範動特性モデル１６を図３を参照して説明する。図３
は本実施形態における規範動特性モデル１６上の車両の構造を示す図である。この規範動
特性モデル１６は、車両の動特性を、１つの前輪Ｗfと１つの後輪Ｗrとを前後に備えた車
両の水平面上での動特性（動力学特性）によって表現するモデル（所謂２輪モデル）であ
る。以降、規範動特性モデル１６上の車両（規範動特性モデル１６上で実車１に対応する
車両）をモデル車両という。該モデル車両の前輪Ｗfは、実車１の２つの前輪Ｗ１，Ｗ２
を一体化した車輪に相当し、モデル車両の操舵輪である。後輪Ｗrは、実車１の後輪Ｗ３
，Ｗ４を一体化した車輪に相当し、本実施形態では非操舵輪である。
【０１５７】
　このモデル車両の重心点Ｇdの水平面上での速度ベクトルＶdがモデル車両の前後方向に
対してなす角度βd（すなわち、モデル車両の車両重心点横すべり角βd）と、モデル車両
の鉛直軸まわりの角速度γd（すなわち、モデル車両のヨーレートγd）とがそれぞれ、前
記規範車両重心点横すべり角、規範ヨーレートとして規範動特性モデル１６により逐次決
定する規範状態量である。また、モデル車両の前輪Ｗfの回転面と水平面との交線がモデ
ル車両の前後方向に対してなす角度δf_dが前記モデル前輪舵角として規範動特性モデル
１６に入力される規範モデル操作量である。また、モデル車両の重心点Ｇdに付加的に作
用させる横方向（モデル車両の左右方向）の並進力Ｆvirと、該モデル車両の重心点Ｇdの
まわりに付加的に作用させるヨー方向の（鉛直軸まわりの）モーメントＭvirとが、前記
仮想外力として規範動特性モデル１６に入力されるフィードバック制御入力である。
【０１５８】
　なお、図３中、Ｖf_dはモデル車両の前輪Ｗfの水平面上での進行速度ベクトル、Ｖr_d
はモデル車両の後輪Ｗrの水平面上での進行速度ベクトル、βf_dは前輪Ｗfの横すべり角
（前輪Ｗfの進行速度ベクトルＶf_dが前輪Ｗfの前後方向（前輪Ｗfの回転面と水平面との
交線の方向）に対してなす角度。以下、前輪横すべり角βf_dという）、βr_dは後輪Ｗr
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の横すべり角（後輪Ｗrの進行速度ベクトルＶr_dが後輪Ｗrの前後方向（後輪Ｗrの回転面
と水平面との交線の方向）に対してなす角度。以下、後輪横すべり角βr_dという）、βf
0は、モデル車両の前輪Ｗfの進行速度ベクトルＶf_dがモデル車両の前後方向に対してな
す角度（以下、車両前輪位置横すべり角という）である。
【０１５９】
　補足すると、本明細書の実施形態では、車両もしくは車輪の横すべり角、車輪の舵角、
車両のヨーレート、ヨー方向のモーメントに関しては、車両の上方から見て、反時計まわ
り方向を正方向とする。また、仮想外力Ｍvir，Ｆvirのうちの並進力Ｆvirは、車両の左
向きを正の向きとする。また、車輪の駆動・制動力は、車輪の回転面と路面もしくは水平
面との交線方向で車両を前方向へ加速させる力（路面反力）の向きを正の向きとする。言
い換えれば、車両の進行方向に対して駆動力となる向きの駆動・制動力を正の値、車両の
進行方向に対して制動力となる向きの駆動・制動力を負の値とする。
【０１６０】
　このモデル車両の動特性（連続系での動特性）は、具体的には、次式０１により表され
る。なお、この式０１の右辺の第３項（Ｆvir，Ｍvirを含む項）を除いた式は、例えば「
自動車の運動と制御」と題する公知の文献（著者：安部正人、発行者：株式会社山海堂、
平成１６年７月２３日第２版第２刷発行。以降、非特許文献１という）に記載されている
公知の式（３．１２），（３．１３）と同等である。
【０１６１】
【数１】

 
【０１６２】
　この式０１の但し書きにおいて、ｍはモデル車両の総質量、Ｋfはモデル車両の前輪Ｗf
を２つの左右の前輪の連結体とみなしたときの１輪あたりのコーナリングパワー、Ｋrは
モデル車両の後輪Ｗrを２つの左右の後輪の連結体とみなしたときの１輪あたりのコーナ
リングパワー、Ｌfはモデル車両の前輪Ｗfの中心と重心点Ｇdとの前後方向の距離（前輪
Ｗfの舵角が０であるときの該前輪Ｗfの回転軸と重心点Ｇdとの前後方向の距離。図３参
照）、Ｌrはモデル車両の後輪Ｗrの中心と重心点Ｇdとの前後方向の距離（後輪Ｗrの回転
軸と重心点Ｇdとの前後方向の距離。図３参照）、Ｉはモデル車両の重心点Ｇdにおけるヨ
ー軸まわりのイナーシャ（慣性モーメント）である。これらのパラメータの値は、あらか
じめ設定された値である。この場合、例えばｍ，Ｉ，Ｌf，Ｌrは、実車１におけるそれら
の値と同一か、もしくはほぼ同一に設定される。また、Ｋf，Ｋrは、それぞれ実車１の前
輪Ｗ１，Ｗ２、後輪Ｗ３，Ｗ４のタイヤの特性（あるいは該タイヤに要求される特性）を
考慮して設定される。なお、Ｋf，Ｋrの値（より一般的にはa11，a12，a21，a22の値）の
設定の仕方によって、アンダーステア、オーバーステア、ニュートラルステアなどのステ
アリング特性を設定できる。また、実車１におけるｍ、Ｉ、Ｋf、Ｋrの値を実車１の走行
中に同定し、その同定した値をモデル車両のｍ、Ｉ、Ｋf、Ｋrの値として使用するように
してもよい。
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【０１６３】
　補足すると、モデル車両のβf0、βd、βf_d、βr_d、γd、δf_dの間の関係は、次式
０２ａ，０２ｂ，０２ｃにより表される。
【０１６４】
 
　βf_d＝βd＋Ｌf・γd／Ｖd－δf_d　　　　　 ……式０２ａ
　βr_d＝βd－Ｌr・γd／Ｖd　　　　　　　　……式０２ｂ
　βf0＝βf_d＋δf_d＝βd＋Ｌf・γd／Ｖd　　　……式０２ｃ
 
　また、図３に示す如く、モデル車両の前輪Ｗfのコーナリングフォース（≒前輪Ｗfの横
力）をFfy_d、モデル車両の後輪Ｗrのコーナリングフォース（＝後輪Ｗrの横力）をFry_d
とおくと、Ffy_dとβf_dとの関係、およびFry_dとβr_dとの関係は、次式０３ａ，０３ｂ
により表される。
【０１６５】
 
　Ffy_d＝－２・Ｋf・βf_d　　　……式０３ａ
　Fry_d＝－２・Ｋr・βr_d　　　……式０３ｂ
 
　本実施形態における規範動特性モデル１６の処理では、前記式０１のδf_d、Ｆvir、Ｍ
virを入力として、該式０１の演算処理（詳しくは、式０１を離散時間系で表現してなる
式の演算処理）を制御装置１０の制御処理周期で逐次実行することにより、βd，γdが時
系列的に逐次算出される。この場合、各制御処理周期において、モデル車両の走行速度Ｖ
dの値としては、前記センサ・推定器１２により検出もしくは推定された実走行速度Ｖact
の最新値（今回値）が用いられる。つまり、モデル車両の走行速度Ｖdは、常に実走行速
度Ｖactに一致させられる。また、Ｆvir，Ｍvirの値としては、ＦＢ分配則２０で後述す
る如く決定された仮想外力の最新値（前回値）が用いられる。また、δf_dの値としては
、規範操作量決定部１４で後述する如く決定されたモデル前輪舵角の最新値（今回値）が
用いられる。なお、新たなβd，γd（今回値）を算出するために、βd，γdの前回値も用
いられる。
【０１６６】
　補足すると、モデル車両の動特性は、より一般的には、次式（４）により表すようにし
てもよい。
【０１６７】
【数２】

 
【０１６８】
　ここでｆ１(γd，βd，δf_d)、およびｆ２(γd，βd，δf_d)は、それぞれγd，βd，
δf_dの関数である。前記式０１は、関数ｆ１，ｆ２の値をγd，βd，δf_dの線形結合（
一次結合）によって表した場合の例である。関数ｆ１，ｆ２は、数式により表現される関
数である必要はなく、その関数値がγd，βd，δf_dの値からマップにより決定されるよ
うな関数であってもよい。
【０１６９】
　なお、本実施形態における実車１の挙動特性は、本発明を適用しない場合の実車１のオ
ープン特性（前記アクチュエータＦＢ動作目標値を定常的に０に維持した場合の実車１の
挙動特性）と、仮想外力Ｍvir，Ｆvirを定常的に０に維持した場合の規範動特性モデル１
６の挙動特性との中間的な挙動特性を示す。このため、規範動特性モデル１６は、一般的
には、実車１のオープン特性よりも、より運転者が好ましいと考える応答挙動を示すモデ
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ルに設定しておくことが望ましい。具体的には、規範動特性モデル１６は、実車１よりも
リニアリティが高いモデルに設定しておくことが望ましい。例えば、モデル車両の車輪の
横すべり角もしくはスリップ比と、該車輪に路面から作用する路面反力（横力もしくは駆
動・制動力）との関係がリニアな関係もしくはそれに近い関係になるように規範動特性モ
デル１６が設定されることが望ましい。前記式０１により動特性を表した規範動特性モデ
ル１６は、これらの要求を満足するモデルの一例である。
【０１７０】
　ただし、規範動特性モデル１６は、モデル車両の各車輪Ｗｆ，Ｗｒに作用する路面反力
が横すべり角もしくはスリップ比の変化に対して飽和するような特性を持たせてもよい。
例えば、前記コーナリングパワーＫf，Ｋrの値を一定値とせずに、それぞれ前輪横すべり
角βf_d、後輪横すべり角βr_dに応じて設定する。そして、このとき、前輪横すべり角β
f_dの絶対値がある程度大きくなったときに、βf_dに応じて発生する前輪Ｗfの横力Ffy_d
（前記式０３ａを参照）がβf_dの増加に伴い飽和するように、Ｋfの値をβf_dに応じて
設定する。同様に、後輪横すべり角βr_dの絶対値がある程度大きくなったときに、βr_d
に応じて発生する後輪Ｗrの横力Fry_d（前記式０３ｂを参照）がβr_dの増加に伴い飽和
するように、Ｋrの値をβr_dに応じて設定する。このようにすることにより、モデル車両
の各車輪Ｗf，Ｗrに作用する横力Ffy_d，Fry_dが横すべり角βf_dまたはβr_dに対して飽
和特性を持つこととなる。
【０１７１】
 
　［規範操作量決定部について］
　次に、前記規範操作量決定部１４の処理の詳細を図４および図５を参照して説明する。
図４は前記規範操作量決定部１４の処理機能の詳細を示す機能ブロック図、図５は規範操
作量決定部１４に備える遠心力過大化防止リミッタ１４ｆの処理を説明するためのグラフ
である。
【０１７２】
　図４を参照して、規範操作量決定部１４は、まず、処理部１４ａにおいて、入力される
運転操作入力のうちのステアリング角θh（今回値）を、オーバーオールステアリング比
ｉsにより除算することにより無制限時前輪舵角δf_unltdを決定する。この無制限時前輪
舵角δf_unltdは、ステアリング角θhに応じたモデル前輪舵角δf_dの基本要求値として
の意味を持つ。
【０１７３】
　ここで、オーバーオールステアリング比ｉsは、ステアリング角θhとモデル車両の前輪
Ｗfの舵角との比率であり、例えば実車１のステアリング角θhとこれに応じた実車１の前
輪Ｗ１，Ｗ２の舵角のフィードフォワード値との関係に合わせて設定される。
【０１７４】
　なお、オーバーオールステアリング比ｉsを一定値（固定値）とせずに、センサ・推定
器１２で検出もしくは推定された実車１の走行速度Ｖactに応じて可変的に設定してもよ
い。この場合には、実車１の走行速度Ｖactが高くなるに伴い、オーバーオールステアリ
ング比ｉsが大きくなるようにｉsを設定することが望ましい。
【０１７５】
　次いで、規範動特性モデル１６上のモデル車両の車両前輪位置横すべり角βf0がβf0算
出部１４ｂで求められる。このβf0算出部１４ｂには、規範動特性モデル１６で決定され
た規範ヨーレートγdおよび規範車両重心点横すべり角βdの前回値が入力され、これらの
値から、前記式０２ｃの演算（式０２ｃの２番目の等号の右辺の演算）によりβf0の前回
値が求められる。従って、βf0算出部１４ｂで算出されるβf0は、前回の制御処理周期に
おけるモデル車両の車両前輪位置横すべり角βf0の値である。。
【０１７６】
　なお、γd，βdの前回値と、規範操作量決定部１４で決定したモデル前輪舵角δf_dの
前回値と、実走行速度Ｖactの前回値とから、前記式０２ａの演算によりモデル車両の前
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輪横すべり角βf_dの前回値を求め、この求めたβf_dに規範操作量決定部１４で決定した
モデル前輪舵角δf_dの前回値を加える（式０２ｃの１番目の等号の右辺の演算を行なう
）ことによって、βf0を求めるようにしてもよい。また、各制御処理周期において、βf0
の算出を規範動特性モデル１６の処理で実行するようにして、その算出されたβf0の前回
値を規範操作量決定部１４に入力するようにしてもよい。この場合には、規範操作量決定
部１４におけるβf0算出部１４ｂの演算処理は不要である。
【０１７７】
　次いで、上記の如く求めた車両前輪位置横すべり角βf0から無制限時前輪舵角δf_unlt
dを減算器１４ｃで減じることによって、無制限時前輪横すべり角が求められる。この無
制限時前輪横すべり角は、モデル車両のモデル前輪舵角δf_dを前回値から、無制限時前
輪舵角δf_unltd（今回値）に瞬時に制御したとした場合に発生するモデル車両の前輪横
すべり角βf_dの瞬時予測値を意味する。
【０１７８】
　次いで、規範操作量決定部１４は、この無制限時前輪横すべり角を前輪横すべり角リミ
ッタ１４ｄに通すことにより、制限済み前輪横すべり角を決定する。ここで、図中に示す
前輪横すべり角リミッタ１４ｄのグラフは、無制限時前輪横すべり角と制限済み前輪横す
べり角との関係を例示するグラフであり、そのグラフに関する横軸方向の値は無制限時前
輪横すべり角の値、縦軸方向の値は制限済み前輪横すべり角の値である。
【０１７９】
　この前輪横すべり角リミッタ１４ｄは、モデル車両の前輪横すべり角βf_dの大きさが
過大になるのを抑制する（ひいては、実車１に対して要求される前輪Ｗ１，Ｗ２の横力が
過大にならないようにする）ためのリミッタである。
【０１８０】
　本実施形態では、前輪横すべり角リミッタ１４ｄは、規範操作量決定部１４にセンサ・
推定器１２から入力される推定摩擦係数μestm（今回値）と実走行速度Ｖact（今回値）
とに応じて、前輪横すべり角βf_dの許容範囲（詳しくは該許容範囲の上限値βf_max（＞
０）および下限値βf_min（＜０））を設定する。この場合、基本的には、推定摩擦係数
μestmが小さいほど、あるいは、実走行速度Ｖactが高いほど、許容範囲［βf_min，βf_
max］を狭くする（βf_max，βf_minを０に近づける）ように該許容範囲が設定される。
このとき、該許容範囲［βf_min，βf_max］は、例えば実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横すべ
り角と横力もしくはコーナリングフォースとの間の関係がほぼリニアな関係（比例関係）
に維持されるような横すべり角の値の範囲内に設定される。
【０１８１】
　なお、該許容範囲［βf_min，βf_max］は、μestmとＶactとのうちのいずれか一方に
応じて設定してもよく、あるいは、μestmとＶactとによらずにあらかじめ固定的な許容
範囲に設定してもよい。
【０１８２】
　そして、前輪横すべり角リミッタ１４ｄは、入力された無制限時前輪横すべり角が、上
記の如く設定した許容範囲［βf_min，βf_max］内の値であるとき（βf_min≦無制限時
前輪横すべり角≦βf_maxであるとき）には、無制限時前輪横すべり角の値をそのまま制
限済み前輪横すべり角として出力する。また、該前輪横すべり角リミッタ１４ｄは、入力
された無制限時前輪横すべり角の値が許容範囲を逸脱している場合には、許容範囲［βf_
min，βf_max］の下限値βf_minまたは上限値βf_maxを制限済み前輪横すべり角として出
力する。具体的には、無制限時前輪横すべり角＞βf_maxである場合には、βf_maxが制限
済み前輪横すべり角として出力され、無制限時前輪横すべり角＜βf_minである場合には
、βf_minが制限済み前輪横すべり角として出力される。これにより、制限済み前輪横す
べり角は、許容範囲［βf_min，βf_max］内で、無制限時前輪横すべり角に一致するか、
もしくは該無制限時前輪横すべり角に最も近い値となるように決定される。
【０１８３】
　次いで、前記βf0算出部１４ｂで求めた車両前輪位置横すべり角βf0から上記の如く求
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めた制限済み前輪横すべり角を減算器１４ｅで減算することにより、第１制限済み前輪舵
角δf_ltd1が求められる。このようにして求められた第１制限済み前輪舵角δf_ltd1は、
モデル車両の前輪横すべり角βf_dが許容範囲［βf_min，βf_max］から逸脱しないよう
に無制限時前輪舵角δf_unltdに制限を掛けてなるモデル前輪舵角δf_dとしての意味を持
つ。
【０１８４】
　次いで、規範操作量決定部１４は、この第１制限済み前輪舵角δf_ltd1を遠心力過大化
防止リミッタ１４ｆに通すことにより、第２制限済み前輪舵角δf_ltd2を決定する。この
δf_ltd2が、規範動特性モデル１６に入力するモデル前輪舵角δf_dの値として使用され
るものである。ここで、図中に示す遠心力過大化防止リミッタ１４ｆのグラフは、第１制
限済み前輪舵角δf_ltd1と第２制限済み前輪舵角δf_ltd2との関係を例示するグラフであ
り、そのグラフに関する横軸方向の値はδf_ltd1の値、縦軸方向の値はδf_ltd2の値であ
る。
【０１８５】
　この遠心力過大化防止リミッタ１４ｆは、モデル車両に発生する遠心力が過大にならな
いようにする（ひいては実車１に対して要求される遠心力が過大にならないようにする）
ためのリミッタである。
【０１８６】
　本実施形態では、遠心力過大化防止リミッタ１４ｆは、規範操作量決定部１４に入力さ
れる推定摩擦係数μestm（今回値）と実走行速度Ｖact（今回値）とに応じて、モデル前
輪舵角δf_dの許容範囲（詳しくは該許容範囲の上限値δf_max（＞０）および下限値δf_
min（＜０））を設定する。この許容範囲［δf_min，δf_max］は、仮想外力Ｍvir，Ｆvi
rが定常的に０に保持されているとした場合に、モデル車両が路面との摩擦限界を超えず
に定常円旋回を行なうことが可能となるモデル前輪舵角δf_dの許容範囲である。
【０１８７】
　具体的には、まず、規範操作量決定部１４に入力されるＶact，μestmの値（今回値）
を基に、次式０５を満足するヨーレートである定常円旋回時最大ヨーレートγmax（＞０
）が求められる。
【０１８８】
 
　ｍ・γmax・Ｖact＝Ｃ１・μestm・ｍ・ｇ　　……式０５
 
　ここで、式０５におけるｍは前記した通り、モデル車両の総質量である。また、ｇは重
力加速度、Ｃ１は１以下の正の係数である。この式０５の左辺は、モデル車両のヨーレー
トγdおよび走行速度Ｖdをそれぞれγmax、Ｖactに保持して、該モデル車両の定常円旋回
を行なった場合に該モデル車両に発生する遠心力（より詳しくは該遠心力の収束予想値）
を意味する。また、式０５の右辺の演算結果の値は、μestmに応じて定まる路面反力（詳
しくはモデル車両に車輪Ｗf，Ｗrを介して路面から作用し得るトータルの摩擦力（路面反
力の並進力水平成分の総和）の大きさの限界値に係数Ｃ１を乗じた値（≦限界値）である
。従って、定常円旋回時最大ヨーレートγmaxは、モデル車両に作用させる仮想外力Ｍvir
，Ｆvirを０に保持すると共にモデル車両のヨーレートγdおよび走行速度Ｖdをそれぞれ
γmax、Ｖactに保持して、該モデル車両の定常円旋回を行なった場合に該モデル車両に発
生する遠心力が、推定摩擦係数μestmに対応してモデル車両に作用し得るトータルの摩擦
力（路面反力の並進力水平成分の総和）の限界値を超えないように決定される。
【０１８９】
　なお、式０５の係数Ｃ１の値は、μestm，Ｖactのうちの少なくともいずれか一方の値
に応じて可変的に設定するようにしてもよい。この場合、μestmが小さいほど、あるいは
Ｖactが高いほど、Ｃ１の値を小さくすることが好ましい。
【０１９０】
　次いで、モデル車両の定常円旋回時の、γmaxに対応するモデル前輪舵角δf_dの値が定
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常円旋回時限界舵角δf_max_c（＞０）として求められる。ここで、前記式０１により表
される規範動特性モデル１６では、定常円旋回時のモデル車両のヨーレートγdとモデル
前輪舵角δf_dとの間には、次式０６の関係が成立する。
【０１９１】
【数３】

 
【０１９２】
　なお、Ｖdが十分に小さいとき（Ｖd2≒０とみなせるとき）には、式０６は近似的に次
式０７に書き換えることができる。
【０１９３】
 
　　γd＝（Ｖd／Ｌ）・δf_d　　　　　　……式０７
 
　そこで、本実施形態では、式０６あるいは式０７におけるγd，Ｖdのそれぞれの値をγ
max、Ｖactとして、δf_dについて解くことにより、γmaxに対応する定常円旋回時限界舵
角δf_max_cを求める。
【０１９４】
　モデル車両に発生する遠心力が過大にならないようにするためのモデル前輪舵角δf_d
の許容範囲［δf_min，δf_max］は、基本的には、許容範囲［－δf_max_c，δf_max_c］
に設定すればよい。ただし、その場合には、実車１のカウンタステア状態（実車１のヨー
レートの極性と逆極性の向きに前輪Ｗ１，Ｗ２を操舵する状態）において、モデル前輪舵
角δf_dが不要な制限を受ける場合がある。
【０１９５】
　そこで、本実施形態では、モデル車両のヨーレートγdとγmaxとに応じて次式０８ａ，
０８ｂによりδf_max_c、－δf_max_cを修正することで、モデル前輪舵角δf_dの許容範
囲の上限値δf_maxおよび下限値δf_minを設定する。
【０１９６】
 
　　δf_max＝δf_max_c＋fe(γd，γmax)　　　　　……式０８ａ
　　δf_min＝－δf_max_c－fe(－γd，－γmax)　　……式０８ｂ
 
　式０８ａ，０８ｂにおけるfe(γd，γmax)、fe(－γd，－γmax)は、γd，γmaxの関数
であり、その関数値が例えば図５（ａ），（ｂ）のグラフに示すようにγd，γmaxの値に
応じて変化する関数である。この例では、関数fe(γd，γmax)の値は、図５（ａ）のグラ
フに示す如く、γdが０よりも若干大きい所定の値γ1以下の値である場合（γd＜０の場
合を含む）には、正の一定値fexになる。そして、fe(γd，γmax)の値は、γd＞γ1であ
る場合には、γdが大きくなるに伴い、単調に減少して、γdがγmax以下の所定値である
γ2（＞γ1）に達するまでに０になる。さらに、fe(γd，γmax)の値は、γd＞γ2である
場合（γd≧γmaxの場合を含む）には、０に維持される。
【０１９７】
　また、関数fe(－γd，－γmax)は、関数fe(γd，γmax）の変数γd，γmaxの極性を反
転させた関数であるので、該関数fe(－γd，－γmax)の値は、図５（ｂ）のグラフに示す
如くγdに対して変化する。すなわち、γdが０よりも若干小さい所定の負の値－γ1以上
の値である場合（γd＞０の場合を含む）には、正の一定値fexになる。そして、fe(－γd
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，－γmax)の値は、γd＜－γ1である場合には、γdが小さくなるに伴い、単調に減少し
て、γdが－γmax以上の所定値である－γ2に達するまでに０になる。さらに、fe(－γd
，－γmax)の値は、γd＜－γ2である場合（γd≦－γmaxの場合を含む）には、０に維持
される。
【０１９８】
　なお、関数fe(γd，γmax)、fe(－γd，－γmax)の値を決定するために必要なγdの値
としては、規範動特性モデル１６で決定した規範ヨーレートγdの前回値を用いればよい
。
【０１９９】
　また、関数fe(γd，γmax）のグラフの折れ点におけるγdの値γ1，γ2、あるいは、上
記正の一定値fexは、推定摩擦係数μestmや実走行速度Ｖactに応じて可変的に変更するよ
うにしてもよい。
【０２００】
　上記のようにδf_max_cを関数feの値により補正してモデル前輪舵角δf_dの許容範囲［
δf_min，δf_max］を設定することで、γdと逆向きの方向のモデル前輪舵角δf_dの限界
値δf_maxまたはδf_minの大きさ（絶対値）は、モデル車両に発生させる遠心力の限界に
対応する定常円旋回時限界舵角δf_max_cよりも大きめに設定される。このため、実車１
のカウンタステア状態において、モデル前輪舵角δf_dが不要な制限を受けるのを防止す
ることができる。なお、該許容範囲［－δf_min，δf_max］は、実走行速度Ｖactが高い
ほど、あるいは、推定摩擦係数μestmが小さいほど、狭くなる。
【０２０１】
　上記のようにモデル前輪舵角δf_dの許容範囲を設定した後、遠心力過大化防止リミッ
タ１４ｆは、入力された第１制限済み前輪舵角δf_ltd1が許容範囲［δf_min，δf_max］
内の値であるとき（δf_min≦δf_ltd1≦δf_maxであるとき）には、δf_ltd1の値をその
まま第２制限済み前輪舵角δf_ltd2（＝規範動特性モデル１６に入力するモデル前輪舵角
δf_d）として出力する。また、該遠心力過大化防止リミッタ１４ｆは、入力されたδf_l
td1の値が許容範囲［δf_min，δf_max］を逸脱している場合には、その入力値を強制的
に制限してなる値を第２制限済み前輪舵角δf_ltd2として出力する。具体的には、δf_lt
d1＞δf_maxである場合には、δf_maxが第２制限済み前輪舵角δf_ltd_2として出力され
、δf_ltd1＜δf_minである場合には、δf_minが第２制限済み前輪舵角δf_ltd2として出
力される。これにより、δf_ltd2は、許容範囲［δf_min，δf_max］内で、第１制限済み
前輪舵角δf_ltd1に一致するか、もしくは、第１制限済み前輪舵角δf_ltd1に最も近い値
になるように決定される。
【０２０２】
　なお、前記式０１で表される規範動特性モデル１６では、モデル車両の定常円旋回時に
は、βdとγdとの間に次式０９の関係が成立する。
【０２０３】
【数４】

 
【０２０４】
　また、Ｖdが十分に小さいとき（Ｖd2≒０とみなせるとき）には、式０９は近似的に次
式１０に書き換えることができる。
【０２０５】
 
　　βd＝（Ｌr／Ｖd）・γd　　　　　　……式１０
 
　従って、モデル車両の定常円旋回時におけるγdあるいはγmaxの値は、式０９または式
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１０によりβdの値に変換できる（但し、Ｖd＝Ｖactとする）。このため、上記の如くヨ
ーレートγd，γmaxの値に応じてモデル前輪舵角δf_dの許容範囲を設定する代わりに、
ヨーレートγd，γmaxに対応する車両重心点横すべり角βdの値に応じてモデル前輪舵角
δf_dの許容範囲を設定するようにしてもよい。
【０２０６】
　以上が規範操作量決定部１４の処理の詳細である。
【０２０７】
　以上説明した規範操作量決定部１４の処理によって、規範動特性モデル１６上のモデル
車両の前輪横すべり角βf_dの瞬時値が過大にならず、且つ、モデル車両に発生する遠心
力が過大にならないようにしつつ、運転操作入力のうちのステアリング角θhに応じて、
第２制限済み前輪舵角δf_ltd2が規範動特性モデル１６に入力するモデル前輪舵角δf_d
として制御処理周期毎に決定される。
【０２０８】
　補足すると、遠心力過大化防止リミッタ１４ｆにおいて、規範動特性モデル１６に入力
するモデル前輪舵角δf_dを上記の如く制限して、モデル車両に発生する遠心力が過大に
ならないようにするということは、モデル車両の車両重心点横すべり角βd（もしくは後
輪横すべり角βr_d）が過大にならないようにモデル前輪舵角δf_dを制限することと同等
である。また、一般に、車両の遠心力や車両重心点横すべり角（もしくは後輪横すべり角
）はステアリング操作に対して遅れて発生するので、遠心力過大化防止リミッタ１４ｆに
よるモデル前輪舵角δf_dの制限処理は、車両の遠心力や車両重心点横すべり角（もしく
は後輪横すべり角）の収束予想値を基に、モデル前輪舵角δf_dを制限する処理であると
言える。これに対して、前輪横すべり角リミッタ１４ｄの制限処理は、モデル車両の前輪
横すべり角βf_dの瞬時値が過大にならないようにモデル前輪舵角δf_dを制限するための
処理であると言える。
【０２０９】
　なお、本実施形態では、遠心力過大化防止リミッタ１４ｆで許容範囲［δf_min，δf_m
ax］を設定するために使用する関数feを前記図５（ａ），（ｂ）に示した如く設定したが
、これに限定されるものではない。
【０２１０】
　例えば、関数fe(γd，γmax)を、図６に実線のグラフで示すように設定してもよい。こ
の例では、fe(γd，γmax)は、その値がγdの値の増加（負側の値から正側の値への増加
）に伴い、単調に減少すると共に、γd＝γmaxであるときに０になる。なお、このとき、
関数fe(－γd，－γmax)は図６に破線のグラフで示すものとなる。この場合、前記式０８
ａにより決定されるモデル前輪舵角δf_dの許容範囲の上限値δf_maxは、γdがγmaxを超
えると、γdの増加に伴い、定常円旋回時限界舵角δf_max_cよりも０に近づくこととなる
。同様に、前記式０８ｂにより決定されるモデル前輪舵角δf_dの許容範囲の下限値δf_m
inは、γdが－γmaxを負側に超えると、γdの減少（大きさの増加）に伴い、－δf_maxよ
りも０に近づくこととなる。
【０２１１】
　また、前記式０８ａ，０８ｂの代わりに、次式１１ａ，１１ｂにより、δf_dの許容範
囲の上限値δf_maxおよび下限値δf_minを設定するようにすると共に、関数fe(γd，γma
x)，fe(－γd，－γmax)をそれぞれ、例えば図７の実線、破線のグラフで示すように設定
してもよい。
【０２１２】
 
　　δf_max＝δf_max_c・fe(γd，γmax)　　　　　……式１１ａ
　　δf_min＝－δf_max_c・fe(－γd，－γmax)　　……式１１ｂ
 
　この例では、fe(γd，γmax)，fe(－γd，－γmax)は、その値が常に１以上であり、ま
た、図５（ａ），（ｂ）のものと同様の形態でγdに応じて変化する。そして、これらのf
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e(γd，γmax)，fe(－γd，－γmax)の値をそれぞれδf_max_c，δf_min_cに乗じること
により、上限値δf_maxと下限値δf_minとが設定されることとなる。
【０２１３】
　また、δf_max_cを関数feの値により補正してモデル前輪舵角δf_dの許容範囲［δf_mi
n，δf_max］を設定する代わりに、例えば以下のような処理により第２制限済み前輪舵角
δf_ltd2を決定するようにしてもよい。図８はその処理機能を説明するための機能ブロッ
ク図である。
【０２１４】
　すなわち、前記前輪横すべり角リミッタ１４ｄで決定された第１制限済み前輪舵角δf_
ltd1を補正するための前輪舵角補正分Δδfを処理部１４ｇにおいてモデル車両のヨーレ
ートγd（前回値）に応じて決定する。このとき、Δδfは処理部１４ｇ中のグラフで示す
ように、基本的には、γdが正側で増加するに伴い、Δδfの値が正側で単調増加し、また
、γdが負側で減少するに伴い、Δδfの値が負側で単調減少するように決定される。なお
、処理部１４ｇ中のグラフでは、Δδfの値には上限値（＞０）および下限値（＜０）が
設けられている。この場合、上限値および下限値は、例えばその絶対値が前記図５（ａ）
，（ｂ）に示した一定値fexと同じ値になるように設定される。
【０２１５】
　次いで、上記の如く決定した前輪舵角補正分Δδfを、前記減算器１４ｅ（図４参照）
で算出された第１制限済み前輪舵角δf_ltd1に加算器１４ｈで加えることにより入力補正
付き第１制限済み前輪舵角を決定する。この場合、δf_ltd1の向きとγdの向きとが互い
に逆向きである場合には、入力補正付き第１制限済み前輪舵角の大きさは、δf_ltd1の大
きさよりも小さくなる。ただし、δf_ltd1の向きとγdの向きとが同じである場合には、
入力補正付き第１制限済み前輪舵角の大きさは、δf_ltd1の大きさよりも大きくなる。
【０２１６】
　次いで、この入力補正付き第１制限済み前輪舵角を遠心力過大化防止リミッタ１４ｆに
通すことで、入力補正付き第１制限済み前輪舵角をモデル前輪舵角δf_dの許容範囲［δf
_min，δf_max］内の値に制限してなる入力補正付き第２制限済み前輪舵角を決定する。
すなわち、入力補正付き第１制限済み前輪舵角が許容範囲内の値である場合には、該入力
補正付き第１制限済み前輪舵角がそのまま入力補正付き第２制限済み前輪舵角として決定
される。また、入力補正付き第１制限済み前輪舵角が許容範囲から逸脱している場合には
、δf_maxおよびδf_minのうち、入力補正付き第１制限済み前輪舵角に近い方の値が入力
補正付き第２制限済み前輪舵角として決定される。
【０２１７】
　この場合、遠心力過大化防止リミッタ１４ｆにおけるモデル前輪舵角δf_dの許容範囲
の上限値δf_max（＞０）は、δf_ltd1の向きとγdの向きとが同じである場合のδf_ltd1
の補正分を見込んで、前記定常円旋回時舵角限界値δf_max_cよりも大きめの値（例えば
δf_max_c＋fex）に設定される。同様に、モデル前輪舵角δf_dの許容範囲の下限値δf_m
in（＜０）は、その絶対値がδf_max_cよりも大きめの値になるように設定される。
【０２１８】
　次いで、上記の如く決定した入力補正付き第２制限済み前輪舵角から、前記前輪舵角補
正分Δδfを減算器１４ｉで減じることにより、第２制限済み前輪舵角δf_ltd2を決定す
る。
【０２１９】
　上記のように第２制限済み前輪舵角δf_ltd2を決定するようにしても、モデル車両に発
生する遠心力が過大にならないようにし、且つ、実車１のカウンタステアリング状態での
不要な制限がかかるのを防止しつつ、規範動特性モデル１６に入力するモデル前輪舵角δ
f_d（＝δf_ltd2）を決定できる。
【０２２０】
　なお、本実施形態では、規範動特性モデル１６に入力するモデル前輪舵角δf_dを決定
するために、前記前輪横すべり角リミッタ１４ｄおよび遠心力過大化防止リミッタ１４ｆ
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わち、処理部１４ａで決定される無制限時前輪舵角δf_unltd、あるいは、このδf_unltd
を遠心力過大化防止リミッタ１４ｆに入力して得られる値、あるいは、前記減算器１４ｅ
で決定される第１制限済み前輪舵角δf_ltd1を規範動特性モデル１６に入力するモデル前
輪舵角δf_dとして決定するようにしてもよい。
【０２２１】
　以上説明した如く規範操作量決定部１４で決定されたモデル前輪舵角δf_dの今回値（
＝δf_ltd2の今回値）が規範動特性モデル１６に入力され、その入力値と後述する如くＦ
Ｂ分配則２０で決定された仮想外力Ｆvir，Ｍvir（前回値）とから、該規範動特性モデル
１６によって（前記式０１に従って）、規範ヨーレートγdおよび規範車両重心点横すべ
り角βdの今回値が新たに決定されることとなる。なお、この処理は、実際には、式０１
を離散時間系で表した式によって行なわれるので、γd，βdの今回値を決定するために、
γd，βdの前回値も使用されることとなる。
【０２２２】
　この場合、規範動特性モデル１６に入力されるモデル前輪舵角δf_dは、前記の如く規
範操作量決定部１４で制限されているので、モデル車両のスピンや極端な横すべりの発生
が防止される。
【０２２３】
 
　［ＦＢ分配則について］
　次に、ＦＢ分配則２０の処理の詳細を図９～図１６を参照して説明する。
【０２２４】
　図９はＦＢ分配則２０の処理機能を示す機能ブロック図である。図示の如くＦＢ分配則
２０は、その処理機能を大別すると、仮想外力Ｍvir，Ｆvirを決定する処理を行なう仮想
外力決定部２０ａとアクチュエータ動作ＦＢ目標値を決定する処理を行なうアクチュエー
タ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂとから構成される。
【０２２５】
　なお、仮想外力決定部２０ａは、本発明におけるモデル側状態量偏差応動制御手段に相
当し、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂは、本発明における実車側状態量偏差
応動制御手段に相当する。
【０２２６】
　まず、仮想外力決定部２０ａを図９を参照して説明すると、この仮想外力決定部２０ａ
の処理機能は、仮想外力仮値決定部２０１とγβ制限器２０２とに大別される。
【０２２７】
　仮想外力決定部２０ａの処理では、まず、前記減算器１８から入力される状態量偏差γ
err（＝γact－γd），βerr（＝βact－βd）に応じて、仮想外力仮値決定部２０１によ
って仮想外力の仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpが決定される。仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpのうちの
Mvirtmpは、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるために規範動特性モデル１６のモデ
ル車両の重心点Ｇdのまわりに付加的に発生させるべきモーメント（ヨー方向のモーメン
ト）、Fvirtmpは、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるために規範動特性モデル１６
のモデル車両の重心点Ｇdに付加的に作用させるべき並進力（モデル車両の横方向の並進
力）を意味する。
【０２２８】
　具体的には、次式１５で示す如く、入力された状態量偏差γerr，βerrからなるベクト
ル(γerr，βerr)T（添え字Ｔは転置を意味する）に所定のゲインマトリクスＫfvirを乗
じることにより、仮想外力の仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmp（以下、仮想外力仮値Ｍvirtmp，Ｆ
virtmpという）が決定される。
【０２２９】



(42) JP WO2007/074717 A1 2007.7.5

10

20

30

40

50

【数５】

 
【０２３０】
　この式１５により、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるために規範動特性モデル１
６にフィードバックする制御入力の仮値としての仮想外力仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpが、状
態量偏差γerr，βerrからフィードバック制御則により決定される。
【０２３１】
　なお、以下に詳説するγβ制限器２０２が、モデル車両の車両重心点横すべり角βdも
しくは実車１の実車両重心点横すべり角βactが所定の許容範囲を超えそうになった時、
および越えてしまった時にだけ、βdもしくはβactを許容範囲に戻す作用を強く発生する
ようにしたいならば、βerrを時定数の小さい１次遅れ特性に近い特性で０に収束させる
ことが望ましい。そのためには、例えばゲインマトリクスＫfvirの成分のうちのＫfvir12
を０に設定し、Ｋfvir11をその絶対値が大きくなるように設定すればよい。
【０２３２】
　次いで、規範動特性モデル１６上のモデル車両のヨーレートγdおよび車両重心点横す
べり角βdがそれぞれ所定の許容範囲から逸脱するのを抑制するように仮想外力仮値Ｍvir
tmp，Ｆvirtmpを修正する処理がγβ制限器２０２により実行される。
【０２３３】
　具体的には、γβ制限器２０２は、まず、予測演算部２０３の処理を実行し、所定時間
後（１つ以上の所定数の制御処理周期の時間後）のモデル車両のヨーレートγdと車両重
心点横すべり角βdとを予測し、それらの予測値をそれぞれ予測ヨーレートγda、予測車
両重心点横すべり角βdaとして出力する。
【０２３４】
　このとき予測演算部２０３には、規範動特性モデル１６で決定された規範ヨーレートγ
d（今回値）および規範車両重心点横すべり角βd（今回値）と、センサ・推定器１２で検
出または推定された実走行速度Ｖact（今回値）と、規範操作量決定部１４で決定された
第２制限済み前輪舵角δf_ltd2（今回値）と、仮想外力仮値決定部２０１で上記の如く決
定された仮想外力仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmp（今回値）とが入力される。そして、該予測演
算部２０３は、モデル前輪舵角δf_dが、入力されたδf_ltd2に保持され、且つ、モデル
車両に作用する仮想外力Ｍvir，Ｆvirが、入力されたＭvirtmp，Ｆvirtmpに保持され、且
つ、モデル車両の走行速度Ｖdが、入力されたＶactに保持されると仮定して、前記式０１
に基づいて、予測ヨーレートγdaおよび予測車両重心点横すべり角βdaを算出する。
【０２３５】
　なお、本実施形態では、この予測ヨーレートγdaおよび予測車両重心点横すべり角βda
が本発明における制限対象量に相当する。この場合、モデル車両のヨーレートγdおよび
車両重心点横すべり角βdが本発明における第２状態量として用いられている。
【０２３６】
　次いで、γβ制限器２０２は、上記の如く予測演算部２０３で算出したγda，βdaをそ
れぞれγ不感帯処理部２０４、β不感帯処理部２０５に通すことにより、γda，βdaのそ
れぞれの、所定の許容範囲からの逸脱量γover，βoverを求める。図中に示すγ不感帯処
理部２０４のグラフは、γdaとγoverとの関係を例示するグラフであり、該グラフに関す
る横軸方向の値はγdaの値、縦軸方向の値はγoverの値である。同様に、図中に示すβ不
感帯処理部２０５のグラフは、βdaとβoverとの関係を例示するグラフであり、該グラフ
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に関する横軸方向の値はβdaの値、縦軸方向の値はβoverの値である。
【０２３７】
　ここで、γ不感帯処理部２０４における許容範囲は、その下限値、上限値をそれぞれγ
damin（＜０），γdamax（＞０）とする許容範囲（ヨーレートγdの許容範囲）であり、
β不感帯処理部２０５における許容範囲は、その下限値、上限値をそれぞれβdamin（＜
０），βdamax（＞０）とする許容範囲（車両重心点横すべり角βdの許容範囲）である。
【０２３８】
　本実施形態では、ヨーレートγｄに関する許容範囲［γdamin，γdamax］は、例えばモ
デル車両の走行速度ＶdをＶact（今回値）に保持すると共に、モデル車両のヨーレートγ
dをγdaminまたはγdamaxに保持して定常円旋回を行なった場合にモデル車両に発生する
遠心力が推定摩擦係数μestm（今回値）に応じた摩擦力の限界値を超えないように設定さ
れる。すなわち、次式１６ａ，１６ｂを満足するように、Ｖact（今回値）とμestm（今
回値）とに応じて、γdamax，γdaminが設定される。
【０２３９】
 
　　ｍ・Ｖact・γdamax＜μestm・ｍ・ｇ　　　……式１６ａ
　　ｍ・Ｖact・γdamin＞－μestm・ｍ・ｇ　　……式１６ｂ
 
　γdamax，γdaminは、例えばそれぞれの絶対値が前記式０５により決定される定常円旋
回時最大ヨーレートγmaxと同じ値になるように設定すればよい（γdamax＝γmax、γdam
in＝－γmaxとする）。ただし、γdamax，γdaminを、その絶対値がγmaxと異なる値（例
えばγmaxよりも小さい値）になるように設定してもよい。
【０２４０】
　なお、上記のように設定される許容範囲［γdamin，γdamax］は、実走行速度Ｖactが
高いほど、あるいは、推定摩擦係数μestmが小さいほど、狭くなる。
【０２４１】
　また、車両重心点横すべり角βdに関する許容範囲［βdamin，βdamax］は、例えば、
実車１の車両重心点横すべり角と実車１の重心点に作用する横方向の並進力との間の関係
がほぼリニアな関係（比例関係）に維持されるような車両重心点横すべり角の範囲内に設
定される。この場合、Ｖact（今回値）とμestm（今回値）とのうちの少なくともいずれ
か一方に応じてβdamin，βdamaxを設定することが望ましい。
【０２４２】
　そして、γ不感帯処理部２０４の処理では、具体的には、入力されたγdaが所定の許容
範囲［γdamin，γdamax］内の値であるとき（γdamin≦γda≦γdamaxであるとき）には
、γover＝０とし、γda＜γdaminであるときには、γover＝γda－γdaminとし、γda＞
γdamaxであるときには、γover＝γda－γdamaxとする。これにより、予測ヨーレートγ
daの許容範囲［γdamin，γdamax］からの逸脱量γoverが求められる。
【０２４３】
　同様に、β不感帯処理部２０５の処理は、入力されたβdaの値が所定の許容範囲［βda
min，βdamax］内の値であるとき（βdamin≦βda≦βdamaxであるとき）には、βover＝
０とし、βda＜βdaminであるときには、βover＝βda－βdaminとし、βda＞βdamaxで
あるときには、βover＝βda－βdamaxとする。これにより、予測車両重心点横すべり角
βdaの許容範囲［βdamin，βdamax］からの逸脱量βoverが求められる。
【０２４４】
　次いで、γβ制限器２０２は、これらの逸脱量γover，βoverを０に近づけるように、
仮想外力仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpの補正量である仮値操作量Ｍvir_over，Ｆvir_overを処
理部２０６にて算出する。
【０２４５】
　具体的には、次式１７で示す如く、γover，βoverからなるベクトル(γover，βover)
Tに所定のゲインマトリクスＫfovを乗じることにより、Ｍvir_over，Ｆvir_overが決定さ
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れる。
【０２４６】
【数６】

 
【０２４７】
　次いで、γβ制限器２０２は、この仮値操作量Ｍvir_over，Ｆvir_overをそれぞれ仮想
外力仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpから減算器２０７で減じることにより、仮想外力Ｍvir，Ｆv
irの今回値を決定する。すなわち、次式１８ａ，１８ｂにより仮想外力Ｍvir，Ｆvirが決
定される。
【０２４８】
 
　Ｍvir＝Ｍvirtmp－Ｍvir_over　　　　……式１８ａ
　Ｆvir＝Ｆvirtmp－Ｆvir_over　　　　……式１８ｂ
 
　以上の如く仮想外力決定部２０ａの処理が実行されることにより、予測ヨーレートγda
および予測車両重心点横すべり角βdaがそれぞれ許容範囲［γdamin，γdamax］、［βda
min，βdamax］から逸脱するのを抑制しつつ、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるよ
うに仮想外力Ｍvir，Ｆvirが決定されることとなる。
【０２４９】
　なお、以上説明した仮想外力決定部２０ａのγβ制限器２０２は、仮値操作量Ｍvir_ov
er，Ｆvir_overにより仮想外力仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpを補正することにより仮想外力Ｍ
vir，Ｆvirを決定する（より一般的に言えば、Ｍvir_overとＭvirtmpとの線形結合、並び
に、Ｆvir_overとＦvirtmpとの線形結合によってそれぞれＭvir，Ｆvirを決定する）よう
にしたが、次のようにして、仮想外力Ｍvir，Ｆvirを決定するようにしてもよい。図１０
はその処理を説明するための機能ブロック図である。
【０２５０】
　同図を参照して、この例では、仮想外力仮値決定部２０１、予測演算部２０３、γ不感
帯処理部２０４、β不感帯処理部２０５、処理部２０６の処理は、図９のものと同じであ
る。一方、本例では、処理部２０６で求められた仮値操作量Ｆvir_over，Ｍvir_overはそ
れぞれ処理部２０８，２０９に入力され、該処理部２０８，２０９において、仮想外力仮
値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpをそれぞれ補正するための補正係数Ｋatt1（≧０），Ｋatt2（≧０
）が決定される。これらの補正係数Ｋatt1，Ｋatt2は、それぞれ仮想外力仮値Ｍvirtmp，
Ｆvirtmpに乗じる補正係数である。なお、図中に示す処理部２０８に係わるグラフは、Ｍ
vir_overとＫatt1との関係を例示するグラフであり、該グラフに関する横軸方向の値はＭ
vir_overの値、縦軸方向の値はＫatt1の値である。同様に、図中に示す処理部２０９に係
わるグラフは、Ｆvir_overとＫatt2との関係を例示するグラフであり、該グラフに関する
横軸方向の値はＦvir_overの値、縦軸方向の値はＫatt2の値である。
【０２５１】
　処理部２０８の処理では、図中のグラフで示す如く、Ｍvir_overが０であるときには、
Ｋatt1＝１とされ、Ｍvir_overの絶対値が０から増加するに伴い、Ｋatt1の値が１から０
まで単調に減少するようにＫatt1の値が設定される。そして、Ｋatt1の値は、Ｍvir_over
の絶対値が所定値（Ｋatt1が０に達する値）を超えると０に維持される。
【０２５２】
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　同様に、処理部２０９の処理では、図中のグラフで示す如く、Ｆvir_overが０であると
きには、Ｋatt2＝１とされ、Ｆvir_overの絶対値が０から増加するに伴い、Ｋatt2の値が
１から０まで単調に減少するようにＫatt2の値が設定される。そして、Ｋatt2の値は、Ｆ
vir_overの絶対値が所定値（Ｋatt2が０に達する値）を超えると０に維持される。
【０２５３】
　次いで、上記の如く決定された補正係数Ｋatt1，Ｋatt2は、それぞれ乗算器２１０，２
１１にて、仮想外力仮値Ｍvirtmp、Ｆvirtmpに乗算され、これにより、仮想外力Ｍvir，
Ｆvirの今回値が決定される。
【０２５４】
　このように、図１０の例では、逸脱量Ｍvir_overの絶対値が大きくなるに伴い、仮想外
力Ｍvirの大きさを仮想外力仮値Ｍvirtmpに対して絞る（０に近づける）ように仮想外力
Ｍvirが決定される。同様に、逸脱量Ｆvir_overの絶対値が大きくなるに伴い、仮想外力
Ｍvirの大きさを仮想外力仮値Ｍvirtmpに対して絞る（０に近づける）ように仮想外力Ｆv
irが決定される。このように仮想外力Ｍvir，Ｆvirを決定するということは、γda，βda
の許容範囲からの逸脱が、仮想外力Ｍvir，Ｆvirに起因するものであるとみなして、γda
，βdaの許容範囲［γdamin，γdamax］，［βdamin，βdamax］からの逸脱を抑制しつつ
、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるように仮想外力Ｍvir，Ｆvirを決定することを
意味する。この場合は、規範操作量決定部１４において、前記した如く、規範動特性モデ
ル１６に入力するモデル前輪舵角δf_dを制限しておくことが望ましい。
【０２５５】
　また、以上説明したγβ制限器２０２では、予測演算部２０３で前記した如く式０１を
用いて求めた予測ヨーレートγdaおよび予測車両重心点横すべり角βdaをそれぞれ制限対
象量とし、これらのγda，βdaをγ不感帯処理部２０４、β不感帯処理部２０５に入力し
て逸脱量γover，βoverを求めた。ただし、γda，βdaの代わりに、規範ヨーレートγd
、規範車両重心点横すべり角βdの今回値、あるいは、実ヨーレートγact、実車両重心点
横すべり角βactの今回値、あるいは、これらの値に、フィルタリング処理を施した値を
制限対象量として用いてもよい。
【０２５６】
　例えば、各制御処理周期でγdaの代わりにγdの今回値をγ不感帯処理部２０４に入力
すると共に、規範動特性モデル１６で逐次算出されるβdに、伝達関数が（１＋Ｔ1・ｓ）
／（１＋Ｔ2・ｓ）という形で表されるフィルタリング処理（Ｔ1，Ｔ2はある時定数、ｓ
はラプラス演算子）を施してなる値をβdaの代わりにβ不感帯処理部２０５に入力するよ
うにしてもよい。この場合、例えばＴ1＞Ｔ2となるように時定数Ｔ1，Ｔ2を設定すると、
該フィルタリング処理は、いわゆる位相進み補償要素として機能する。このとき、ある程
度高い周波数域におけるβdの周波数成分の位相を進め、該周波数成分に対するゲインを
高めることによって、各制御処理周期で決定されるβdの値自体が許容範囲［βdamin，β
damax］を逸脱する前から、βoverに応じて仮想外力Ｍvir，Ｆvirを制限することができ
る。
【０２５７】
　また、制限対象量としてのγda，βdaを以下のように求めるようにしてもよい。すなわ
ち、予測演算部２０３では、次式１９ａ，１９ｂで示すように、適当な係数ｃijを用いて
γd、βdの今回値を線形結合してなる値をγda，βdaとして求めるようにしてもよい。
【０２５８】
 
　γda＝ｃ11・γd＋ｃ12・βd　　　　　……式１９ａ
　βda＝ｃ21・γd＋ｃ22・βd　　　　　……式１９ｂ
 
　あるいは、次式２０ａ，２０ｂで示すように、適当な係数ｃijを用いてγd、βd、Ｍvi
rtmp，Ｆvirtmp、およびδf_ltd2の今回値を線形結合してなる値をγda，βdaとして求め
るようにしてもよい。
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【０２５９】
 
　γda＝ｃ11・γd＋ｃ12・βd
　　　　　　＋ｃ13・Ｍvirtmp＋ｃ14・Ｆvirtmp＋ｃ15・δf_ltd2　　……２０ａ
　βda＝ｃ21・γd＋ｃ22・βd
　　　　　　＋ｃ23・Ｍvirtmp＋ｃ24・Ｆvirtmp＋ｃ25・δf_ltd2　　……２０ｂ
 
　なお、これらの式２０ａ，２０ｂは、前記した予測演算部２０３の処理をより一般化し
て表現したものである。
【０２６０】
　あるいは、次式２１ａ，２１ｂで示すように、適当な係数ｃijを用いてγact、βactの
今回値を線形結合してなる値をγda，βdaとして求めるようにしてもよい。なお、この場
合、γact、βactが本発明における第２状態量として用いられることとなる。
【０２６１】
 
　γda＝ｃ11・γact＋ｃ12・βact　　　　　……式２１ａ
　βda＝ｃ21・γact＋ｃ22・βact　　　　　……式２１ｂ
 
　補足すると、式０２ｂから明らかなように、c21＝－Ｌｒ／Ｖｄ、c22＝１（ここで、Ｖ
ｄは、モデル車両の走行速度（＝実走行速度Ｖact））とすれば、βdaは後輪の横滑り角
に相当する。
【０２６２】
　あるいは、次式２２ａ，２２ｂで示すように、適当な係数ｃijを用いて、γd、βd、β
dの時間微分値dβd/dt、γact、βact、βactの時間微分値dβact/dt、Ｍvirtmp，Ｆvirt
mp、およびδf_ltd2の今回値を線形結合してなる値をγda，βdaとして求めるようにして
もよい。なお、この場合、γd、βd、γact、βactが本発明における第２状態量として用
いられることとなる。
【０２６３】
 
　γda＝ｃ11・γd＋ｃ12・βd＋ｃ13・dβd/dt
　　　　　＋ｃ14・γact＋ｃ15・βact＋ｃ16・dβact/dt
　　　　　　　＋ｃ17・Ｍvirtmp＋ｃ18・Ｆvirtmp＋ｃ19・δf_ltd2　　……２２ａ
　γda＝ｃ21・γd＋ｃ22・βd＋ｃ23・dβd/dt
　　　　　＋ｃ24・γact＋ｃ25・βact＋ｃ26・dβact/dt
　　　　　　　＋ｃ27・Ｍvirtmp＋ｃ28・Ｆvirtmp＋ｃ29・δf_ltd2　　……２２ｂ
 
　あるいは、式２０ａの右辺の演算結果の値と式２１ａの右辺の演算結果の値との加重平
均値、並びに、式２０ｂの右辺の演算結果の値と式２１ｂの右辺の演算結果の値との加重
平均値をそれぞれγda、βdaとして求めるようにしてもよい。なお、これは、式２２ａ、
式２２ｂによりγda、βdaを求める場合の一例となる。また、式２０ａ、式２０ｂ、ある
いは、式２２ａ、式２２ｂにおけるＭvirtmp，Ｆvirtmpの項を省略してもよい。
【０２６４】
　あるいは、所定時間後までの各制御処理周期におけるγd、βdの予測値を前記式０１に
基づいて求め、その求めたγd，βdのうちのピーク値をγda，βdaとして決定するように
してもよい。
【０２６５】
　さらに、式２０ａ，式２０ｂ、あるいは、式２１ａ，式２１ｂ、あるいは、式２２ａ，
式２２ｂのいずれを用いてγda，βdaを求める場合であっても、それらの式の係数ｃijに
、周波数特性をもたせる（換言すればｃijを掛ける変数の値にローパスフィルタなどのフ
ィルタリング処理を施す）ようにしてもよい。あるいは、係数ｃijを掛ける変数の値に、
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該変数の時間的変化率の制限を掛けるようにしてもよい。
【０２６６】
　補足すると、前記式２１ａ，式２１ｂ、あるいは、式２２ａ，式２２ｂによりγda，β
daを決定するようにした場合、そのγda，βdaが、ある所定時間後の実車１の実ヨーレー
トγact、実車両重心点横すべり角βactの予測値としての意味を持つように各係数ｃijを
設定することが望ましい。
【０２６７】
　また、規範動特性モデル１６が前記式０１で表されるように線形なモデルである場合、
式２０ａ，式２０ｂ、あるいは、式２１ａ，式２１ｂ、あるいは、式２２ａ，式２２ｂの
いずれを用いても、実車１あるいはモデル車両のある所定時間後のヨーレートおよび車両
重心点横すべり角の予測値としてのγda、βdaを適切に求めることができる。
【０２６８】
　なお、γda，βdaの代わりにγact，βactの今回値、もしくは、γact，βactにフィル
タリング処理を施してなる値を用いた場合、あるいは、前記式２１ａ，式２１ｂ、もしく
は、式２２ａ，式２２ｂによりγda，βdaを決定するようにした場合には、実車１の実ヨ
ーレートγactおよび実車両重心点横すべり角βactの今回値もしくはフィルタリング値も
しくは予測値が、それぞれ許容範囲［γdamin，γdamax］，［βdamin，βdamax］から逸
脱するのを抑制しつつ、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるように仮想外力Ｍvir，
Ｆvirを決定することとなる。
【０２６９】
　補足すると、仮想外力決定部２０ａの処理では、より一般的には、次式２００により仮
想外力Mvir，Ｆvirを決定するようにしてもよい。
【０２７０】
【数７】

 
【０２７１】
　また、前記γβ制限器２０２のγ不感帯処理部２０４およびβ不感帯処理部２０５にお
いては、それぞれ各別にγda，βdaの許容範囲［γdamin，γdamax］，［βdamin，βdam
ax］を設定して、逸脱量γover，βoverを決定するようにしたが、γdaとβdaとの間の相
関性を考慮し、γda，βdaの組に対して許容範囲（許容領域）を設定して、逸脱量γover
，βoverを決定するようにしてもよい。
【０２７２】
　例えば図１１に示す如く、γdaを横軸、βdaを縦軸とする座標平面上での直線１～４に
より囲まれた領域Ａ（平行四辺形状の領域）をγda，βdaの組の許容領域Ａとして設定す
る。この場合、直線１，３は、それぞれγdaの下限値、上限値を規定する直線である。そ
の下限値、上限値は、例えば前記γ不感帯処理部２０４における許容範囲［γdamin，γd
amax］の下限値γdamin、上限値γdamaxと同様に設定される。また、直線２，４は、それ
ぞれβdaの下限値、上限値を規定する直線である。この例では、該下限値および上限値が
それぞれγdaに応じてリニアに変化するように設定される。そして、逸脱量γover、βov
erを例えば次のように決定する。すなわち、γda，βdaの組が、図１１に点Ｐ１で示す如
く、許容領域Ａ内に存するときには、γover＝βover＝０とする。一方、γda，βdaの組
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が、例えば図１１に点Ｐ２で示す如く、許容領域Ａから逸脱している場合には、点Ｐ２を
通って所定の傾きを有する直線５上の点のうち、点Ｐ２に最も近い許容領域Ａの境界の点
Ｐ３（直線５上で許容領域Ａ内に存する点のうち、Ｐ２に最も近い点Ｐ３）を決定する。
そして、点Ｐ２におけるγdaの値と点Ｐ３におけるγdaの値との差が逸脱量γoverとして
決定されると共に、点Ｐ２におけるβdaの値と点Ｐ３におけるβdaの値との差が逸脱量β
overとして決定される。なお、γda，βdaの組に対応する点が、例えば図１１に示す点Ｐ
４であるような場合、すなわち、γda，βdaの組に対応する点Ｐ４を通る所定の傾き（直
線５と同じ傾き）を有する直線６が、許容領域Ａと交わらないような場合（直線６上に許
容範囲Ａ内の点が存在しない場合）には、該直線６に最も近い許容領域Ａの境界の点Ｐ５
を決定する。そして、点Ｐ４におけるγdaの値と点Ｐ５におけるγdaの値との差を逸脱量
γoverとして決定し、点Ｐ４におけるβdaの値と点Ｐ５におけるβdaの値との差を逸脱量
βoverとして決定すればよい。
【０２７３】
　補足すると、γda，βdaの組の許容領域は、平行四辺形状の領域である必要ななく、例
えば、図１１に破線で示す如く、境界部を滑らかに形成した（角部を持たないように形成
した）領域Ａ’であってもよい。
【０２７４】
　また、前記γβ制限器２０２では、γda，βdaの両者について、［γdamin，γdamax］
，［βdamin，βdamax］からの逸脱量γover，βoverを求め、それに応じて仮値Ｍvirtmp
，Ｆvirtmpを補正するようにしたが、γover，βoverのいずれか一方だけに応じて仮値Ｍ
virtmp，Ｆvirtmpを補正するようにしてもよい。この場合には、前記処理部２０６の処理
において、γover，βoverのいずれか一方の値を０に固定して、仮値操作量Ｍvir_over，
Ｆvir_overを求めるようにすればよい。
【０２７５】
 
　次に、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理を図１２～図１４を参照して
説明する。なお、以降の説明では、各車輪Ｗ１～Ｗ４を第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４
）ということがある。
【０２７６】
　図１２は、該アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理を示す機能ブロック図
である。同図を参照して、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂは、まず、処理部
２２０において、入力された状態量偏差γerr，βerrに応じて、該状態量偏差γerr，βe
rrを０に近づけるために実車１の重心点Ｇのまわりに発生させるべきヨー方向のモーメン
トの基本要求値であるフィードバックヨーモーメント基本要求値Ｍfbdmdを実車１のアク
チュエータ装置３に対するフィードバック制御入力の基本要求値として決定する。
【０２７７】
　Mfbdmdは、状態量偏差γerr，βerrからフィードバック制御則により決定される。具体
的には、次式２３の如く、βerr，γerrからなるベクトル(βerr，γerr)Tに所定のゲイ
ンマトリクスＫfbdmdを乗じる（βerr，γerrを線形結合する）ことにより、Ｍfbdmdが決
定される。
【０２７８】
【数８】

 
【０２７９】
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　なお、βerr，γerrと、βerrの１階微分値dβerr/dtとに応じてＭfbdmdを決定するよ
うにしてもよい。例えば、βerr，γerr，dβerr/dtからなるベクトルに適当なゲインマ
トリクスを乗じる（βerr，γerr，dβerr/dtを適当な係数によって線形結合する）こと
でＭfbdmdを決定するようにしてもよい。
【０２８０】
　また、ゲインマトリクスＫfbdmdの要素Ｋfbdmd1およびＫfbdmd2のうちの少なくともい
ずれか一方に、伝達関数が（１＋Ｔc1・ｓ）／（１＋Ｔc2・ｓ）で表される位相補償要素
を乗じるようにしてもよい。例えば、βerrに乗じるＫfbdmd1に上記位相補償要素を乗じ
るようにして、且つ、Ｔc1＞Ｔc2となるように時定数Ｔc1，Ｔc2の値を設定する。このよ
うにした場合には、Ｋfbdmd1をβerrに乗じてなる項は、βerrとその微分値とを線形結合
したものをハイカットフィルタに通したものと等価になる。
【０２８１】
　次いで、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂは、このMfbdmdを不感帯処理部２
２１に通すことによって、不感帯超過フィードバックヨーモーメント要求値Mfbdmd_aを決
定する。なお、図中の不感帯処理部２２１のグラフは、MfbdmdとMfbdmd_aとの関係を例示
するグラフであり、該グラフに関する横軸方向の値はMfbdmdの値、縦軸方向の値はMfbdmd
_aの値である。
【０２８２】
　本実施形態では、実車１のアクチュエータ装置３のフィードバック制御においては、状
態量偏差γerr，βerrを０に近づけるために、主に、アクチュエータ装置３のうちの駆動
・制動装置３Ａのブレーキ装置を操作する。この場合、上記の如く決定されるＭfbdmdに
応じてブレーキ装置を操作すると、該ブレーキ装置が頻繁に操作される恐れがある。本実
施形態では、これを防止するために、Ｍfbdmdを不感帯処理部２２１に通して得られる不
感帯超過フィードバックヨーモーメント要求値Mfbdmd_aに応じてブレーキ装置を操作する
こととした。
【０２８３】
　該不感帯処理部２２１の処理は、具体的には次のように実行される。すなわち、該不感
帯処理部２２１は、Ｍfbdmdの値が０近傍に定めた所定の不感帯に存するときには、Mfbdm
d_a＝０とする。また、Ｍfbdmdが該不感帯の上限値（＞０）よりも大きいときには、Mfbd
md_a＝Mfbdmd－上限値とし、Ｍfbdmdが該不感帯の下限値（＜０）よりも小さいときには
、Mfbdmd_a＝Mfbdmd－下限値とする。換言すれば、Ｍfbdmdの不感帯からの超過分をＭfbd
md_aとして決定する。このようにして決定されるＭfbdmd_aに応じて駆動・制動装置３Ａ
のブレーキ装置を操作するようにすることで、状態量偏差γerr，βerrに応じたブレーキ
装置の頻繁な操作を抑制しつつ、該状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるようにブレー
キ装置を操作できる。なお、不感帯処理部２２１の処理を省略し、Ｍfbdmdをそのまま、
Ｍfbdmd_aとして用いてもよい。
【０２８４】
　次いで、この不感帯超過フィードバックヨーモーメント要求値Ｍfbdmd_aに応じて、前
記アクチュエータ動作ＦＢ目標値（アクチュエータ装置３に対するフィードバック制御入
力）を決定する処理がアクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２により実行される
。
【０２８５】
　該アクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２は、その処理を概略的に説明すると
、実車１の重心点のまわりにＭfbdmd_aを発生させるように（ひいてはγerr，βerrを０
に近づけるように）、駆動・制動装置３Ａのブレーキ装置の動作による各車輪Ｗ１～Ｗ４
の駆動・制動力のフィードバック目標値（γerr，βerrを０に近づけるためのブレーキ装
置のフィードバック制御入力）であるＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_n（
ｎ＝１，２，３，４）を決定する。あるいは、Ｆxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）に加え
て、ステアリング装置３Ｂの動作による前輪Ｗ１，Ｗ２の横力のフィードバック目標値で
あるアクティブ操舵用ＦＢ目標横力Fyfbdmd_fを決定する。
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【０２８６】
　この場合、本実施形態では、不感帯超過フィードバックヨーモーメント要求値Mfbdmd_a
が正方向のモーメント（実車１の上方から見て反時計まわり方向のモーメント）である場
合には、基本的には、実車１の左側の車輪Ｗ１，Ｗ３の駆動・制動力を制動方向に増加さ
せ、それによって、実車１の重心点ＧのまわりにＭfbdmd_aを発生させるようにＦＢ目標
第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）が決定される。さらに、
このとき、実車１の重心点ＧのまわりにＭfbdmd_aを発生させるための左側の車輪Ｗ１，
Ｗ３に関するＦＢ目標第１輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_1およびＦＢ目標第３輪ブレ
ーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_3は、そのそれぞれの変化と、Ｍfbdmd_aとの変化との関係が
比例関係になるように決定される。以降、この比例関係におけるＭfbdmd_aの変化に対す
るＦxfbdmd_1、Ｆxfbdmd_3のそれぞれの変化の割合を、それぞれ前輪側ゲインＧＡ１、後
輪側ゲインＧＡ３という。本実施形態では、Mfbdmd_aが正方向のモーメントである場合に
、Ｆxfbdmd_1、Ｆxfbdmd_3は、それぞれＭfbdmd_aにＧＡ１、ＧＡ３を乗じた値（Ｍfbdmd
_aに比例する値）に決定される。
【０２８７】
　また、Mfbdmd_aが負方向のモーメント（実車１の上方から見て時計まわり方向のモーメ
ント）である場合には、基本的には、実車１の右側の車輪Ｗ１，Ｗ３の駆動・制動力を制
動方向に増加させ、それによって、実車１の重心点ＧのまわりにMfbdmd_aを発生させるよ
うにＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）が決定され
る。さらに、このとき、実車１の重心点ＧのまわりにＭfbdmd_aを発生させるための右側
の車輪Ｗ２，Ｗ４に関するＦＢ目標第２輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_2およびＦＢ目
標第４輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_4は、そのそれぞれの変化と、Ｍfbdmd_aとの変
化との関係が比例関係になるように決定される。以降、この比例関係におけるＭfbdmd_a
の変化に対するＦxfbdmd_2、Ｆxfbdmd_4のそれぞれの変化の割合を、それぞれ前輪側ゲイ
ンＧＡ２、後輪側ゲインＧＡ４という。本実施形態では、Mfbdmd_aが負方向のモーメント
である場合に、Ｆxfbdmd_2、Ｆxfbdmd_4は、それぞれＭfbdmd_aにＧＡ２、ＧＡ４を乗じ
た値（Ｍfbdmd_aに比例する値）に決定される。
【０２８８】
　以降の説明では、図１３に示す如く、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の間隔（すなわち前輪Ｗ
１，Ｗ２のトレッド）をｄf、後輪Ｗ３，Ｗ４の間隔（すなわち後輪Ｗ３，Ｗ４のトレッ
ド）をｄr、前輪Ｗ１，Ｗ２の実舵角（実前輪舵角）をδf_actとする。また、実車１を上
方から見たときに、第ｎ輪Ｗｎの前後方向と直交する方向（水平面上で直交する方向）で
の該第ｎ輪Ｗｎと実車１の重心点Ｇとの距離をＬｎ（ｎ＝１，２，３，４）とする。また
、本実施形態では、後輪Ｗ３，Ｗ４は非操舵輪であるので図示は省略するが、後輪Ｗ３，
Ｗ４の実舵角（実後輪舵角）をδr_actとする。本実施形態では、δr_act＝０であり、Ｌ
３＝Ｌ４＝ｄr／２である。
【０２８９】
　なお、図１３中のＬfは、実車１の重心点Ｇと前輪Ｗ１，Ｗ２の車軸との前後方向距離
、Ｌrは実車１の重心点Ｇと後輪Ｗ１，Ｗ２の車軸との前後方向距離である。これらのＬf
，Ｌrの値は、前記図３で示したモデル車両に関するＬf，Ｌrの値と同じである。
【０２９０】
　アクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２の処理を以下に具体的に説明する。ま
ず、実車１の直進走行状態（δf_act＝０であるときの走行状態）を想定し、この直進走
行状態で、実車１の重心点Ｇまわりに、Mfbdmd_aに等しいヨー方向のモーメントを発生さ
せるために必要な第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）の駆動・制動力である第ｎ輪駆動・
制動力フル要求値Ｆxfullfbdmd_nをそれぞれ処理部２２２a_n（ｎ＝１，２，３，４）に
より決定する。
【０２９１】
　具体的には、Ｆxfullfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）は、各処理部２２２a_nにおいて
、次式２４ａ～２４ｄの乗算演算により決定される。
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【０２９２】
 
　Ｆxfullfbdmd_1＝－（２／ｄf）・Mfbdmd_a　　　　……式２４ａ
　Ｆxfullfbdmd_2＝（２／ｄf）・Mfbdmd_a　　　　　……式２４ｂ
　Ｆxfullfbdmd_3＝－（２／ｄr）・Mfbdmd_a　　　　……式２４ｃ
　Ｆxfullfbdmd_4＝（２／ｄr）・Mfbdmd_a　　　　　……式２４ｄ
 
　次いで、アクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２は、実前輪舵角δf_actに応
じて、第１輪分配比率補正値Ｋ1_strおよび第２輪分配比率補正値Ｋ2_strをそれぞれ処理
部２２２b_1，２２２b_2において決定すると共に、実後輪舵角δr_actに応じて、第３輪
分配比率補正値Ｋ3_strおよび第４輪分配比率補正値Ｋ4_strをそれぞれ処理部２２２b_3
，２２２b_4において決定する。これらの第ｎ輪分配比率補正値Ｋn_str（ｎ＝１，２，３
，４）は、それぞれＦxfullfbdmd_nに乗じる補正係数である。
【０２９３】
　ここで、実前輪舵角δf_actが０から変化すると、実車１の重心点ＧのまわりにMfbdmd_
aに等しいヨー方向のモーメントを発生する第１輪Ｗ１および第２輪Ｗ２の駆動・制動力
は、それぞれ前記式２４ａ，２４ｂにより決定されるFxfullfbdmd_1、Fxfullfbdmd_2から
変化する。同様に、後輪Ｗ３，Ｗ４が操舵輪である場合には、実後輪舵角δr_actが０か
ら変化すると、実車１の重心点ＧのまわりにMfbdmd_aに等しいヨー方向のモーメントを発
生する第３輪Ｗ３および第４輪Ｗ４の駆動・制動力は、それぞれ前記式２４ｃ，２４ｄに
より決定されるFxfullfbdmd_3、Fxfullfbdmd_4から変化する。第ｎ輪分配比率補正値Ｋn_
strは、基本的には、このような舵角の影響を考慮してFxfullfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，
４）を補正し、Mfbdmd_aに等しいか、もしくはこれに近いヨー方向のモーメントを実車１
の重心点Ｇのまわりに発生する第ｎ輪Ｗnの駆動・制動力を決定するための補正係数であ
る。
【０２９４】
　ただし、本実施形態では、後輪Ｗ３，Ｗ４は非操舵輪であるので、常にδr_act＝０で
ある。このため、Ｋ3_strおよびＫ4_strは実際には、常に「１」に設定される。従って、
処理部２２２b_3，２２２b_4は省略してもよい。
【０２９５】
　一方、前輪Ｗ１，Ｗ２に関するＫ1_str，Ｋ2_strは、それぞれ処理部２２２b_1，２２
２b_2において次のように決定される。すなわち、まず、図１３に示したＬ１，Ｌ２の値
が、あらかじめ設定されたｄf，Ｌfの値と、δf_actの値とから、次式２５ａ，２５ｂの
幾何学演算により算出される。なお、この演算におけるδf_actの値としては、センサ・
推定器１２で検出または推定された値（今回値）を用いればよいが、実車１の前輪Ｗ１，
Ｗ２の舵角の目標値（各制御処理周期で最終的に決定される目標値）の前回値を使用して
もよい。また、ステアリング装置３Ｂが、機械式ステアリング装置である場合には、該機
械式ステアリング装置のオーバーオールステアリング比と前記運転操作入力のうちのステ
アリング角θhとから決定してもよい。あるいは、前記規範操作量決定部１４の処理部１
４ａで決定した無制限時前輪舵角δf_unltdの今回値を使用してもよい。
【０２９６】
 
　Ｌ１＝（ｄf／２）・cosδf_act－Ｌf・sinδf_act　　　　　……式２５ａ
　Ｌ２＝（ｄf／２）・cosδf_act＋Ｌf・sinδf_act　　　　　……式２５ｂ
 
　ここで、前輪Ｗ１，Ｗ２のそれぞれの駆動・制動力にＬ１，Ｌ２をそれぞれ乗じたもの
が、実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントである。従って、基本的
には、Ｋ1_str＝（ｄf／２）／Ｌ１、Ｋ2_str＝（ｄf／２）／Ｌ２として、これらをそれ
ぞれFxfullfbdmd_1、Fxfullfbdmd_2に乗じることで、重心点ＧのまわりにMfbdmd_aに等し
いヨー方向のモーメントを発生させる前輪Ｗ１，Ｗ２の駆動・制動力を決定できる。
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【０２９７】
　ただし、このようにすると、Ｌ１またはＬ２が小さいときに、Ｋ1_strまたはＫ2_strが
過大になって、状態量偏差γerr，βerrに応じた実車１の全体のフィードバックループゲ
インが過大になり、制御系の発振などが生じやすい。
【０２９８】
　そこで、本実施形態では、次式２６ａ，２６ｂにより、Ｋ1_str，Ｋ2_strを決定する。
【０２９９】
 
　Ｋ1_str＝（ｄf／２）／max（Ｌ１，Ｌmin）　　　　……式２６ａ
　Ｋ2_str＝（ｄf／２）／max（Ｌ２，Ｌmin）　　　　……式２６ｂ
 
　ここで、式２６ａ、式２６ｂにおいて、max（ａ，ｂ）（ａ，ｂは一般変数）は、変数
ａ，ｂのうちの大きい方の値を出力する関数、Ｌminは、ｄf／２よりも小さい正の定数で
ある。これにより、Ｋ1_str，Ｋ2_strが過大になるのを防止した。換言すれば、本実施形
態では、（ｄf／２）／Ｌmin（＞１）をＫ1_str，Ｋ2_strの上限値とし、この上限値以下
で、実前輪舵δf_actに応じてＫ1_str，Ｋ2_strが設定される。
【０３００】
　なお、本実施形態では、後輪Ｗ３，Ｗ４は非操舵輪であるので、前記した通りＫ3_str
＝Ｋ4_str＝１である。ただし、後輪Ｗ３，Ｗ４が操舵輪である場合には、実前輪舵角δf
_actに応じて上記の如くＫ1_str，Ｋ2_strを設定した場合と同様に、実後輪舵角δr_act
に応じてＫ3_str，Ｋ4_strを設定することが望ましい。
【０３０１】
　次いで、アクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２は、処理部２２２c_n（ｎ＝
１，２，３，４）において、第ｎ輪分配ゲインＫnを実前輪横すべり角βf_act（今回値）
もしくは実後輪横すべり角βr_act（今回値）に応じて決定する。このＫnは、これを第ｎ
輪駆動・制動力フル要求値Fxfullfbdmd_nに乗じることで、Fxfullfbdmd_nを補正する補正
係数（１よりも小さい正の値）である。
【０３０２】
　この場合、第ｎ輪分配ゲインＫnは、各処理部２２２c_nにおいて次のように決定される
。
【０３０３】
　実車１の左側で前後に配置される第１輪Ｗ１および第３輪Ｗ３に関する第１輪分配ゲイ
ンＫ１と第３輪分配ゲインＫ３とは、それぞれ図１４（ａ），（ｂ）の実線のグラフで示
す如くβf_act，βr_actに応じて実質的に連続的に変化するように決定される。また、実
車１の右側で前後に配置される第２輪Ｗ２および第４輪Ｗ４に関する第２輪分配ゲインＫ
２と第４輪分配ゲインＫ４とは、それぞれ図１４（ａ），（ｂ）の破線のグラフで示す如
くβf_act，βr_actに応じて実質的に連続的に変化するように決定される。なお、Ｋｎは
、いずれも１よりも小さい正の値である。また、「実質的に連続」というのは、アナログ
量を離散系で表したときに必然的に生じる値の飛び（量子化）は、アナログ量の連続性を
損なうものではないということを意味する。
【０３０４】
　この場合、さらに詳細には、第１輪分配ゲインＫ１および第３輪分配ゲインＫ３に関し
、Ｋ１は、図１４（ａ）の実線のグラフで示す如く、βf_actが負の値から正の値に増加
するに伴い、所定の下限値から所定の上限値まで単調に増加していくようにβf_actの値
に応じて決定される。従って、Ｋ１は、βf_actが正の値であるときに、負の値であると
きよりも値が大きくなるように決定される。
【０３０５】
　一方、Ｋ３は、図１４（ｂ）の実線のグラフで示す如く、βr_actが負の値から正の値
に増加するに伴い、所定の上限値から所定の下限値まで単調に減少していくようにβr_ac
tの値に応じて決定される。従って、Ｋ３は、βr_actが負の値であるときに、正の値であ
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るときよりも値が大きくなるように決定される。
【０３０６】
　なお、図１４（ａ），（ｂ）の実線のグラフは、βf_act，βr_actが互いに一致もしく
はほぼ一致するとき、それらのβf_act，βr_actに対応するＫ１，Ｋ３の値の和がほぼ１
になるように設定されている。
【０３０７】
　また、第２輪分配ゲインＫ２および第４輪分配ゲインＫ４に関し、Ｋ２は、図１４（ａ
）の破線のグラフで示す如く、βf_actが負の値から正の値に増加するに伴い、所定の上
限値から所定の下限値まで単調に減少していくようにβf_actの値に応じて決定される。
この場合、Ｋ２とβf_actとの関係を表す破線のグラフが、Ｋ１とβf_actとの関係を表す
実線のグラフを、縦軸（βf_act＝０の線）を中心にして左右を反転させてなるグラフと
同じである。従って、βf_actの各値におけるＫ２の値は、βf_actの正負を反転させた値
におけるＫ１の値に等しくなるように決定される。
【０３０８】
　また、Ｋ４は、図１４（ｂ）の破線のグラフで示す如く、βr_actが負の値から正の値
に増加するに伴い、所定の下限値から所定の上限値まで単調に増加していくようにβr_ac
tの値に応じて決定される。この場合、Ｋ４とβr_actとの関係を表す破線のグラフが、Ｋ
３とβr_actとの関係を表す実線のグラフを、縦軸（βr_act＝０の線）を中心にして左右
を反転させてなるグラフと同じである。従って、βr_actの各値におけるＫ４の値は、βr
_actの正負を反転させた値におけるＫ３の値に等しくなるように決定される。
【０３０９】
　以上のように第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝１，２，３，４）を決定することで、実車１
の定常走行時など、βf_actとβr_actとがほぼ同じ値となる状況では、前輪Ｗ１に対応す
る第１輪分配ゲインＫ１と該前輪Ｗ１の真後ろの後輪Ｗ３に対応する第３輪分配ゲインＫ
２との比率が、Ｋ１とＫ３との和をほぼ一定に保ちつつ、βf_actおよびβr_actの変化に
対して単調に変化することとなる。同様に、前輪Ｗ２に対応する第２輪分配ゲインＫ２と
該前輪Ｗ２の真後ろの後輪Ｗ４に対応する第４輪分配ゲインＫ４との比率が、Ｋ２とＫ４
との和をほぼ一定に保ちつつ、βf_actおよびβr_actの変化に対して単調に変化すること
となる。
【０３１０】
　第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝１，２，３，４）をβf_act，βr_actに応じて上記の如く
決定する理由については後述する。
【０３１１】
　補足すると、本実施形態では、βf__act，βr_actをそれぞれ前輪側ゲイン調整パラメ
ータ、後輪側ゲイン調整パラメータとして用い、それに応じて上記の如く第ｎ輪分配ゲイ
ンＫnを変化させるようにしている。そして、これによって、後述する如く、前記前輪側
ゲインＧＡ１，ＧＡ２を前輪側ゲイン調整パラメータとしてのβf_actに応じて変化させ
、また、後輪側ゲインＧＡ３，ＧＡ４を後輪側ゲイン調整パラメータとしてのβr_actに
応じて変化させるようにしている。この場合、βf_actは、前輪Ｗ１，Ｗ２の横方向運動
に関する状態量としての意味を持ち、βr_actは、後輪Ｗ３，Ｗ４の横方向運動に関する
状態量としての意味を持つ。なお、前輪Ｗ１，Ｗ２に関する第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝
１，２）をそれぞれ決定するために、各前輪Ｗ１，Ｗ２毎に検出または推定されたβf_ac
tを使用してもよいが、いずれか一方の前輪Ｗ１またはＷ２について検出または推定され
たβf_act、あるいは、各前輪Ｗ１，Ｗ２毎に検出または推定されたβf_actの平均値__を
実前輪横すべり角の代表値とし、この代表値に応じて分配ゲインＫ１，Ｋ２の両者を決定
するようにしてもよい。このことは、後輪Ｗ３，Ｗ４に関する分配ゲインＫ３，Ｋ４を決
定する場合についても同様である。
【０３１２】
　上記の如くＫn_str、Ｋn（ｎ＝１，２，３，４）を決定した後、アクチュエータ動作Ｆ
Ｂ目標値分配処理部２２２は、各第ｎ輪駆動・制動力フル要求値Ｆxfullfbdmd_n（ｎ＝１
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，２，３，４）に、処理部２２２b_n、２２２c_nにてそれぞれ、Ｋn_str、Ｋnを乗じるこ
とで、第ｎ輪分配駆動・制動力基本値Ｆxfb_nを決定する。すなわち、第ｎ輪分配駆動・
制動力基本値Ｆxfb_n（ｎ＝１，２，３，４）を次式２７ａ～２７ｄにより決定する。
【０３１３】
 
　Ｆxfb_1＝Ｆxfullfbdmd_1・Ｋ1_str・Ｋ１　　　　……式２７ａ
　Ｆxfb_2＝Ｆxfullfbdmd_2・Ｋ2_str・Ｋ２　　　　……式２７ｂ
　Ｆxfb_3＝Ｆxfullfbdmd_3・Ｋ3_str・Ｋ３　　　　……式２７ｃ
　Ｆxfb_4＝Ｆxfullfbdmd_4・Ｋ4_str・Ｋ４　　　　……式２７ｄ
 
　なお、このようにＦxfb_n（ｎ＝１，２，３，４）を決定したとき、Mfbdmd_a＞０であ
るときには、左側の車輪Ｗ１，Ｗ３に係わるＦxfb_1，Ｆxfb_3が制動方向の駆動・制動力
（負の駆動・制動力）となり、右側の車輪Ｗ２，Ｗ４に係わるＦxfb_2，Ｆxfb_4が駆動方
向の駆動・制動力（正の駆動・制動力）となる。また、Mfbdmd_a＜０であるときには、左
側の車輪Ｗ１，Ｗ３に係わるＦxfb_1，Ｆxfb_3が駆動方向の駆動・制動力（正の駆動・制
動力）となり、右側の車輪Ｗ２，Ｗ４に係わるＦxfb_2，Ｆxfb_4が制動方向の駆動・制動
力（負の駆動・制動力）となる。さらに、第ｎ輪分配駆動・制動力基本値Ｆxfb_nはいず
れも、Mfbdmd_aに比例するものとなる。
【０３１４】
　次いで、アクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２は、上記の如く決定した第ｎ
輪分配駆動・制動力基本値Ｆxfb_n（ｎ＝１，２，３，４）を、それぞれ第ｎ輪Ｗｎに対
応するリミッタ２２２d_nに通すことにより、駆動・制動装置３Ａのブレーキ装置の動作
による第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力のフィードバック目標値であるＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ
駆動・制動力Ｆxfbdmd_nをそれぞれ決定する。
【０３１５】
　ここで、図１２中の各リミッタ２２２d_n（ｎ＝１，２，３，４）のグラフは、Ｆxfb_n
とＦxfbdmd_nとの関係を表すグラフであり、該グラフに関する横軸方向の値がＦxfb_nの
値、縦軸方向の値がＦxfbdmd_nの値である。
【０３１６】
　このリミッタ２２２d_nは、それに入力されるＦxfb_nの値が０または負の値であるとき
にのみ、Ｆxfb_nをそのままＦxfbdmd_nとして出力し、Ｆxfb_nが正の値であるときには、
そのＦxfb_nの値によらずに出力するＦxfbdmd_nの値を０とする。換言すれば、０を上限
値としてＦxfb_nに制限を掛けることによりＦxfbdmd_nを決定する。
【０３１７】
　上記のようにＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_nをそれぞれ決定すること
により、前記したように、Mfbdmd_a＞０である場合には、実車１の左側の車輪Ｗ１，Ｗ３
の駆動・制動力を制動方向に増加させ（Ｆxfbdmd_1＜０、Ｆxfbdmd_3＜０とする）、それ
によって、実車１の重心点ＧのまわりにMfbdmd_aを発生させるようにＦＢ目標第ｎ輪ブレ
ーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）が決定される。なお、この場合には
、右側の車輪Ｗ２，Ｗ４に関しては、本実施形態ではＦxfbdmd_2＝Ｆxfbdmd_4＝０とされ
る。
【０３１８】
　そして、この場合における左側の車輪Ｗ１，Ｗ３に関するＦxfbdmd_1、Ｆxfbdmd_3はそ
れぞれ、前記式２７ａ，２７ｃにより決定されるＦxfb_1、Ｆxfb_3に等しい。従って、Ｍ
fbdmd_a＞０である場合における左側の車輪Ｗ１，Ｗ３に関するＦxfbdmd_1、Ｆxfbdmd_3
はそれぞれＭfbdmd_aに比例する。ひいては、Ｍfbdmd_aの変化とＦxfbdmd_1、Ｆxfbdmd_3
のそれぞれの変化との関係が比例関係になる。さらに、この場合、前記式２４ａと式２７
ａとから明らかなように、前輪Ｗ１に関する前輪側ゲインＧＡ１は、ＧＡ１＝－（２／ｄ
f）・Ｋ1_str・Ｋ１であるから、Ｋ１に比例する。そして、このＫ１は、前記したように
前輪側ゲイン調整パラメータとしての実前輪横すべり角βf_actに応じて変化するように
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決定されるので、前輪側ゲインＧＡ１も、βf_actに応じて変化することとなる。従って
、Fxfbdmd_1は、Ｍfbdmd_aの変化とＦxfbdmd_1の変化との関係が比例関係になり、且つ、
その比例関係における前輪側ゲインＧＡ１が前輪側ゲイン調整パラメータとしてのβf_ac
tに応じて変化するように決定されていることとなる。同様に、前記式２４ｃと式２７ｃ
とから明らかなように、後輪Ｗ３に関する後輪側ゲインＧＡ３は、ＧＡ３＝－（２／ｄr
）・Ｋ3_str・Ｋ３であるから、Ｋ３に比例する。そして、このＫ３は、前記したように
後輪側ゲイン調整パラメータとしての実後輪横すべり角βr_actに応じて変化するように
決定されるので、後輪側ゲインＧＡ３も、βr_actに応じて変化することとなる。従って
、Fxfbdmd_3は、Ｍfbdmd_aの変化とＦxfbdmd_3の変化との関係が比例関係になり、且つ、
その比例関係における後輪側ゲインＧＡ３が後輪側ゲイン調整パラメータとしてのβr_ac
tに応じて変化するように決定されていることとなる。
【０３１９】
　また、Mfbdmd_a＜０である場合には、実車１の右側の車輪Ｗ２，Ｗ４の駆動・制動力を
制動方向に増加させ（Ｆxfbdmd_2＜０、Ｆxfbdmd_4＜０とする）、それによって、実車１
の重心点ＧのまわりにMfbdmd_aを発生させるようにＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力
Ｆxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）が決定される。なお、この場合には、左側の車輪Ｗ１
，Ｗ３に関しては、本実施形態では、Ｆxfbdmd_1＝Ｆxfbdmd_3＝０とされる。
【０３２０】
　そして、この場合における右側の車輪Ｗ２，Ｗ４に関するＦxfbdmd_2、Ｆxfbdmd_4はそ
れぞれ、前記式２７ｂ，２７ｄにより決定されるＦxfb_2、Ｆxfb_4に等しい。従って、Ｍ
fbdmd_a＜０である場合における右側の車輪Ｗ２，Ｗ４に関するＦxfbdmd_2、Ｆxfbdmd_4
はそれぞれＭfbdmd_aに比例する。ひいては、Ｍfbdmd_aの変化とＦxfbdmd_2、Ｆxfbdmd_4
のそれぞれの変化との関係が比例関係になる。さらに、この場合、前記式２４ｂと式２７
ｂとから明らかなように、前輪Ｗ２に関する前輪側ゲインＧＡ２は、ＧＡ２＝（２／ｄf
）・Ｋ2_str・Ｋ２であるから、Ｋ２に比例する。そして、このＫ２は、前記したように
前輪側ゲイン調整パラメータとしての実前輪横すべり角βf_actに応じて変化するように
決定されるので、前輪側ゲインＧＡ２も、βf_actに応じて変化することとなる。従って
、Fxfbdmd_2は、Ｍfbdmd_aの変化とＦxfbdmd_2の変化との関係が比例関係になり、且つ、
その比例関係における前輪側ゲインＧＡ２が前輪側ゲイン調整パラメータとしてのβf_ac
tに応じて変化するように決定されていることとなる。同様に、前記式２４ｄと式２７ｄ
とから明らかなように、後輪Ｗ４に関する後輪側ゲインＧＡ４は、ＧＡ４＝（２／ｄr）
・Ｋ4_str・Ｋ４であるから、Ｋ４に比例する。そして、このＫ４は、前記したように後
輪側ゲイン調整パラメータとしての実後輪横すべり角βr_actに応じて変化するように決
定されるので、後輪側ゲインＧＡ４も、βr_actに応じて変化することとなる。従って、F
xfbdmd_4は、Ｍfbdmd_aの変化とＦxfbdmd_4の変化との関係が比例関係になり、且つ、そ
の比例関係における後輪側ゲインＧＡ４が後輪側ゲイン調整パラメータとしてのβr_act
に応じて変化するように決定されていることとなる。
【０３２１】
　また、いずれの場合でも、前記第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝１，２，３，４）は、βf_a
ctまたはβr_actに応じて実質的に連続的に変化するように決定されるので、Ｆxfbdmd_n
が不連続的に変化するような事態が防止される。
【０３２２】
　また、Ｍfbdmd_a＞０となる場合での実車１の定常走行時など、βf_actとβr_actとが
ほぼ同じ値となる状況では、左側の前輪Ｗ１および後輪Ｗ３に対応する第１輪分配ゲイン
Ｋ１と第３輪分配ゲインＫ２との比率、ひいては、前輪側ゲインＧＡ１と後輪側ゲインＧ
Ａ３との比率である前後車輪比率が、βf_actおよびβr_actの値の変化に対して単調に変
化することとなる。同様に、Ｍfbdmd_a＜０となる場合での実車１の定常走行時など、βf
_actとβr_actとがほぼ同じ値となる状況では、右側の前輪Ｗ２および後輪Ｗ４に対応す
る第２輪分配ゲインＫ２と第４輪分配ゲインＫ４との比率、ひいては、前輪側ゲインＧＡ
２と後輪側ゲインＧＡ４との比率である前後車輪比率が、βf_actおよびβr_actの値の変
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化に対して単調に変化することとなる。
【０３２３】
　ここで、第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝１，２，３，４）をβf_act，βr_actに応じて前
記したような傾向で決定した理由を以下に説明する。
【０３２４】
　まず、Mfbdmd_a＞０である場合には、前記したように実車１の左側の車輪である第１輪
Ｗ１および第３輪Ｗ３の駆動・制動力を制動方向に増加させるようにＦＢ目標第ｎ輪ブレ
ーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_nが決定されることとなる。
【０３２５】
　そして、この場合に、βf_act＜０，βr_act＜０となる状況を想定する。このような状
況で、仮にＫ１の値を大きめに設定する（ひいてはＦxfbdmd_1が制動方向に大きくなるよ
うにする）と共に、Ｋ３の値を小さめに設定する（ひいてはFxfbdmd_3が制動方向に大き
くなるのを抑制する）と、第１輪Ｗ１の横力（これはMfbdmd_aと同方向のモーメントを実
車１の重心点まわりに発生させるように機能する）が小さくなり、また、第３輪Ｗ３の横
力（これはMfbdmd_aと逆方向のモーメントを実車１の重心点まわりに発生させるように機
能する）が大きめになる。このため、実車１の重心点Ｇのまわりに、Mfbdmd_aにより要求
される正方向のモーメント（ヨー軸まわりのモーメント）を十分に発生することが困難と
なる恐れがある。そこで、βf_act＜０，βr_act＜０となる状況では、第１輪分配ゲイン
Ｋ１を小さめの値に決定すると共に、第３輪分配ゲインＫ３を大きめの値に決定するよう
にした。
【０３２６】
　さらに、Ｍfbdmd_a＞０である場合に、βf_act＞０，βr_act＞０となる状況を想定す
る。このような状況で、仮にＫ１の値を小さめに設定する（ひいてはFxfbdmd_1が制動方
向に大きくなるのを抑制する）と共に、Ｋ３の値を大きめに設定する（ひいてはＦxfbdmd
_3が制動方向に大きくなるようにする）と、第１輪Ｗ１の横力（これはMfbdmd_aと逆方向
のモーメントを実車１の重心点まわりに発生させるように機能する）が大きめになり、ま
た、第３輪Ｗ３の横力（これはMfbdmd_aと同方向のモーメントを実車１の重心点まわりに
発生させるように機能する）が小さくなる。このため、実車１の重心点Ｇのまわりに、Mf
bdmd_aにより要求される正方向のモーメント（ヨー軸まわりのモーメント）を十分に発生
することが困難となる恐れがある。そこで、βf_act＞０，βr_act＞０となる状況では、
第１輪分配ゲインＫ１を大きめの値に決定すると共に、第３輪分配ゲインＫ３を小さめの
値に決定するようにした。
【０３２７】
　また、Mfbdmd_a＜０である場合には、前記したように実車１の右側の車輪である第２輪
Ｗ２および第４輪Ｗ４の駆動・制動力を制動方向に増加させるようにＦＢ目標第ｎ輪ブレ
ーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_nが決定されることとなる。
【０３２８】
　そして、この場合に、βf_act＜０，βr_act＜０となる状況を想定する。このような状
況で、仮にＫ２の値を小さめに設定する（ひいてはＦxfbdmd_2が制動方向に大きくなるの
を抑制する）と共に、Ｋ４の値を大きめに設定する（ひいてはFxfbdmd_4が制動方向に大
きくなるようにする）と、第２輪Ｗ２の横力（これはMfbdmd_aと逆向きのモーメントを実
車１の重心点まわりに発生させるように機能する）が大きめになり、また、第４輪Ｗ４の
横力（これはMfbdmd_aと同じ向きのモーメントを実車１の重心点まわりに発生させるよう
に機能する）が小さくなる。このため、実車１の重心点Ｇのまわりに、Mfbdmd_aにより要
求される負方向のモーメント（ヨー軸まわりのモーメント）を十分に発生することが困難
となる恐れがある。そこで、βf_act＜０，βr_act＜０となる状況では、第２輪分配ゲイ
ンＫ２を大きめの値に決定すると共に、第４輪分配ゲインＫ４を小さめの値に決定するよ
うにした。
【０３２９】
　さらに、Ｍfbdmd_a＜０である場合に、βf_act＞０，βr_act＞０となる状況を想定す
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る。このような状況で、仮にＫ２の値を大きめに設定する（ひいてはFxfbdmd_2が制動方
向に大きくなるようにする）と共に、Ｋ４の値を小さめに設定する（ひいてはＦxfbdmd_4
が制動方向に大きくなるのを抑制する）と、第２輪Ｗ２の横力（これはMfbdmd_aと同じ向
きのモーメントを実車１の重心点まわりに発生させるように機能する）が小さくなり、ま
た、第４輪Ｗ４の横力（これはMfbdmd_aと逆向きのモーメントを実車１の重心点まわりに
発生させるように機能する）が大きめになる。このため、実車１の重心点Ｇのまわりに、
Mfbdmd_aにより要求される負方向のモーメント（ヨー軸まわりのモーメント）を十分に発
生することが困難となる恐れがある。そこで、βf_act＞０，βr_act＞０となる状況では
、第２輪分配ゲインＫ２を小さめの値に決定すると共に、第４輪分配ゲインＫ４を大きめ
の値に決定するようにした。
【０３３０】
　以上のように、第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝１，２，３，４）を前記したように決定す
ることで、Ｍfbdmd_aのヨー方向モーメントを実車１の重心点Ｇのまわりに発生させる上
で有効となる横力が小さくなり過ぎないようにしつつ、Ｍfbdmd_aのヨー方向モーメント
を実車１の重心点Ｇのまわりに発生させる上で妨げとなる横力が過大にならないようにす
ることができる。
【０３３１】
　また、前記のように第ｎ分配ゲインＫn（ｎ＝１，２，３，４）を決定することで、実
車１の定常円旋回時や定常直進時のように、βf_actとβr_actとが一致またはほぼ一致す
る状況では、Ｋ１の値とＫ３の値との和、およびＫ２の値とＫ４の値との和は、それぞれ
ほぼ１になる。このことは、ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Ｆxfbdmd_nに従って忠
実に駆動・制動装置３Ａのブレーキ装置が動作すれば、Mfbdmd_aから実車１の重心点Ｇの
まわりに実際に発生するモーメント（ヨー方向のモーメント）までの伝達関数のゲインが
ほぼ１になる（実際に発生するヨー方向のモーメントがMfbdmd_aにほぼ等しくなる）こと
を意味する。
【０３３２】
　補足すると、実車１の過渡的な運動状況などにおいて、βf_actとβr_actとの差が大き
くなることがある。そして、この場合には、Ｋ１の値とＫ３の値との和、およびＫ２の値
とＫ４の値との和は、それぞれ１から大きくずれることとなる。これを解消するために、
Ｋ１，Ｋ３の値を前記した如く決定した後、それらの値の比を一定に保ちながらＫ１，Ｋ
３の値を修正して、その修正後のＫ１，Ｋ３の値の和がほぼ１になるか、あるいは、修正
前のＫ１，Ｋ３の値の和よりも１に近づくようにすることが好ましい。同様に、Ｋ２，Ｋ
４の値を前記した如く決定した後、それらの値の比を一定に維持しつつ、Ｋ２，Ｋ４の値
を修正して、その修正後のＫ２，Ｋ４の値の和がほぼ１になるか、あるいは、修正前のＫ
２，Ｋ４の値の和よりも１に近づくようにすることが好ましい。具体的には、例えば第ｎ
分配ゲインＫｎ（ｎ＝１，２，３，４）を前記図１４（ａ），（ｂ）のグラフに従って決
定した後、Ｋ１’＝Ｋ１／（Ｋ１＋Ｋ３）、Ｋ３’＝Ｋ３／（Ｋ１＋Ｋ３），Ｋ２’＝Ｋ
２／（Ｋ２＋Ｋ４）、Ｋ４’＝Ｋ４／（Ｋ２＋Ｋ４）によって、Ｋ１’，Ｋ２’，Ｋ３’
，Ｋ４’を求める。そして、Ｋ１’，Ｋ２’，Ｋ３’，Ｋ４’をそれぞれ改めて、Ｋ１，
Ｋ２，Ｋ３，Ｋ４の値として決定するようにすればよい。
【０３３３】
　なお、この例では、Ｋ１とＫ３との和、並びに、Ｋ２とＫ４との和が常に、１に維持さ
れることとなるが、必ずしも、１に一致させる必要はなく、それらの和が、１の近傍の範
囲内の値になるように、Ｋ１～Ｋ４の値を修正するようにしてもよい。あるいは、Ｋ１と
Ｋ３との和、並びに、Ｋ２とＫ４との和がより１に近づくようにＫ１～Ｋ４を修正するよ
うにしてもよい。
【０３３４】
　また、本実施形態のアクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２は、前記したよう
にＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Fxfbdmd_nを決定することに加えて、前記フィー
ドバックヨーモーメント要求値Ｍfbdmdを処理部２２２ｅに入力し、該処理部２２２ｅに
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より、ステアリング装置３Ｂの動作による前輪Ｗ１，Ｗ２の横力のフィードバック目標値
であるアクティブ操舵用ＦＢ目標横力Ｆyfbdmd_fを決定する。ここで、図中の処理部２２
２ｅのグラフは、ＭfbdmdとＦyfbdmd_fとの関係を表すグラフであり、該グラフに関する
横軸方向の値がＭfbdmdの値、縦軸方向の値がＦyfbdmd_fの値である。このグラフに見ら
れるように、処理部２２２ｅでは、基本的には、Ｍfbdmdの増加に伴い、Ｆyfbdmd_fが単
調に増加していくようにＦyfbdmd_fが決定される。この場合、Ｆyfbdmd_fは、処理部２２
２ｅに入力されるＭfbdmdの値から、例えばマップを用いて決定される。
【０３３５】
　なお、Ｆyfbdmd_fは、Ｍfbdmdに所定のゲインを乗じることにより決定するようにして
もよい。また、Ｆyfbdmd_fは、所定の上限値（＞０）と下限値（＜０）との間の範囲内で
Ｍfbdmdに応じて決定するようにしてもよい。
【０３３６】
　補足すると、処理部２２２ｅの処理は、ステアリング装置３Ｂがアクティブステアリン
グ装置であるか機械式ステアリング装置であるかによらずに省略してもよい。処理部２２
２ｅの処理によって、アクティブ操舵用ＦＢ目標横力Ｆyfbdmd_fを決定し、これに応じて
ステアリング装置３Ｂの動作を操作する場合には、ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力
Fxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）によって実車１の重心点Ｇのまわりに発生させようと
するヨー方向のモーメントと、アクティブ操舵用ＦＢ目標横力Ｆyfbdmd_fによって実車１
の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントとの和が前記フィードバックヨーモ
ーメント基本要求値Ｍfbdmdにほぼ等しくなるように、Fxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）
およびＦyfbdmd_fを決定することがより好ましい。例えば、ＭfbdmdとMfbdmd_aとの差に
応じてアクティブ操舵用ＦＢ目標横力Ｆyfbdmd_fを決定するようにしてもよい。この場合
には、Mfbdmd_a＝０であるときに、Ｆyfbdmd_fによって、実車１の重心点ＧのまわりにＭ
fbdmdにほぼ等しいヨー方向のモーメントを発生させるようにＦyfbdmd_fを決定すること
が望ましい。
【０３３７】
　以上が本実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理の詳細で
ある。この処理によって、前記した如く、Ｍfbdmdを０に近づけるように（ひいては状態
量偏差γerr，βerrを０に近づけるように）、ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Fxfb
dmd_n（ｎ＝１，２，３，４）が、あるいは、Fxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）とアクテ
ィブ操舵用ＦＢ目標横力Ｆyfbdmd_fとがアクチュエータ動作ＦＢ目標値として決定される
。
【０３３８】
　なお、前記リミッタ２２２d_n（ｎ＝１，２，３，４）は、それに入力されるＦxfb_nを
０よりも若干大きい所定の正の上限値以下に制限してなる値をＦxfbdmd_nとして出力する
ようにしてもよい。例えば、Ｆxfb_nが該上限値以下の値であるときには、Ｆxfb_nをその
ままＦxfbdmd_nとして出力し、Ｆxfb_nが上限値よりも大きい正の値であるときには、該
上限値をＦxfbdmd_nとして出力する。このようにした場合には、正の値のＦxfbdmd_nは、
ブレーキ装置による第ｎ輪Ｗｎの制動方向の駆動・制動力の大きさを減少させるように機
能するフィードバック制御入力となる。
【０３３９】
　また、各車輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）に対して、処理部２２２a_nからリミッタ２
２２d_nまでの処理（Mfbdmd_aと、δf_actもしくはδr_actと、βf_actもしくはβr_act
とを基にＦxfbdmd_nを決定する処理）、あるいは、処理部２２２b_nからリミッタ２２２d
_nまでの処理（Ｆxfullfbdmd_nと、δf_actもしくはδr_actと、βf_actもしくはβr_act
とを基にＦxfbdmd_nを決定する処理）、あるいは、処理部２２２c_nからリミッタ２２２d
_nまでの処理（処理部２２２b_nの出力と、βf_actもしくはβr_actとを基にＦxfbdmd_n
を決定する処理）、あるいは、処理部２２２a_nからリミッタ２２２d_nまでの処理のうち
の２以上の部分を合わせた処理（例えば処理部２２２b_nから処理部２２２c_nまでの処理
）を、それらの処理に必要な入力値からマップや関数式を使用して出力を決定するように
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変更してもよい。
【０３４０】
　例えば、処理部２２２c_nからリミッタ２２２d_nまでの処理をマップを使用して行なう
場合には、第１輪用のマップを、例えば図１５（ａ）～（ｅ）に示す如く設定しておき、
第３輪用のマップを、例えば図１６（ａ）～（ｅ）に示す如く設定しておけばよい。この
場合、図１５（ａ）～（ｅ）のそれぞれのグラフは、βf_actの代表的な複数種類の値の
それぞれに対応して、処理部２２２b_1の出力（＝Fxfullfbdmd_1・Ｋ1_str）とFxfbdmd_1
との関係を、それぞれの値をグラフの横軸方向の値、縦軸方向の値として表している。ま
た、図１６（ａ）～（ｅ）のそれぞれのグラフは、βr_actの代表的な複数種類の値のそ
れぞれに対応して、処理部２２２b_3の出力（＝Fxfullfbdmd_3・Ｋ3_str）とFxfbdmd_3と
の関係を、それぞれの値をグラフの横軸方向の値、縦軸方向の値として表している。また
、図１５において、βf_actの値に関し、「βf--」は、絶対値が比較的大きい負の値を意
味し、「βf-」は、絶対値が比較的小さい負の値を意味し、「βf+」は、絶対値が比較的
小さい正の値を意味し、「βf++」は、絶対値が比較的大きい正の値を意味する。同様に
、図１６において、βr_actの値に関し、「βr--」は、絶対値が比較的大きい負の値を意
味し、「βr-」は、絶対値が比較的小さい負の値を意味し、「βr+」は、絶対値が比較的
小さい正の値を意味し、「βr++」は、絶対値が比較的大きい正の値を意味する。
【０３４１】
　なお、第２輪用のマップは、図示を省略するが、処理部２２２b_2の出力（＝Fxfullfbd
md_2・Ｋ2_str）とFxfbdmd_2との関係が、βf_actの各値において、その値の符号を反転
させた値に対応する第１輪用のマップと同じになる（例えばβf_act＝βf-であるときの
処理部２２２b_2の出力（＝Fxfullfbdmd_2・Ｋ2_str）とFxfbdmd_2との関係が、βf_act
＝βf+であるときの処理部２２２b_1の出力とFxfbdmd_1との関係（図１５（ｃ）のグラフ
で示す関係）と同じになる）ように設定しておけばよい。同様に、第４輪用のマップは、
図示を省略するが、処理部２２２b_4の出力（＝Fxfullfbdmd_4・Ｋ4_str）とFxfbdmd_4と
の関係が、βr_actの各値において、その値の符号を反転させた値に対応する第３輪用の
マップと同じになる（例えばβr_act＝βr-であるときの処理部２２２b_4の出力（＝Fxfu
llfbdmd_4・Ｋ4_str）とFxfbdmd_4との関係が、βr_act＝βr+であるときの処理部２２２
b_3の出力とFxfbdmd_3との関係（図１６（ｃ）のグラフで示す関係）と同じになる）よう
に設定しておけばよい。
【０３４２】
　なお、この例では、処理部２２２b_n（ｎ＝１，２，３，４）の出力が０以下の値であ
るときは、前記図１２に示したものと同様にFxfbdmd_nが決定される。一方、処理部２２
２b_n（ｎ＝１，２，３，４）の出力が正の値であるときは、前記の如くリミッタ２２２d
_nにおける上限値を正の値に設定した場合と同様に、Fxfbdmd_nが比較的小さい値の範囲
内で正の値になる。
【０３４３】
　補足すると、第３輪Ｗ３と第４論Ｗ４とに関する前記処理部２２２b_3，２２２b_4では
、いずれも、その入力値と出力値が等しくなるので、第３輪Ｗ３と第４論Ｗ４とに関して
、処理部２２３c_3からリミッタ２２２d_3までの処理、および処理部２２２c_4からリミ
ッタ２２２d_4までの処理を上記の如くマップを使用して行なうということは、処理部２
２２b_3からリミッタ２２２d_3までの処理と、処理部２２２b_4からリミッタ２２２d_4ま
での処理をマップを使用して行なうことと同じである。
【０３４４】
　また、前輪Ｗ１，Ｗ２に関する第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝１，２）を決定する（ひい
ては、前輪側ゲインＧＡ１，ＧＡ２を操作する）ための前輪側ゲイン調整パラメータとし
て、βf_act以外にも次のようなものを使用してもよい。
【０３４５】
　例えば、βf_actの代わりに、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横すべり速度（前輪Ｗ１，Ｗ
２の進行速度ベクトルのうちの、前輪Ｗ１，Ｗ２の回転軸方向成分）の検出値もしくは推
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定値や、前輪Ｗ１，Ｗ２の横加速度（前輪Ｗ１，Ｗ２の加速度ベクトルの横方向成分）の
検出値もしくは推定値を前輪側ゲイン調整パラメータとして使用してもよい。なお、前輪
Ｗ１，Ｗ２の横すべり速度あるいは横加速度は、βf_actと同様に、該前輪Ｗ１，Ｗ２の
横方向運動に関する状態量の例である。また、これらの横すべり速度や横加速度は、前輪
Ｗ１，Ｗ２毎の検出値もしくは推定値でもよいが、これらの平均値やいずれか一方の前輪
Ｗ１，Ｗ２についての検出値もしくは推定値であってもよい。
【０３４６】
　あるいは、実車１の前部の所定位置（例えば、前輪Ｗ１，Ｗ２の車軸上の中央位置）の
実横すべり角の検出値もしくは推定値、または、該所定位置の横すべり速度（該所定位置
の進行速度ベクトルの横方向成分）の検出値もしくは推定値、または、該所定位置の横加
速度（該所定位置の加速度ベクトルの横方向成分）の検出値もしくは推定値を前輪側ゲイ
ン調整パラメータとして使用してもよい。なお、該所定位置の横すべり角、横すべり速度
、横加速度は、該所定位置の横方向運動に関する状態量の例である。
【０３４７】
　あるいは、前輪Ｗ１，Ｗ２の横力の検出値もしくは推定値を前輪側ゲイン調整パラメー
タとして使用してもよい。なお、該横力は、前輪Ｗ１，Ｗ２毎の検出値もしくは推定値で
もよいが、これらの平均値やいずれか一方の前輪Ｗ１，Ｗ２についての検出値もしくは推
定値であってもよい。
【０３４８】
　上記したいずれの前輪側ゲイン調整パラメータを使用する場合にあっても、該前輪側ゲ
イン調整パラメータと第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝１，２）との関係は、βf_actとＫ１，
Ｋ２との関係と同様に設定すればよい。
【０３４９】
　あるいは、上記したような実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横方向運動に関する状態量（βf_
actなど）と、実車１の前部の所定位置の横方向運動に関する状態量と、前輪Ｗ１，Ｗ２
の横力とのうちのいずれかと相関性を有するパラメータを前輪側ゲイン調整パラメータと
して使用してもよい。例えば、当該横方向運動に関する状態量または横力の検出値もしく
は推定値にほぼ比例するような任意のパラメータを前輪側ゲイン調整パラメータとして使
用してもよい。また、当該横方向運動に関する状態量または横力の値を規定するような１
つ以上のパラメータを前輪側ゲイン調整パラメータとして使用してもよい。例えばβf_ac
tは、基本的には、実車両重心点横すべり角βactと、実ヨーレートγactと、実走行速度
Ｖactと、実前輪舵角δf_actとに応じて規定され（前記式０２ａを参照）、βf_actは、
βact，γact，Ｖact，δf_actの関数として表現できる。従って、これらのβact，γact
，Ｖact，δf_actを前輪側ゲイン調整パラメータとして用い、この前輪側ゲイン調整パラ
メータに応じてマップもしくは関数式により前輪Ｗ１，Ｗ２に関する第ｎ輪分配ゲインＫ
n（ｎ＝１，２）を決定するようにしてもよい。より具体的には、例えば、前記モデル車
両に係わる前記式０２ａのβf_d、βd、γd、Ｖd、δf_dをそれぞれβf_act、βact、γa
ct、Ｖact、δf_actに置き換えた式を基に、前記したβf_actと第１輪分配ゲインＫ１お
よび第２輪分配ゲインＫ２との関係（前記図１４（ａ）のグラフで示す関係）を、βact
、γact、Ｖact、δf_actと、Ｋ１およびＫ２との関係に変換しておく。そして、その変
換してなる関係に基づいて、βact，γact，Ｖact，δf_actに応じてＫ１およびＫ２を決
定するようにすればよい。
【０３５０】
　上記と同様に、後輪Ｗ３，Ｗ４に関する第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝３，４）を決定す
る（ひいては後輪側ゲインＧＡ３，ＧＡ４を操作する）ための前輪側ゲイン調整パラメー
タとして、βr_act以外にも次のようなものを使用してもよい。
【０３５１】
　例えば、βr_actの代わりに、実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４の横すべり速度（後輪Ｗ３，Ｗ
４の進行速度ベクトルのうちの、後輪Ｗ３，Ｗ４の回転軸方向成分）の検出値もしくは推
定値や、後輪Ｗ３，Ｗ４の横加速度（後輪Ｗ３，Ｗ４の加速度ベクトルの横方向成分）の
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検出値もしくは推定値を後輪側ゲイン調整パラメータとして使用してもよい。なお、後輪
Ｗ３，Ｗ４の横すべり速度あるいは横加速度は、βr_actと同様に、該後輪Ｗ３，Ｗ４の
横方向運動に関する状態量の例である。また、これらの横すべり角、横すべり速度や横加
速度は、後輪Ｗ３，Ｗ４毎の検出値もしくは推定値でもよいが、これらの平均値やいずれ
か一方の後輪Ｗ３，Ｗ４についての検出値もしくは推定値であってもよい。
【０３５２】
　あるいは、実車１の後部の所定位置（例えば、後輪Ｗ３，Ｗ４の車軸上の中央位置）の
横すべり角の検出値もしくは推定値、または、該所定位置の横すべり速度（該所定位置の
進行速度ベクトルの横方向成分）の検出値もしくは推定値、または、該所定位置の横加速
度（該所定位置の加速度ベクトルの横方向成分）の検出値もしくは推定値を後輪側ゲイン
調整パラメータとして使用してもよい。なお、該所定位置の横すべり角、横すべり速度、
横加速度は、該所定位置の横方向運動に関する状態量の例である。
【０３５３】
　あるいは、実車１の後輪３，Ｗ４の横力の検出値もしくは推定値を後輪側ゲイン調整パ
ラメータとして使用してもよい。なお、該横力は、後輪Ｗ３，Ｗ４毎の検出値もしくは推
定値でもよいが、これらの平均値やいずれか一方の後輪Ｗ３，Ｗ４についての検出値もし
くは推定値であってもよい。
【０３５４】
　上記したいずれの後輪側ゲイン調整パラメータを使用する場合にあっても、該後輪側ゲ
イン調整パラメータと第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝３，４）との関係は、βr_actとＫ３，
Ｋ４との関係と同様に設定すればよい。
【０３５５】
　あるいは、上記したような実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４の横方向運動に関する状態量（βr_
actなど）と、実車１の後部の所定位置の横方向運動に関する状態量と、後輪Ｗ３，Ｗ４
の横力とのうちのいずれかと相関性を有するパラメータを後輪側ゲイン調整パラメータと
して使用してもよい。例えば、当該横方向運動に関する状態量または横力の検出値もしく
は推定値にほぼ比例するような任意のパラメータを後輪側ゲイン調整パラメータとして使
用してもよい。また、当該横方向運動に関する状態量または横力の値を規定するような１
つ以上のパラメータを後輪側ゲイン調整パラメータとして使用してもよい。例えばβr_ac
tは、基本的には、実車両重心点横すべり角βactと、実ヨーレートγactと、実走行速度
Ｖactとに応じて規定され（前記式０２ｂを参照）、βr_actは、βact，γact，Ｖactの
関数として表現できる。従って、これらのβact，γact，Ｖactを後輪側ゲイン調整パラ
メータとして用い、この後輪側ゲイン調整パラメータに応じてマップもしくは関数式によ
り後輪Ｗ３，Ｗ４に関する第ｎ輪分配ゲインＫn（ｎ＝３，４）を決定するようにしても
よい。より具体的には、例えば、前記モデル車両に係わる前記式０２ｂのβr_d、βd、γ
d、Ｖdをそれぞれβr_act、βact、γact、Ｖactに置き換えた式を基に、前記したβr_ac
tと第３輪分配ゲインＫ３および第４輪分配ゲインＫ４との関係（前記図１４（ｂ）のグ
ラフで示す関係）を、βact、γact、Ｖactと、Ｋ３およびＫ４との関係に変換しておく
。そして、その変換してなる関係に基づいて、βact，γact，Ｖactに応じてＫ３および
Ｋ４を決定するようにすればよい。
【０３５６】
　さらに、上記した如く、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横方向運動に関する状態量と、実車
１の前部の所定位置の横方向運動に関する状態量と、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横力と、
これらの状態量および横力のいずれかと相関性を有するパラメータを前輪側ゲイン調整パ
ラメータとして使用する代わりに、これらに対応する、規範動特性モデル１６上のモデル
車両における状態量や横力、パラメータを前輪側ゲイン調整パラメータとして使用しても
よい。例えば、βf_actの代わりにモデル車両のβf_dを前輪側ゲイン調整パラメータとし
て使用して、第１輪分配ゲインＫ１および第２輪分配ゲインＫ２を決定するようにしても
よい。同様に、実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４の横方向運動に関する状態量と、実車１の後部の
所定位置の横方向運動に関する状態量と、実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４の横力と、これらの状
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態量および横力のいずれかと相関性を有するパラメータを後輪側ゲイン調整パラメータと
して使用する代わりに、これらに対応する、規範動特性モデル１６上のモデル車両におけ
る状態量や横力、パラメータを後輪側ゲイン調整パラメータとして使用してもよい。例え
ば、βr_actの代わりにモデル車両のβr_dを後輪側ゲイン調整パラメータとして使用して
、第３輪分配ゲインＫ３および第４輪分配ゲインＫ４を決定するようにしてもよい。
【０３５７】
　あるいは、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２もしくは前部の所定位置の横方向運動に関する状態
量と、モデル車両の前輪Ｗfもしくは前部の所定位置の横方向運動に関する状態量（実車
１側の状態量と同じ種類の状態量）との合成値、または、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横力
とモデル車両の前輪Ｗfの横力との合成値を前輪側ゲイン調整パラメータと使用してもよ
い。同様に、実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４もしくは後部の所定位置の横方向運動に関する状態
量と、モデル車両の後輪Ｗrもしくは後部の所定位置の横方向運動に関する状態量（実車
１側の状態量と同じ種類の状態量）との合成値、または、実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４の横力
とモデル車両の後輪Ｗrの横力との合成値を後輪側ゲイン調整パラメータと使用してもよ
い。例えば、実車１のβf_actとモデル車両のβf_dとの重み付き平均値に応じて第１輪分
配ゲインＫ１および第２輪分配ゲインＫ２を決定すると共に、実車１のβr_actとモデル
車両のβr_dとの重み付き平均値に応じて第３輪分配ゲインＫ３および第４輪分配ゲイン
Ｋ４を決定するようにしてもよい。この場合、該重み付き平均値に係わる重みに周波数特
性（例えば位相補償要素として機能する周波数特性）を持たせるようにしてもよい。
【０３５８】
　あるいは、前輪Ｗ１，Ｗ２に関する第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝１，２）のそれぞれの
第１の仮値を、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２もしくは前部の所定位置の横方向運動に関する状
態量、または実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２の横力に応じて決定すると共に、前輪Ｗ１，Ｗ２に
関する第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝１，２）のそれぞれの第２の仮値を、モデル車両の前
輪Ｗfもしくは前部の所定位置の横方向運動に関する状態量、またはモデル車両の前輪Ｗf
の横力に応じて決定し、それらの第１仮値および第２仮値の加重平均値もしくは重み付き
平均値などの合成値を第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝１，２）として決定するようにしても
よい。例えば、第１輪Ｗ１に関するＫ1の第１仮値をβf_actに応じて、前記図１４（ａ）
に示したグラフに示した如く決定すると共に、Ｋ1の第２仮値をβf_dに応じて第１仮値と
同様に決定する。この場合、βf_dに対する第２仮値の変化の傾向は、βf__actに対する
第１仮値の変化の傾向と同じでよい。そして、これらの第１仮値と第２仮値との加重平均
値を第１輪分配ゲインＫ1として決定する。第２輪分配ゲインＫ２についても同様である
。
【０３５９】
　同様に、後輪Ｗ３，Ｗ４に関する第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝３，４）のそれぞれの第
１の仮値を、実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４もしくは後部の所定位置の横方向運動に関する状態
量、または実車１の後輪Ｗ３，Ｗ４の横力に応じて決定すると共に、後輪Ｗ３，Ｗ４に関
する第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝３，４）のそれぞれの第２の仮値を、モデル車両の後輪
Ｗrもしくは後部の所定位置の横方向運動に関する状態量、またはモデル車両の後輪Ｗrの
横力に応じて決定し、それらの第１仮値および第２仮値の加重平均値もしくは重み付き平
均値などの合成値を第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝３，４）として決定するようにしてもよ
い。例えば、第３輪Ｗ３に関するＫ３の第１仮値をβr_actに応じて、前記図１４（ｂ）
に示したグラフに示した如く決定すると共に、Ｋ３の第２仮値をβr_dに応じて第１仮値
と同様に決定する。この場合、βr_dに対する第２仮値の変化の傾向は、βr__actに対す
る第１仮値の変化の傾向と同じでよい。そして、これらの第１仮値と第２仮値との加重平
均値を第３輪分配ゲインＫ３として決定する。第４輪分配ゲインＫ４についても同様であ
る。
【０３６０】
　さらに、第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝１，２，３，４）の値を、βf_act、βr_actなど
の前輪側ゲイン調整パラメータまたは後輪側ゲイン調整パラメータに応じて変化させるだ
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けでなく、推定摩擦係数μestmにも応じて変化させるように決定することがより望ましい
。例えば、本実施形態に関して前記したようにβf_act、βr_actに応じて第ｎ輪分配ゲイ
ンＫｎを決定する場合において、μestmが小さくなるほど、βf_actが絶対値の大きい負
の値であるときの第１輪分配ゲインＫ１をより小さくするようにＫ１を決定することが望
ましい。また、μestmが小さくなるほど、βr_actが絶対値の大きい正の値であるときの
第３輪分配ゲインＫ３をより小さくするようにＫ３を決定することが望ましい。同様に、
μestmが小さくなるほど、βf_actが絶対値の大きい正の値であるときの第２輪分配ゲイ
ンＫ２をより小さくするようにＫ２を決定することが望ましい。また、μestmが小さくな
るほど、βr_actが絶対値の大きい負の値であるときの第４輪分配ゲインＫ４をより小さ
くするようにＫ４を決定することが望ましい。これは、μestmが小さくなるほど、第ｎ輪
Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）の制動方向の駆動・制動力を増加させたときの該第ｎ輪Ｗｎ
の横力の低下が著しくなるからである。
【０３６１】
　また、第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ＝１，２，３，４）の値（βf_act，βr_actなどの前
輪側ゲイン調整パラメータまたは後輪側ゲイン調整パラメータに応じて設定した値）を、
第ｎ輪の実接地荷重（第ｎ輪に作用する路面反力のうちの鉛直方向または路面に垂直な方
向の並進力の検出値もしくは推定値）にも応じて調整するようにしてよい。この場合、第
ｎ輪分配ゲインＫｎの値を、第ｎ輪Ｗｎの実接地荷重が小さくなるほど、小さくするよう
に決定することが望ましい。
【０３６２】
　あるいは、各第ｎ輪Ｗｎの実接地荷重をFzact_n（ｎ＝１，２，３，４）、それらの総
和をΣFzact（＝Fzact_1＋Fzact_2＋Fzact_3＋Fzact_4）とおいたとき、前輪Ｗ１，Ｗ２
に関する第ｎ輪分配ゲインＫ１，Ｋ２の値を、各前輪Ｗ１，Ｗ２の実接地荷重の和（＝Fz
act_1＋Fzact_2）に応じて調整したり、その和のΣFzactに対する割合（＝（Fzact_1＋Fz
act_2）／ΣFzact）に応じて調整するようにしてもよい。同様に、後輪Ｗ３，Ｗ４に関す
る第ｎ輪分配ゲインＫ３，Ｋ４を、各後輪Ｗ３，Ｗ４の実接地荷重の和（＝Fzact_3＋Fza
ct_4）に応じて調整したり、その和のΣFzactに対する割合（＝（Fzact_3＋Fzact_4）／
ΣFzact）に応じて調整するようにしてもよい。もしくは、各第ｎ輪分配ゲインＫｎ（ｎ
＝１，２，３，４）の値を、それぞれ第ｎ輪Ｗｎの実接地荷重のΣFzactに対する割合（
＝Fzact_n／ΣFzact）に応じて調整するようにしてもよい。
【０３６３】
　また、本実施形態では、駆動・制動装置３Ａのブレーキ装置に対するフィードバック制
御入力として（アクチュエータ動作ＦＢ目標値として）、ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・
制動力Ｆxfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）を決定するようにしたが、Ｆxfbdmd_nの代わり
に、ブレーキ装置による各車輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）の目標スリップ比を決定した
り、あるいは、該目標スリップ比とＦxfbdmd_nとの両者を決定するようにしてもよい。
【０３６４】
　また、Ｆxfbdmd_nなどのアクチュエータ動作ＦＢ目標値を決定するために、中間変数で
あるMfbdmdやMfbdmd_aを決定せずに、状態量偏差γerr，βerrからマップ等を用いて直接
的にアクチュエータ動作ＦＢ目標値を決定するようにしてもよい。例えばγerr、βerr、
βf_act（またはβf_d）、βr_act（またはβr_d）、Ｖact、μestmなどの変数を入力と
する多次元のマップを使用して、アクチュエータ動作ＦＢ目標値を決定するようにしても
よい。
【０３６５】
　また、フィードバックヨーモーメント基本要求値Ｍfbdmdを、状態量偏差γerr，βerr
を０に近づけるだけでなく、前記仮想外力決定部２０ａのγβ制限器２０２で求められる
逸脱量γover，βoverを０に近づけるように（ひいては前記γda，βdaがそれぞれの許容
範囲［γdamin，γdamax］、［βdamin，βdamax］から逸脱するのを抑制するように）、
Ｍfbdmdを決定するようにしてもよい。例えば適当な係数Kfbdmd1～Kfbdmd4を用いて、次
式２８ａにより、Mfbdmdを決定してもよい。
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【０３６６】
 
　Mfbdmd＝Kfbdmd1・γerr＋Kfbdmd2・βerr
　　　　　　　　　－Kfbdmd3・γover－Kfbdmd4・βover　　　……式２８ａ
 
　なお、この式２８ａによりＭfbdmdを決定するということは、状態量偏差γerr，βerr
を０に近づけるフィードバック制御則により決定したＭfbdmdの仮値（式２８ａの右辺の
第１項および第２項の和）を、逸脱量γover，βoverを０に近づけるように修正すること
によって、Ｍfbdmdを決定することと同等である。
【０３６７】
　あるいは、前記式２３により状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるように決定したＭ
fbdmdを不感帯処理部２２１に通してなる値である前記不感帯超過フィードバックヨーモ
ーメント要求値Mfbdmd_aを、次式２８ｂ（上記式２８ａの右辺の第１項および第２項の和
の値の代わりにＭfbdmd_aを使用した式）により修正してなる値Ｍfbdmd_a’を改めてＭfb
dmd_aとして用いるようにしてもよい。換言すれば、Ｍfbdmdを不感帯処理部２２１に通し
てなる値をＭfbdmd_aの仮値とし、この仮値を逸脱量γover，βoverを０に近づけるよう
に修正することによって、Ｍfbdmd_aを決定するようにしてもよい。
【０３６８】
 
　Ｍfbdmd_a’＝Ｍfbdmd_a－Kfbdmd3・γover－Kfbdmd4・βover　……式２８ｂ
 
　補足すると、本実施形態では、前記した如く、γβ制限器２０２によって、γover，β
overを０に近づけるように仮想外力仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpを操作して仮想外力Ｍvir，
Ｆvirを決定するようにしている。これだけでも、モデル車両のγd，βdがそれぞれ許容
範囲［γdamin，γdamax］、［βdamin，βdamax］を逸脱しないように変化する。そして
、これに伴い、実車１のγact，βactをそれぞれγd，βdに近づけるようにアクチュエー
タ動作ＦＢ目標値が変化する。このため、γerr，βerrだけを０に近づけるようにアクチ
ュエータ動作ＦＢ目標値を決定した場合であっても、結果的に、γact，βactも許容範囲
［γdamin，γdamax］、［βdamin，βdamax］から逸脱するのを抑制できる。ただし、上
記のように、γerr，βerrに加えて、γover，βoverをも０に近づけるようにＭfbdmdま
たはＭfbdmd_aを決定する（ひいてはアクチュエータ動作ＦＢ目標値を決定する）ように
することで、γact，βactがそれぞれ許容範囲［γdamin，γdamax］、［βdamin，βdam
ax］から逸脱するのをより一層効果的に抑制できる。
【０３６９】
　また、上記の如くγerr，βerrに加えて、γover，βoverをも０に近づけるようにＭfb
dmdまたはＭfbdmd_aを決定するようにした場合には、仮想外力Ｍvir，Ｆvirは、必ずしも
γover，βoverを０に近づけるように決定する必要はなく、単にγerr，βerrを０に近づ
けるように仮想外力Ｍvir，Ｆvirを決定するようにしてもよい。この場合には、前記仮想
外力仮値決定部２０１で求められる仮想外力仮値Ｍvirtmp，Ｆvirtmpをそれぞれそのまま
仮想外力Ｍvir，Ｆvirとして決定すればよい。そして、ＭfbdmdまたはＭfbdmd_aを決定す
る処理、および仮想外力Ｍvir，Ｆvirを決定する処理以外は、本実施形態と同じでよい。
このようにしても、γact，βactがそれぞれ許容範囲［γdamin，γdamax］、［βdamin
，βdamax］から逸脱するのを抑制するようにアクチュエータ動作ＦＢ目標値を決定でき
る。また、この場合であっても、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるように、仮想外
力Ｍvir，Ｆvirが決定されるので、結果的に、モデル車両のγd，βdがそれぞれ許容範囲
［γdamin，γdamax］、［βdamin，βdamax］から逸脱するのが抑制されるように、γd
，βdが決定されることとなる。
【０３７０】
 
［ＦＦ則について］
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　次に、前記ＦＦ則２２の処理を図１７を参照してより詳細に説明する。図１７は、ＦＦ
則２２の処理を示す機能ブロック図である。
【０３７１】
　前記したように、本実施形態では、ＦＦ則２２が決定するフィードフォワード目標値（
運転操作入力に応じたアクチュエータ装置３の基本目標値）には、駆動・制動装置３Ａの
ブレーキ装置による実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４の駆動・制動力のフィードフォワード目標
値（以降、ＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力（ｎ＝１，２，３，４）という）と、駆
動・制動装置３Ａの駆動系による実車１の駆動輪Ｗ１，Ｗ２の駆動・制動力のフィードフ
ォワード目標値（以降、ＦＦ目標第ｎ輪駆動系駆動・制動力（ｎ＝１，２）という）と、
駆動・制動装置３Ａの変速装置の減速比（変速比）のフィードフォワード目標値（以降、
ＦＦ目標ミッション減速比という）と、ステアリング装置３Ｂによる実車１の操舵輪Ｗ１
，Ｗ２の舵角のフィードフォワード目標値（以降、ＦＦ目標前輪舵角δf_ffという）とが
含まれる。
【０３７２】
　図１７に示す如く、ＦＦ目標前輪舵角δf_ffは、運転操作入力のうちのステアリング角
θhに応じて（あるいはθhとＶactとに応じて）処理部２３０により決定される。図１７
では、ステアリング装置３Ｂが前記アクチュエータ駆動型のステアリング装置である場合
を想定している。この場合には、処理部２３０は、前記規範操作量決定部１４の処理部１
４ａの処理と同じ処理によってＦＦ目標前輪舵角δf_ffを決定する。すなわち、ステアリ
ング角θhを、所定のオーバーオールステアリング比ｉs、あるいは、Ｖactに応じて設定
したオーバーオールステアリング比ｉsで除算することによりδf_ffを決定する。このよ
うにして決定されるδf_ffの値は、前記規範操作量決定部１４の処理部１４ａにより決定
される無制限時前輪舵角δf_unltdの値と同じである。
【０３７３】
　なお、ステアリング装置３Ｂが前記アクチュエータ補助型のステアリング装置である場
合、あるいは、機械式ステアリング装置である場合には、δf_ffを決定する必要はない。
あるいは、δf_ffを常に０に設定しておけばよい。但し、ステアリング装置３Ｂがアクチ
ュエータ補助型のステアリング装置であって、ステアリング角θhに応じて機械的に定ま
る前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角をＶactに応じて補正する機能をもつような場合には、その補正
分をＶactに応じて決定し、それをδf_ffとして決定するようにしてもよい。
【０３７４】
　補足すると、ステアリング装置３Ｂがアクチュエータ補助型のステアリング装置である
場合には、前輪Ｗ１，Ｗ２の基本的な舵角（δf_actの基本値）は、ステアリング角θhに
応じて機械的に定まるので、δf_ffはアクチュエータによる前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角の補正
量のフィードフォワード目標値としての意味を持つものとなる。
【０３７５】
　また、ＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力（ｎ＝１，２，３，４）は、運転操作入力
のうちのブレーキペダル操作量に応じて、それぞれ処理部２３１a_n（ｎ＝１，２，３，
４）により決定される。図中の各処理部２３１a_nに示したグラフは、それぞれ、ブレー
キペダル操作量とＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力（ｎ＝１，２，３，４）との関係
を例示するグラフであり、該グラフにおける横軸方向の値がブレーキペダル操作量の値、
縦軸方向の値がＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力である。図示のグラフに示されるよ
うに、ＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力（＜０）は、基本的には、ブレーキペダル操
作量の増加に伴い、その大きさ（絶対値）が単調増加するように決定される。なお、図示
の例では、ＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力は、その大きさが過大にならないように
、ブレーキペダル操作量が所定量を超えると飽和する（ブレーキペダル操作量の増加に対
するＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力の絶対値の増加率が０に近づく、もしくは０に
なる）ようになっている。
【０３７６】
　ＦＦ目標第ｎ輪駆動系駆動・制動力（ｎ＝１，２）とＦＦ目標ミッション減速比とは、
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運転操作入力のうちのアクセルペダル操作量およびシフトレバー位置とＶactとに応じて
、駆動系アクチュエータ動作ＦＦ目標値決定部２３２により決定される。この駆動系アク
チュエータ動作ＦＦ目標値決定部２３２の処理は、公知の通常の自動車において、アクセ
ルペダル操作量とＶactと変速装置のシフトレバー位置とに応じて、エンジンから駆動輪
に伝達する駆動力と変速装置の減速比とを決定する手法と同じでよいので、本明細書での
詳細な説明は省略する。
【０３７７】
　以上が本実施形態におけるＦＦ則２２の具体的な処理の内容である。
【０３７８】
 
［アクチュエータ動作目標値合成部について］
　次に、前記アクチュエータ動作目標値合成部２４の処理を詳細に説明する。図１８は、
このアクチュエータ動作目標値合成部２４の処理を示す機能ブロック図である。
【０３７９】
　同図を参照して、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、第１輪Ｗ１に関して、前記
アクチュエータ動作ＦＦ目標値のうちのＦＦ目標第１輪ブレーキ駆動・制動力と、ＦＦ目
標第１輪駆動系駆動・制動力との和を加算器２４０で求める。そして、その和をＦＦ総合
目標第１輪駆動・制動力FFtotal_1として最適目標第１駆動・制動力決定部２４１a_1に入
力する。さらに、このFFtotal_1と、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値のうちのＦＢ目
標第１輪ブレーキ駆動・制動力Fxfbdmd_1との和を加算器２４２で求める。そして、その
和を無制限目標第１輪駆動・制動力Fxdmd_1として最適目標第１駆動・制動力決定部２４
１a_1に入力する。
【０３８０】
　また、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、第２輪Ｗ２に関して、前記アクチュエ
ータ動作ＦＦ目標値のうちのＦＦ目標第２輪ブレーキ駆動・制動力と、ＦＦ目標第２輪駆
動系駆動・制動力との和を加算器２４３で求める。そして、その和をＦＦ総合目標第２輪
駆動・制動力FFtotal_2として最適目標第２駆動・制動力決定部２４１a_2に入力する。さ
らに、このFFtotal_2と、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値のうちのＦＢ目標第２輪ブ
レーキ駆動・制動力Fxfbdmd_2との和を加算器２４４で求める。そして、その和を無制限
目標第２輪駆動・制動力Fxdmd_2として最適目標第２駆動・制動力決定部２４１a_2に入力
する。
【０３８１】
　また、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、第３輪Ｗ３に関して、前記アクチュエ
ータ動作ＦＦ目標値のうちのＦＦ目標第３輪ブレーキ駆動・制動力をそのままＦＦ総合目
標第３輪駆動・制動力FFtotal_3として最適目標第３駆動・制動力決定部２４１a_3に入力
する。さらに、このFFtotal_3と、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値のうちのＦＢ目標
第３輪ブレーキ駆動・制動力Fxfbdmd_3との和を加算器２４５で求める。そして、その和
を無制限目標第３輪駆動・制動力Fxdmd_3として最適目標第３駆動・制動力決定部２４１a
_3に入力する。
【０３８２】
　また、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、第４輪Ｗ４に関して、前記アクチュエ
ータ動作ＦＦ目標値のうちのＦＦ目標第４輪ブレーキ駆動・制動力をそのままＦＦ総合目
標第４輪駆動・制動力FFtotal_4として最適目標第４駆動・制動力決定部２４１a_4に入力
する。さらに、このFFtotal_4と、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値のうちのＦＢ目標
第４輪ブレーキ駆動・制動力Fxfbdmd_4との和を加算器２４６で求める。そして、その和
を無制限目標第４輪駆動・制動力Fxdmd_4として最適目標第４駆動・制動力決定部２４１a
_4に入力する。
【０３８３】
　ここで、前記ＦＦ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_n（ｎ＝１，２，３，４）は、
それを一般化して言えば、駆動・制動装置３Ａの駆動系の動作による第ｎ輪Ｗｎの駆動・
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制動力のフィードフォワード目標値（ＦＦ目標第ｎ輪駆動系駆動・制動力）とブレーキ装
置の動作による第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力のフィードフォワード目標値（ＦＦ目標第ｎ輪
ブレーキ駆動・制動力）との総和を意味する。この場合、本明細書の実施形態では、実車
１の駆動輪を前輪Ｗ１，Ｗ２とし、後輪Ｗ３，Ｗ４は従動輪としているので、後輪Ｗ３，
Ｗ４に関しては、ＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力（ｎ＝３，４）がそのまま、ＦＦ
総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nとして決定される。
【０３８４】
　また、前記無制限目標第ｎ輪駆動・制動力Fxdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）は、前記Ｆ
Ｆ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nと、前記ＦＢ第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力との
和であるから、駆動・制動装置３Ａのフィードフォワード制御動作（少なくとも運転操作
入力に応じたフィードフォワード制御動作）とフィードバック制御動作（少なくとも状態
量偏差γerr，βerrに応じたフィードバック制御動作）とにより要求される第ｎ輪のトー
タルの駆動・制動力を意味する。
【０３８５】
　そして、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２
４１a_n（ｎ＝１，２，３，４）により、それぞれ第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力の最終的な
目標値である目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nを決定すると共に、第ｎ輪のスリップ比の
最終的な目標値である目標第ｎ輪スリップ比を決定する。
【０３８６】
　この場合、最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_n（ｎ＝１，２，３，４）には、F
Ftotal_nおよびFxdmd_nに加えて、第ｎ輪Ｗｎの実横すべり角（詳しくは、ｎ＝１，２で
あるときは、実前輪横すべり角βf_act、ｎ＝３，４であるときは実後輪横すべり角βr_a
ct）の最新値（今回値）と推定摩擦係数μestmの最新値（今回値）とが入力される。なお
、図示は省略するが、前輪Ｗ１，Ｗ２に係わる最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_
n（ｎ＝１，２）には、実前輪舵角δf_actの最新値（今回値）も入力される。そして、最
適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_n（ｎ＝１，２，３，４）は、それぞれに与えら
れる入力を基に、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nと目標第ｎ輪スリップ比とを後述する
ように決定する。
【０３８７】
　また、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値の
うちのアクティブ操舵用ＦＢ目標横力Fyfbdmd_fと、前記アクチュエータ動作ＦＦ目標値
のうちのＦＦ目標前輪舵角δf_ffとを最適目標アクティブ舵角決定部２４７に入力し、該
最適目標アクティブ舵角決定部２４７により前輪Ｗ１，Ｗ２の最終的な舵角の目標値であ
る目標前輪舵角δfcmdを決定する。なお、このδfcmdは、ステアリング装置３Ｂが前記ア
クチュエータ駆動型のステアリング装置である場合には、アクチュエータの動作による前
輪Ｗ１，Ｗ２の舵角そのもの（実車１の前後方向を基準とした舵角）の最終的な目標値を
意味する。一方、ステアリング装置３Ｂが前記アクチュエータ補助型のステアリング装置
である場合には、アクチュエータの動作による前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角の補正量の最終的な
目標値を意味する。
【０３８８】
　なお、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、前記アクチュエータ動作ＦＦ目標値の
うちのＦＦ目標第ｎ輪駆動系駆動・制動力（ｎ＝１，２）をそのまま、駆動・制動装置３
Ａの駆動系の動作による第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力の最終的な目標値である目標第ｎ輪駆
動系駆動・制動力として出力する。さらに、アクチュエータ動作目標値合成部２４は、前
記アクチュエータ動作ＦＦ目標値のうちのＦＦ目標ミッション減速比をそのまま、駆動・
制動装置３Ａの変速装置の減速比（変速比）の最終的な目標値である目標ミッション減速
比として出力する。
【０３８９】
　前記最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_n（ｎ＝１，２，３，４）の処理を以下
に詳説する。図１９は、各最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_nの処理を示すフロ
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ーチャートである。
【０３９０】
　同図を参照して、まず、Ｓ１００において、第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）の横す
べり角が実横すべり角（詳しくは、ｎ＝１，２であるときは実前輪横すべり角βf_act、
ｎ＝３，４であるときは実後輪横すべり角βr_act）であって、路面摩擦係数（第ｎ輪Ｗ
ｎと路面との間の摩擦係数）が推定摩擦係数μestmであることを前提条件とする。そして
、この前提条件の基で、無制限目標第ｎ輪駆動・制動力Fxdmd_nに最も近い（一致する場
合を含む）第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力の値である第ｎ輪駆動・制動力候補Fxcand_nと、そ
れに対応する第ｎ輪Ｗｎのスリップ比の値である第ｎ輪スリップ比候補Scand_nとを求め
る。
【０３９１】
　ここで、一般に、各車輪の横すべり角と路面反力（駆動・制動力、横力、および接地荷
重）とスリップ比と路面摩擦係数との間には、該車輪のタイヤの特性やサスペンション装
置の特性に応じた一定の相関関係がある。例えば、各車輪の横すべり角と路面反力（駆動
・制動力、横力、および接地荷重）とスリップ比と路面摩擦係数との間には、前記非特許
文献１の式（２．５７），（２．５８），（２．７２），（２．７３）により表されるよ
うな相関関係がある。また、例えば接地荷重および路面摩擦係数を一定とした場合、各車
輪の横すべり角と駆動・制動力と横力とスリップ比との間には、前記非特許文献１の図２
．３６に示されるような相関関係がある。従って、横すべり角および路面摩擦係数がそれ
ぞれある値であるときの各車輪の路面反力とスリップ比とは、それぞれが独立的な値を採
り得るわけではなく、それぞれの値は、上記の相関関係（以下、車輪特性関係という）に
従って変化する。なお、スリップ比は、駆動・制動力が駆動方向の駆動・制動力（＞０）
であるときは負の値であり、駆動・制動力が制動方向の駆動・制動力（＜０）であるとき
は正の値である。
【０３９２】
　そこで、本実施形態におけるＳ１００の処理では、第ｎ輪Ｗｎの横すべり角と路面摩擦
係数と駆動・制動力とスリップ比との関係を表す、あらかじめ作成されたマップに基づい
て、第ｎ輪Ｗｎの実横すべり角βf_actまたはβr_act（最新値）と推定路面摩擦係数μes
tm（最新値）とから、無制限目標第ｎ輪駆動・制動力Fxdmd_nに最も近いか、または一致
する駆動・制動力（Fxdmd_nとの差の絶対値が最小となる駆動・制動力）と、この駆動・
制動力に対応するスリップ比とを求める。そして、このようにして求めた駆動・制動力と
スリップ比とをそれぞれ第ｎ輪駆動・制動力候補Fxcand_n、第ｎ輪スリップ比候補Scand_
nとして決定する。
【０３９３】
　なお、この処理で使用するマップは、例えば前記車輪特性関係を種々の実験などを通じ
て、あるいは、車輪Ｗ１～Ｗ４のタイヤ特性やサスペンション装置３Ｃの特性に基づいて
、あらかじめ特定もしくは推定しておき、その特定もしくは推定した車輪特性関係に基づ
いて作成すればよい。また、そのマップには、第ｎ輪Ｗｎの接地荷重を変数パラメータと
して加えてもよい。この場合には、第ｎ輪Ｗｎの実接地荷重Fzact_nを最適目標第ｎ駆動
・制動力決定部２４１a_nに入力するようにして、第ｎ輪Ｗｎの実横すべり角βf_actまた
はβr_actと、推定摩擦係数μestmと、実接地荷重Fzact_nとからFxcand_n、Scand_nを決
定するようにすればよい。ただし、実接地荷重Fzact_nの変動は一般に比較的小さいので
、該実接地荷重Fzact_nを一定値とみなしてもよい。
【０３９４】
　補足すると、第ｎ輪Ｗｎの実横すべり角βf_actまたはβr_actと推定路面摩擦係数μes
tmとの組に対応して、あるいは、これらと実接地荷重Fzact_nとの組に対応して、第ｎ輪
Ｗｎで発生可能（路面から作用可能な）な駆動・制動力（前記車輪特性関係に従って発生
可能な駆動・制動力）の値の範囲内にFxdmd_nが存在する場合には、そのFxdmd_nをそのま
まFxcand_nとして決定すればよい。そして、Fxdmd_nが当該範囲を逸脱している場合には
、当該範囲のうちの上限値（＞０）および下限値（＜０）のうち、Fxdmd_nに近い方をFxc
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and_nとして決定すればよい。
【０３９５】
　また、第ｎ輪Ｗｎの実横すべり角βf_actまたはβr_actと推定路面摩擦係数μestmとの
組に対応して、あるいは、これらと実接地荷重Fzact_nとの組に対応して、第ｎ輪Ｗｎで
発生可能なスリップ比と駆動・制動力との関係（前記車輪特性関係に従って発生可能なス
リップ比と駆動・制動力との関係）は、一般に、該スリップ比の変化に対して、駆動・制
動力がピーク値（極値）を持つような関係となる（スリップ比を横軸の値、駆動・制動力
の大きさを縦軸の値としたときのグラフが上に凸のグラフとなる）。このため、そのピー
ク値よりも絶対値が小さい駆動・制動力の値に対応するスリップ比の値は２種類存在する
場合がある。このようにFxcand_n対応するスリップ比の値が２種類存在する場合には、そ
の２種類のスリップ比の値のうち、０により近い方のスリップ比の値を第ｎ輪スリップ比
候補Scand_nとして決定すればよい。換言すれば、第ｎ輪Ｗｎのスリップ比と駆動・制動
力との関係（前記車輪特性関係に従う関係）において、駆動・制動力がピーク値となるス
リップ比の値と０と間の範囲内で、第ｎ輪スリップ比候補Scand_nを決定すればよい。
【０３９６】
　補足すると、駆動・制動力がピーク値となるスリップ比の値と０との間の範囲内では、
スリップ比の絶対値が０から増加するに伴い、駆動・制動力の絶対値は単調に増加する。
【０３９７】
　次いで、Ｓ１０２に進んで、Ｓ１００と同じ前提条件の基で、最大モーメント発生時第
ｎ輪駆動・制動力Fxmmax_nと、これに対応するスリップ比である最大モーメント発生時第
ｎ輪スリップ比Smmax_nとを決定する。ここで、最大モーメント発生時第ｎ輪駆動・制動
力Fxmmax_nは、第ｎ輪Ｗｎの横すべり角が実横すべり角βf_actまたはβr_actであって、
路面摩擦係数が推定摩擦係数μestmであるときに、第ｎ輪Ｗｎで発生可能な路面反力（詳
しくは前記車輪特性関係に従って第ｎ輪Ｗｎに路面から作用可能な駆動・制動力と横力と
の合力）のうち、該路面反力によって実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモ
ーメントが、前記フィードバックヨーモーメント基本要求値Mfbdmdの極性と同じ極性（向
き）に向かって最大となるような路面反力の駆動・制動力成分の値を意味する。なお、こ
の場合、Fxmmax_n，Smmax_nは、第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力とスリップ比との関係（前記
車輪特性関係に従う関係）において、スリップ比の絶対値が０から増加するに伴い駆動・
制動力の絶対値が単調に増加する領域内で決定される。従って、Smmax_nは、駆動・制動
力がピーク値となるスリップ比の値と０との間で決定される。
【０３９８】
　Ｓ１０２では、前輪Ｗ１，Ｗ２に関しては（ｎ＝１または２であるとき）、例えば実前
輪横すべり角βf_actと、推定摩擦係数μestmと、実前輪舵角δf_actとから、あらかじめ
作成されたマップ（前輪横すべり角と路面摩擦係数と前輪舵角と最大モーメント発生時駆
動・制動力と最大モーメント発生時スリップ比との関係（前記車輪特性関係に従う関係）
を表すマップ）に基づいて、最大モーメント発生時第ｎ輪駆動・制動力Fxmmax_nとこれに
対応する最大モーメント発生時第ｎ輪スリップ比Smmax_nとが決定される。あるいは、前
輪横すべり角と路面摩擦係数とスリップ比と駆動・制動力と横力との関係を表すマップと
、実前輪舵角δf_actとに基づき、βf_actとμestmとの組に対応して発生可能な第ｎ輪Ｗ
ｎ（ｎ＝１または２）の駆動・制動力と横力との組のなかから、それらの合力が実車１の
重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントが最大となる駆動・制動力と横力との
組を探索的に決定する。そして、その組に対応する駆動・制動力とスリップ比とをそれぞ
れFxmmax_n，Smmax_nとして決定するようにしてもよい。
【０３９９】
　また、後輪Ｗ３，Ｗ４に関しては（ｎ＝３または４であるとき）、例えば、実後輪すべ
り角βr_actと推定摩擦係数μestmとから、あらかじめ作成されたマップ（後輪横すべり
角と路面摩擦係数と最大モーメント発生時駆動・制動力と最大モーメント発生時スリップ
比との関係（前記車輪特性関係に従う関係）を表すマップ）に基づいて、最大モーメント
発生時第ｎ輪駆動・制動力Fxmmax_nとこれに対応する最大モーメント発生時第ｎ輪スリッ
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プ比Smmax_nとが決定される。あるいは、後輪横すべり角と路面摩擦係数とスリップ比と
駆動・制動力と横力との関係を表すマップに基づき、βr_actとμestmとの組に対応して
発生可能な第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝３または４）の駆動・制動力と横力との組のなかから、それ
らの合力が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントが最大となる駆動
・制動力と横力との組を探索的に決定する。そして、その組に対応する駆動・制動力とス
リップ比とをそれぞれFxmmax_n，Smmax_nとして決定するようにしてもよい。
【０４００】
　なお、Ｓ１０２の処理では、前記Ｓ１００の処理に関して説明した場合と同様に、第ｎ
輪Ｗｎの実接地荷重Fzact_nを変数パラメータとして含めてもよい。
【０４０１】
　次いで、Ｓ１０４～Ｓ１１２の処理が後述するように実行され、目標第ｎ輪駆動・制動
力Fxcmd_nが決定される。この場合、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nは、次の条件（１）
～（３）を満足するように決定される。ただし、条件（１）～（３）は、条件（１）、（
２）、（３）の順に、優先順位が高い条件とされる。そして、条件（１）～（３）の全て
を満たす目標第ｎ輪駆動・制動力Fcmd_nを決定できない場合には、優先順位の高い条件を
優先的に満足するように目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが決定される。
【０４０２】
 
条件（１）：FF総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nと目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_n
とが制動方向の駆動・制動力であるときには、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nの大きさ
（絶対値）がFF総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nの大きさ（絶対値）よりも小さく
ならないこと。換言すれば、０＞Fxcmd_n＞FFtotal_nとならないこと。
条件（２）：目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが最大モーメント発生時第ｎ輪駆動・制動
力Fxmmax_nと同極性になるときには、Fxcmd_nの大きさ（絶対値）がFxmmax_nの大きさ（
絶対値）を超えないこと。換言すれば、Fxcmd_n＞Fxmmax_n＞０、または、Fxcmd_n＜Fxmm
ax_n＜０とならないこと。
条件（３）：目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nは、可能な限り第ｎ輪駆動・制動力候補Fxc
and_nに一致すること（より正確には、Fxcmd_nとFxcand_nとの差の絶対値を最小にするこ
と）
 
　ここで、条件（１）は、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが、実車１の運転者がブレー
キペダルの操作によって要求している実車１の第ｎ輪Ｗｎの制動方向の駆動・制動力（こ
れはFFtotal_nに相当する）よりも小さくならないようにするための条件である。補足す
ると、本明細書の実施形態では、後輪Ｗ３，Ｗ４は従動輪であるので、後輪Ｗ３，Ｗ４に
関するFF総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_n（ｎ＝３，４）および目標第ｎ輪駆動・
制動力Fxcmd_n（ｎ＝３，４）は、常に０以下の値である。従って、後輪Ｗ３，Ｗ４に関
しては、条件（１）は、「目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nの大きさ（絶対値）がFF総合
目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nの大きさ（絶対値）よりも小さくならないこと。」と
いう条件と同じである。
【０４０３】
　また、条件（２）は、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nに対応して第ｎ輪Ｗｎで発生す
る横力が小さくなり過ぎないようにするための条件である。
【０４０４】
　また、条件（３）は、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂとＦＦ則２２と
で決定された、アクチュエータ装置３の動作の制御要求（目標）をできるだけ満足するた
めの条件である。なお、Fxcand_nは、前記したように、前記車輪特性関係（第ｎ輪Ｗｎの
横すべり角が実横すべり角βf_actまたはβr_actであって、路面摩擦係数が推定摩擦係数
μestmであることを前提条件としたときの車輪特性関係）に従って第ｎ輪Ｗｎで発生可能
な駆動・制動力の値の範囲内で前記無制限目標第ｎ輪駆動・制動力Fxdmd_nに最も近い（
一致する場合を含む）駆動・制動力の値である。従って、条件（３）は別の言い方をすれ
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ば、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nは、前記車輪特性関係（第ｎ輪Ｗｎの横すべり角が
実横すべり角βf_actまたはβr_actであって、路面摩擦係数が推定摩擦係数μestmである
ことを前提条件としたときの車輪特性関係）に従って第ｎ輪Ｗｎで発生可能な駆動・制動
力の値の範囲内の値となり、且つ、可能な限り無制限目標第ｎ輪駆動・制動力Fxdmd_n（
制御要求に従う駆動・制動力）に一致するかもしくは近いこと（Fxdmd_nとの差の絶対値
が最小になること）、という条件と同等である。
【０４０５】
　前記Ｓ１０４～Ｓ１１２の処理は、具体的には、次のように実行される。まず、Ｓ１０
４に進んで、Ｓ１００で決定したFxcand_nとＳ１０２で決定したFxmmax_nとの大小関係が
、０＞Fxmmax_n＞Fxcand_nまたは０＜Fxmmax_n＜Fxcand_nであるか否かを判断する。この
判断結果がＮＯである場合には、Ｓ１０６に進んで、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nにF
xcand_nの値を代入する。すなわち、Fxcand_nとFxmmax_nとが互いに異なる極性である場
合、あるいは、Fxcand_nとFxmmax_nとが同極性であって、且つFxcand_nの大きさ（絶対値
）がFxmmax_nの大きさ（絶対値）以下である場合には、Fxcand_nの値がそのままFxcmd_n
に代入される。なお、Fxcand_n＝０であるとき（このとき、Fxdmd_nも０である）にも、F
xcand_nの値がFxcmd_nに代入される（Fxcmd_n＝０とする）。
【０４０６】
　一方、Ｓ１０４の判断結果がＹＥＳである場合には、Ｓ１０８に進んで、目標第ｎ輪駆
動・制動力Fxcmd_nにFxmmax_nの値（Ｓ１０２で決定した値）を代入する。
【０４０７】
　ここまでの処理により、前記条件（２）、（３）を満足するように（ただし、条件（２
）が優先されるように）、Fxcmd_nが決定される。
【０４０８】
　Ｓ１０６またはＳ１０８の処理の後、Ｓ１１０に進んで、前記ＦＦ総合目標第ｎ輪駆動
・制動力FFtotal_nと今現在の目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_n（Ｓ１０６またはＳ１０８
で決定された値）との大小関係が、０＞Fxcmd_n＞FFtotal_nであるか否かを判断する。こ
の判断結果が、ＹＥＳである場合には、Ｓ１１２に進んで、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcm
d_nに改めてFFtotal_nを代入する。すなわち、ＦＦ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_
nとＳ１０６またはＳ１０８で決定された第ｎ輪駆動・制動力候補Fxcmd_nとが制動方向の
駆動・制動力で、且つ、Fxcmd_nの大きさ（絶対値）が、FFtotal_nの大きさ（絶対値）よ
りも小さい場合には、FFtotal_nの値をFxcmd_nに代入する。なお、Ｓ１１０の判断結果が
ＮＯであるときには、その時のFxcmd_nの値がそのまま維持される。
【０４０９】
　以上のＳ１０４～Ｓ１１２の処理によって、前記した通り、基本的には、前記条件（１
）～（３）を満足するように目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが決定される。そして、条
件（１）～（３）の全てを満たす目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nを決定できない場合に
は、優先順位の高い条件を優先的に満足するように目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが決
定される。
【０４１０】
　Ｓ１１０の判断結果がＹＥＳであるとき、あるいは、Ｓ１１２の処理の後、Ｓ１１４に
の処理が実行される。このＳ１１４では、上記の如くＳ１０６～Ｓ１１２の処理で決定し
たFxcmd_nに対応するスリップ比を目標第ｎ輪スリップ比Scmd_nとして決定する。この場
合、前記Ｓ１０４～Ｓ１１２の処理によって、Fxcmd_nは、Fxcand_n、Fxmmax_n、FFtotal
_nのいずれかの値である。そして、Fxcmd_n＝Fxcand_nであるときには、Ｓ１００で求め
られた第ｎ輪スリップ比候補Scand_nがScmd_nとして決定される。また、Fxcmd_n＝Fxmmax
_nであるときには、Ｓ１０２で決定された最大モーメント発生時第ｎ輪スリップ比Smmax_
nがScmd_nとして決定される。また、Fxcmd_n＝FFtotal_nであるときには、例えば前記Ｓ
１００の処理で使用するマップに基づいて、FFtotal_nに対応するスリップ比を求め、そ
の求めたスリップ比をScmd_nとして決定すればよい。この場合、FFtotal_nに対応するス
リップ比の値が２種類存在する場合には、０に近い方のスリップ比の値（第ｎ輪Ｗｎの駆
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動・制動力がピーク値となるスリップ比の値と０との間の範囲内の値）をScmd_nとして決
定すればよい。また、FFtotal_nが該マップにおいて、第ｎ輪Ｗｎで発生可能な駆動・制
動力の値の範囲を逸脱している場合には、その範囲内でFFtotal_nに最も近い駆動・制動
力の値に対応するスリップ比をScmd_nとして決定すればよい。
【０４１１】
　以上が最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_n（ｎ＝１，２，３，４）の処理の詳
細である。
【０４１２】
　なお、本実施形態では、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nを決定してから、これに対応
する目標第ｎ輪スリップ比Scmd_nを決定したが、これと逆に、目標第ｎ輪スリップ比Scmd
_nを決定してから、これに対応する目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nを決定するようにし
てもよい。この場合には、前記条件（１）～（３）に対応する目標第ｎ輪スリップ比Scmd
_nに関する条件に基づいて、前記Ｓ１０４～Ｓ１１２と同様の処理によって、目標第ｎ輪
スリップ比Scmd_nを決定する。そして、その後に、このScmd_nに対応するFxcmd_nを決定
するようにすればよい。なお、この場合、Scmd_nは、第ｎ輪Ｗｎの前記車輪特性関係に従
うスリップ比と駆動・制動力との関係において、駆動・制動力がピーク値となるスリップ
比の値と０との間の範囲内で決定される。
【０４１３】
　次に、前記最適目標アクティブ舵角決定部２４７の処理を説明する。図２０は、この最
適目標アクティブ舵角決定部２４７の処理を示す機能ブロック図である。
【０４１４】
　同図を参照して、最適目標アクティブ舵角決定部２４７は、まず、前記アクチュエータ
動作ＦＢ目標値決定部２０ｂで決定されたアクティブ操舵用ＦＢ目標横力Fyfbdmd_fを実
車１に前輪Ｗ１，Ｗ２に発生させる（詳しくは前輪Ｗ１の横力と前輪Ｗ２の横力との合力
をFyfbdmd_fだけ変化させる）ために要求される前輪Ｗ１，Ｗ２の舵角の変化量であるＦ
Ｂアクティブ舵角δf_fbを、Fyfbdmd_fを基に処理部２４７ａで決定する。この場合、処
理部２４７ａでは、例えば第１輪Ｗ１の実接地荷重Ｆzact_1に応じて所定の関数式あるい
はマップにより第１輪Ｗ１のコーナリングパワーKf_1を求めると共に、第２輪Ｗ２の実接
地荷重Fzact_2に応じて所定の関数式あるいはマップにより第２輪Ｗ２のコーナリングパ
ワーKf_2を求める。上記関数式あるいはマップは、実車１の前輪Ｗ１，Ｗ２のタイヤ特性
に基づいてあらかじめ設定される。そして、このコーナリングパワーKf_1，Kf_2を用いて
、次式３０により、ＦＢアクティブ舵角δf_fbを決定する。
【０４１５】
 
　δf_fb＝（１／（Kf_1＋Kf_2））・Fyfbdmd_f　　　　……式３０
 
　このようにして求められるＦＢアクティブ舵角δf_fbは、前輪Ｗ１，Ｗ２の横力の合力
を、Fyfbdmd_fだけ変化させるのに要求される前輪横すべり角の修正量に相当する。
【０４１６】
　なお、通常、実接地荷重Fzact_1，Ｆzact_2の変化は小さいので、式３０でFyfbdmd_fに
乗じる係数（１／（Kf_1＋Kf_2））を一定値としてもよい。
【０４１７】
　次いで、最適目標アクティブ舵角決定部２４７は、上記の如く決定したδf_fbを加算器
２４７ｂでＦＦ目標前輪舵角δf_ffに加えることにより、目標前輪舵角δfcmdを決定する
。
【０４１８】
　なお、前記状態量偏差γerr，βerrに応じたアクティブ操舵用ＦＢ目標横力Fyfbdmd_f
の決定を行なわず、あるいは、常にFyfbdmd_f＝０とする場合には、δf_ffをそのまま目
標前輪舵角δf_cmdとして決定すればよい。
【０４１９】
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　以上が、前記アクチュエータ動作目標値合成部２４の処理の詳細である。
【０４２０】
 
［アクチュエータ駆動制御装置について］
　前記アクチュエータ駆動制御装置２６は、前記アクチュエータ動作目標値合成部２４で
決定された目標値を満足するように実車１のアクチュエータ装置３を動作させる。例えば
、駆動・制動装置３Ａの駆動系の動作による第１輪Ｗ１の駆動・制動力（駆動方向の駆動
・制動力）が前記目標第１輪駆動系駆動・制動力になるように該駆動系のアクチュエータ
操作量を決定し、それに応じて該駆動系を動作させる。さらに、第１輪Ｗ１の実路面反力
のうちの駆動・制動力（駆動系の動作による第１輪Ｗ１の駆動・制動力とブレーキ装置の
動作による第１輪Ｗ１の駆動・制動力（制動方向の駆動・制動力）との和）が、前記目標
第１輪駆動・制動力Fxcmd_1になるように、ブレーキ装置のアクチュエータ操作量を決定
し、それに応じて該ブレーキ装置を動作させる。そして、この場合、第１輪Ｗ１の実スリ
ップ比と前記目標第１輪スリップ比Scmd_1との差が０に近づくように駆動系またはブレー
キ装置の動作が調整される。他の車輪Ｗ２～Ｗ４についても同様である。
【０４２１】
　また、ステアリング装置３Ｂがアクチュエータ駆動型のステアリング装置である場合に
は、実前輪舵角δf_actが前記目標前輪舵角δfcmdに一致するようにステアリング装置３
Ｂのアクチュエータ操作量が決定され、それに応じてステアリング装置３Ｂの動作が制御
される。なお、ステアリング装置３Ｂがアクチュエータ補助型のステアリング装置である
場合には、実前輪舵角δf_actが、前記目標前輪舵角δf_cmdとステアリング角θhに応じ
た機械的な舵角分との和に一致するようにステアリング装置３Ｂの動作が制御される。
【０４２２】
　また、駆動・制動装置３Ａの駆動系の変速装置の減速比は、前記目標ミッション減速比
に従って制御される。
【０４２３】
　なお、各車輪Ｗ１～Ｗ４の駆動・制動力や横力などの制御量は、駆動・制動装置３Ａ、
ステアリング装置３Ｂ、サスペンション装置３Ｃの動作が互いに干渉しやすい。このよう
な場合には、該制御量を目標値に制御するために、駆動・制動装置３Ａ、ステアリング装
置３Ｂ、サスペンション装置３Ｃの動作を非干渉化処理によって統合的に制御することが
望ましい。
【０４２４】
 
［第２実施形態］
　次に、本発明の第２実施形態を図２１を参照して説明する。なお、本実施形態は、前記
第１実施形態と一部の処理のみが相違するので、その相違する部分を中心に説明し、同一
部分については説明を省略する。また、本実施形態の説明では、第１実施形態と同一の構
成部分もしくは同一の機能部分については第１実施形態と同じ参照符号を使用する。
【０４２５】
　アクチュエータ動作ＦＢ目標値は、本来、状態量偏差γerr，βerrに応じたフィードバ
ックヨーモーメント基本要求値Mfbdmdを満足するように決定されることが、フィードバッ
ク制御理論上は、理想的である。しかるに、前記第１実施形態では、不感帯処理部２２１
、リミッタ２２２d_nなどの処理に起因して、アクチュエータ動作ＦＢ目標値によって実
車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントには、Mfbdmdに対して過不足を
生じる。さらに、アクチュエータ動作ＦＢ目標値からアクチュエータ動作目標値までの各
処理機能部（アクチュエータ動作目標値合成部２４など）における非線形性（リミッタや
飽和特性など）の影響によって、アクチュエータ動作ＦＢ目標値に応じて実車１の各車輪
Ｗ１～Ｗ４で発生する路面反力がアクチュエータ動作ＦＢ目標値に対して過不足を生じる
場合がある。従って、実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４で発生する路面反力は、状態量偏差γer
r，βerrを０に近づけるための理想的な路面反力に対して過不足を生じる場合がある。
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【０４２６】
　一方、実車１の運動の状態量とモデル車両の運動の状態量との差に対する影響に関して
は、その差を実車１のアクチュエータ装置３にフィードバックして付加的な路面反力（当
該差を０に近づけるための路面反力）を実車１に作用させることと、この付加的な路面反
力を（－１）倍してなる外力をモデル車両に作用させることとは等価である。
【０４２７】
　そこで、本実施形態では、実車１の各車輪Ｗ１～Ｗ４で発生する路面反力の、理想的な
路面反力に対する過不足分に応じて、モデル車両に作用させる仮想外力を修正し、それに
よって、該過不足分を補償する。
【０４２８】
　以下、図２１を参照して説明すると、本実施形態では、ＦＢ分配則２０の仮想外力決定
部２０ａは、前記第１実施形態における機能に加えて、処理部２１５を備えている。
【０４２９】
　処理部２１５では、まず、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂで前述の通り決
定されたアクチュエータ動作ＦＢ目標値（今回値）を処理部２１５ａに入力する。そして
、この処理部２１５ａによって、該アクチュエータ動作ＦＢ目標値に起因して実車１の各
車輪Ｗ１～Ｗ４に作用する路面反力の補正量（アクチュエータ動作ＦＦ目標値に対応して
発生する路面反力からの補正量）である路面反力補正量を算出する。この場合、路面反力
補正量は、次にように求められる。
【０４３０】
　すなわち、アクチュエータ動作ＦＢ目標値（今回値）とアクチュエータ動作ＦＦ目標値
（今回値）とを基にアクチュエータ動作目標値合成部２４で決定される目標第ｎ輪駆動・
制動力Fxcmd_n（ｎ＝１，２，３，４）および目標スリップ比Sxcmd_n（ｎ＝１，２，３，
４）に応じて、第ｎ輪Ｗｎに作用する路面反力（駆動・制動力および横力）を推定する。
このとき、第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力の推定値は、Fxcmd_nとし、横力は例えば前記車輪
特性関係に基づくマップなどを使用して求めればよい。より具体的には、例えば後述する
Ｓ２００およびＳ２０２、式４０などを使用して横力を求めればよい。また、アクチュエ
ータ動作ＦＢ目標値を０としてアクチュエータ動作目標値合成部２４と同じ処理を実行す
ることにより、アクチュエータ動作ＦＢ目標値を０とした場合の各第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，
２，３，４）の目標駆動・制動力および目標スリップ比を求め、それに応じて第ｎ輪Ｗｎ
に作用する路面反力（駆動・制動力および横力）を推定する。そして、上記のようにアク
チュエータ動作ＦＢ目標値を異なるものとして求めた第ｎ輪Ｗｎの路面反力の差を求め、
その差を第ｎ輪Ｗｎの路面反力補正量として決定する。
【０４３１】
　次いで、上記の如く求めた路面反力補正量を処理部２１５ｂに入力する。そして、この
処理部２１５ｂによって、各車輪Ｗ１～Ｗ４の路面反力補正量（路面反力補正量のうちの
駆動・制動力成分および横力成分の合力）に起因して、実車１の重心点Ｇのまわりに発生
するトータルのモーメントＭfb（ヨー方向のモーメント）を算出する。具体的には、各第
ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）の路面反力補正量と、実前輪舵角δf_act等（各車輪Ｗ
１～Ｗ４と実車１の重心点との幾何学的関係を規定するパラメータ）とを基に、第ｎ輪Ｗ
ｎの路面反力補正量が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントを求め
る。そして、それを全ての車輪Ｗ１～Ｗ４について合成することにより、Mfbが求められ
る。
【０４３２】
　次いで、このモーメントＭfbからアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理部
２２０で決定されたフィードバックヨーモーメント基本要求値Mfbdmd（今回値）を減算器
２１５ｃで減じることにより、実車ヨーモーメント偏差Mfb_err（＝Mfb－Mfbdmd）を求め
る。なお、この実車ヨーモーメント偏差Mfb_errが、アクチュエータ動作ＦＢ目標値に起
因して実車１で発生するヨー方向のモーメントの、Ｍfbdmdからの過不足分を意味する。
【０４３３】
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　次いで、この実車ヨーモーメント偏差Mfb_errに、乗算部２１５ｄにて所定のゲインＣf
bを乗じることにより仮想外力補償モーメントＭvir_cを決定する。ゲインＣfbは、０＜Ｃ
fb≦１となる値（１以下の正の値）である。この仮想外力補償モーメントＭvir_cは、ア
クチュエータ動作ＦＢ目標値に起因して実車１で発生するヨー方向のモーメントの、Ｍfb
dmdからの過不足分に起因して発生する実車１とモデル車両との間の状態量偏差を０に近
づけるようにモデル車両の重心点Ｇdのまわりに発生させるべきヨー方向のモーメントを
意味する。
【０４３４】
　次いで、前記γβ制限器２０２で前述した如く決定される仮想外力（前記減算器２０７
の出力）を第２仮値Ｍvir’（＝Mvirtmp－Mvir_over），Ｆvir’（＝Fvirtmp－Fvir_over
）とし、この第２仮値Ｍvir’，Ｆvir’と仮想外力補償モーメントＭvir_cとを加算器２
１５ｅで加え合わせる。これにより、仮想外力Mvir，Ｆvir（今回値）を決定する。具体
的には、第２仮値Mvir’とＭvir_cとの和をＭvirとして決定し、第２仮値Ｆvir’をその
ままＦvirとして決定する。
【０４３５】
　以上説明した以外の構成および処理は、前記第１実施形態と同じである。
【０４３６】
　本実施形態によれば、状態量偏差γerr，βerrからアクチュエータ動作目標値までの非
線形性が、βerr，γerrの挙動に与える影響が低減され、γerr，βerrは、線形性を高く
保ちながら０に収束しようとする。換言すれば、状態量偏差γerr，βerrを０に収束させ
るためのフィードバックゲインの総和が、前記式２３におけるゲインマトリクスKfbdmdと
式１５におけるゲインマトリクスKfvirとの差（Kfbdmd－Kfvir）に近いものとなる。
【０４３７】
　換言すれば、仮想外力の上記第２仮値Ｍvir’，Ｆvir’をそのまま仮想外力Mvir，Fvir
として規範動特性モデル１６に入力したとした場合に前記モデル車両に作用する外力（ヨ
ー方向のモーメント）と前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値に起因して実車１に作用する
外力（ヨー方向のモーメントMfb）との差と、状態量偏差γerr，βerrとの間の関係に比
べて、第２仮値Ｍvir’，Ｆvir’を仮想外力補償モーメントＭvir_cで修正してなる仮想
外力Mvir，Fvirを規範動特性モデル１６に入力した場合に前記モデル車両に作用する外力
（ヨー方向のモーメント）と前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値に起因して実車１に作用
する外力（ヨー方向のモーメントMfb）との差と、状態量偏差γerr，βerrとの間の関係
がより線形性の高い関係になる。
【０４３８】
 
［第３実施形態］
　次に、本発明の第３実施形態を図２２～図２４を参照して説明する。なお、本実施形態
は、前記第１実施形態と一部の処理のみが相違するので、その相違する部分を中心に説明
し、同一部分については説明を省略する。また、本実施形態の説明では、第１実施形態と
同一の構成部分もしくは同一の機能部分については第１実施形態と同じ参照符号を使用す
る。
【０４３９】
　前記第１実施形態では、駆動・制動装置３Ａに対するアクチュエータ動作ＦＢ目標値と
して、駆動・制動装置３Ａのブレーキ装置の動作によって第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，
４）に作用させる駆動・制動力の補正要求値（状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるた
めの補正要求値）を意味する前記ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力Fxfbdmd_nを求め
るようにした。本実施形態では、これに代えて、駆動・制動装置３Ａに対するアクチュエ
ータ動作ＦＢ目標値として、ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_n（ｎ＝１，２，
３，４）を決定する。このＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_nは、駆動・制動装
置３Ａのブレーキ装置の動作によって各車輪Ｗ１～Ｗ４に作用させる路面反力（詳しくは
駆動・制動力および横力の合力）が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモー
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メントの補正要求値（状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるための補正要求値）を意味
する。そして、本実施形態では、このＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_nを使用
して、アクチュエータ動作目標値を決定する。
【０４４０】
　従って、本実施形態では、ＦＢ分配則２０のアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０
ｂの処理と、アクチュエータ動作目標値合成部２４の処理とが前記第１実施形態と相違す
る。そして、これ以外の構成および処理は、第１実施形態と同じである。
【０４４１】
　以下に本実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理と、アク
チュエータ動作目標値合成部２４の処理とを説明する。
【０４４２】
　図２２は本実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理機能を
示す機能ブロック図である。同図を参照して、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０
ｂは、まず、処理部２２０，２２１により第１実施形態と同じ処理を実行し、それぞれ前
記フィードバックヨーモーメント基本要求値Ｍfbdmdと、不感帯超過フィードバックヨー
モーメント要求値Mfbdmd_aとを決定する。なお、処理部２２１を省略して、Ｍfbdmd_a＝
Ｍfbdmdとしてもよい。
【０４４３】
　次いで、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂは、アクチュエータ動作ＦＢ目標
値分配処理部２２２の処理を実行してアクチュエータ動作ＦＢ目標値を決定する。この場
合、本実施形態では、各ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，
４）は、処理部２２２f_n，２２２ｇ_nを介して決定される。また、アクティブ操舵用Ｆ
Ｂ目標横力Fyfbdmd_fが処理部２２２ｅにより決定される。処理部２２２ｅの処理は、前
記第１実施形態と同じである。なお、処理部２２２ｅは省略してもよい。
【０４４４】
　各ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）は、次のように
決定される。すなわち、基本的には、Mfbdmd_aが正であるときには、そのモーメントを実
車１の左側の車輪Ｗ１，Ｗ３の路面反力の操作（補正）によって発生させ、Mfbdmd_aが負
であるときには、そのモーメントを実車１の右側の車輪Ｗ２，Ｗ４の路面反力の操作（補
正）によって発生させるように、ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_n（ｎ＝１，
２，３，４）が決定される。
【０４４５】
　具体的には、まず、各車輪Ｗ１～Ｗ４に対応する処理部２２２f_n（ｎ＝１，２，３，
４）によって、それぞれ第ｎ輪分配ゲインＫｎを決定する。この第ｎ輪分配ゲインＫｎの
決定の仕方は、前記第１実施形態と同じである。すなわち、前輪Ｗ１，Ｗ２に係わるＫ1
，Ｋ2は、それぞれ前輪側ゲイン調整パラメータとしての実前輪横すべり角βf_actに応じ
て、例えば前記図１４（ａ）のグラフで示す如く決定される。また、後輪Ｗ３，Ｗ４に係
わるＫ3，Ｋ4は、それぞれ後輪側ゲイン調整パラメータとしての実後輪横すべり角βr_ac
tに応じて、例えば前記図１４（ｂ）のグラフで示す如く決定される。そして、各処理部
２２２f_n（ｎ＝１，２，３，４）は、この第ｎ輪分配ゲインＫｎをMfbdmd_aに乗じるこ
とにより、第ｎ輪分配モーメント基本値Mfb_nを決定する。なお、このように決定されるM
fb_nの極性（向き）は、Mfbdmd_aと同じである。また、第ｎ輪分配ゲインＫｎは、βf_ac
tまたはβr_actに応じて上記の如く決定する以外に、前記第１実施形態で説明したいずれ
の形態で決定するようにしてもよい。そして、この場合、前輪側ゲイン調整パラメータお
よび後輪側ゲイン調整パラメータは、前記第１実施形態と同様に、βf_act、βr_act以外
のパラメータを使用してもよい。
【０４４６】
　次いでアクチュエータ動作ＦＢ目標値分配処理部２２２は、上記の如く決定した第ｎ輪
分配モーメント基本値Mfb_n（ｎ＝１，２，３，４）を、それぞれ第ｎ輪Ｗｎに対応する
リミッタ２２２g_nに通すことにより、ＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_nをそ
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れぞれ決定する。
【０４４７】
　ここで、図２２中の各リミッタ２２２g_n（ｎ＝１，２，３，４）のグラフは、Mfb_nと
Mfbdmd_nとの関係を表すグラフであり、該グラフに関する横軸方向の値がMfb_nの値、縦
軸方向の値がMfbdmd_nの値である。
【０４４８】
　このリミッタ２２２g_nのうち、第１輪Ｗ１および第３輪Ｗ３に係わるリミッタ２２２g
_1，２２２g_3は、それに入力されるMfb_n（ｎ＝１，３）の値が０または正の値であると
きにのみ、Mfb_nをそのままMfbdmd_nとして出力し、Mfb_nが負の値であるときには、その
Mfb_nの値によらずに出力するMfbdmd_nの値を０とする。換言すれば、０を下限値として
、Mfb_nに制限を掛けることによりMfbdmd_nを決定する。
【０４４９】
　一方、第２輪Ｗ１および第４輪Ｗ３に係わるリミッタ２２２g_2，２２２g_4は、それに
入力されるMfb_n（ｎ＝２，４）の値が０または負の値であるときにのみ、Mfb_nをそのま
まMfbdmd_nとして出力し、Mfb_nが正の値であるときには、そのMfb_nの値によらずに出力
するMfbdmd_nの値を０とする。換言すれば、０を上限値として、Mfb_nに制限を掛けるこ
とによりMfbdmd_nを決定する。
【０４５０】
　このようにＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_n（ｎ＝１，２，３，４）を決定
することにより、Mfbdmd_a＞０である場合には、実車１の左側の車輪Ｗ１，Ｗ３の路面反
力の補正によってMfbdmd_aにほぼ等しいヨー方向のモーメントを実車１の重心点Ｇのまわ
りに発生させるべくMfbdmd_nが決定される。この場合、第１輪Ｗ１および第３輪Ｗ３のそ
れぞれのＭfbdmd_1、Ｍfbdmd_3は、Ｍfbdmd_aに比例するもの（Ｍfbdmd_aにＫ１またはＫ
３を乗じてなる値）となる。ひいては、Ｍfbdmd_aの変化と、Ｍfbdmd_1、Ｍfbdmd_3の変
化との関係が比例関係になる。そして、その比例関係における前輪側ゲインとしての第１
輪分配ゲインＫ１と後輪側ゲインとしての第３輪分配ゲインＫ３とがそれぞれ前輪側ゲイ
ン調整パラメータ（本実施形態ではβf_act）、後輪側ゲイン調整パラメータ（本実施形
態ではβr_act）に応じて変化することとなる。
【０４５１】
　また、Mfbdmd_a＜０である場合には、駆動・制動装置３Ａのブレーキ装置３Ａの動作に
よる実車１の右側の車輪Ｗ２，Ｗ４の路面反力の補正によってMfbdmd_aにほぼ等しいヨー
方向のモーメントを実車１の重心点Ｇのまわりに発生させるべくMfbdmd_nが決定される。
この場合、第２輪Ｗ２および第４輪Ｗ４のそれぞれのＭfbdmd_2、Ｍfbdmd_4は、Ｍfbdmd_
aに比例するもの（Ｍfbdmd_aにＫ２またはＫ４を乗じてなる値）となる。ひいては、Ｍfb
dmd_aの変化と、Ｍfbdmd_2、Ｍfbdmd_4の変化との関係が比例関係になる。そして、その
比例関係における前輪側ゲインとしての第２輪分配ゲインＫ２と後輪側ゲインとしての第
４輪分配ゲインＫ４とがそれぞれ前輪側ゲイン調整パラメータ（本実施形態ではβf_act
）、後輪側ゲイン調整パラメータ（本実施形態ではβr_act）に応じて変化することとな
る。
【０４５２】
　なお、第１輪Ｗ１および第３輪Ｗ３に係わるリミッタ２２２g_n（ｎ＝１，３）は、０
よりも若干小さい値をMfbdmd_nの下限値としてMfb_nに制限を掛けることによりMfbdmd_n
を決定するようにしてもよい。同様に、第２輪Ｗ２および第４輪Ｗ４に係わるリミッタ２
２２g_n（ｎ＝２，４）は、０よりも若干大きい値をMfbdmd_nの上限値としてMfb_nに制限
を掛けることによりMfbdmd_nを決定するようにしてもよい。
【０４５３】
　以上が本実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理の詳細で
ある。
【０４５４】
　次に、本実施形態におけるアクチュエータ動作目標値合成部２４の処理を図２３および
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図２４を参照して説明する。図２３はアクチュエータ動作目標値合成部２４の処理機能を
示す機能ブロック図、図２４はその処理機能のうちの最適目標第ｎ駆動・制動力決定部の
処理を示すフローチャートである。
【０４５５】
　図２３を参照して、本実施形態におけるアクチュエータ動作目標値合成部２４は、目標
第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nおよび目標第ｎ輪スリップ比Scmd_nを決定する最適目標第ｎ
駆動・制動力決定部２４１b_n（ｎ＝１，２，３，４）と、目標前輪舵角δfcmdを決定す
る最適アクティブ舵角決定部２４７とを備えている。
【０４５６】
　最適アクティブ舵角決定部２４７の処理は、第１実施形態と同じである。一方、最適目
標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_nの処理は、第１実施形態と相違している。また、ア
クチュエータ動作目標値合成部２４は、前記第１実施形態と同様に、前記ＦＦ則２２で決
定されたアクチュエータ動作ＦＦ目標値のうちのＦＦ目標第１輪駆動系駆動・制動力、Ｆ
Ｆ目標第２輪駆動系駆動・制動力、およびＦＦ目標ミッション減速比をそれぞれ目標第１
輪駆動系駆動・制動力、目標第２輪駆動系駆動・制動力、目標ミッション減速比として出
力するようにしている。
【０４５７】
　本実施形態では、前輪Ｗ１，Ｗ２に係わる最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_n
（ｎ＝１，２）には、それぞれ、前記ＦＦ則２２で決定されたアクチュエータ動作ＦＦ目
標値のうちのＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力とＦＦ目標第ｎ輪駆動系駆動・制動力
との和であるＦＦ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_n（これは第１実施形態と同様に
加算器２４０で求められる）と、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂで決定
されたアクチュエータ動作ＦＢ目標値のうちのＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd
_nとが入力される。なお、前輪Ｗ１，Ｗ２に係わる最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４
１b_n（ｎ＝１，２）には、第１実施形態の場合と同様に、実前輪横すべり角βf_actの最
新値（今回値）および推定摩擦係数μestmの最新値（今回値）も入力される。さらに、図
示は省略するが、実前輪舵角δf_actの最新値（今回値）も最適目標第ｎ駆動・制動力決
定部２４１b_n（ｎ＝１，２）に入力される。
【０４５８】
　また、後輪Ｗ３，Ｗ４に係わる最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_n（ｎ＝３，
４）には、それぞれ、前記ＦＦ則２２で決定されたアクチュエータ動作ＦＦ目標値のうち
のＦＦ目標第ｎ輪ブレーキ駆動・制動力がＦＦ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nと
して入力されると共に、前記アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂで決定されたア
クチュエータ動作ＦＢ目標値のうちのＦＢ目標第ｎ輪ブレーキモーメントMfbdmd_nとが入
力される。なお、後輪Ｗ３，Ｗ４に係わる最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_n（
ｎ＝３，４）には、第１実施形態の場合と同様に、実後輪横すべり角βr_actの最新値（
今回値）および推定摩擦係数μestmの最新値（今回値）も入力される。
【０４５９】
　そして、最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_n（ｎ＝１，２，３，４）は、それ
ぞれ、与えられた入力を基に、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nと目標第ｎ輪スリップ比S
cmd_nとを決定して出力する。
【０４６０】
　以下に、図２４を参照して、各最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_n（ｎ＝１，
２，３，４）の処理を説明する。
【０４６１】
　まず、Ｓ２００において、第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）の横すべり角が実横すべ
り角（詳しくは、ｎ＝１または２であるときは実前輪横すべり角βf_act、ｎ＝３または
４であるときは実後輪横すべり角βr_act）であって、路面摩擦係数（第ｎ輪Ｗｎと路面
との間の摩擦係数）が推定摩擦係数μestmであることを前提条件とする。そして、この前
提条件の基で、前記ＦＦ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nに対応するスリップ比Sff
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_nを求める。より詳しくは、該前提条件の基で、第ｎ輪Ｗｎで発生可能な駆動・制動力の
うち、FFtotal_nに一致するか、もしくは最も近い駆動・制動力に対応するスリップ比の
値をSff_nとして求める。この場合、例えば前記第１実施形態における図１９のＳ１００
の処理で使用するマップに基づいて、FFtotal_nに対応するスリップ比を求め、その求め
たスリップ比をSff_nとして決定すればよい。なお、FFtotal_nに対応するスリップ比の値
が２種類存在するような場合には、０に近い方のスリップ比がSff_nとして決定される。
換言すれば、第ｎ輪Ｗｎのスリップ比と駆動・制動力との関係（前記車輪特性関係に従う
関係）において、駆動・制動力がピーク値（極値）となるスリップ比の値と０との間の範
囲内において、Sff_nが決定される。また、FFtotal_nが上記前提条件の基で、第ｎ輪Ｗｎ
で発生可能な駆動・制動力の値の範囲を逸脱している場合には、FFtotal_nに最も近い駆
動・制動力の値に対応するスリップ比の値がSff_nとして決定される。
【０４６２】
　次いで、Ｓ２０２に進んで、第ｎ輪Ｗｎのスリップ比がSff_nであるときの第ｎ輪Ｗｎ
の横力Fyff_nを求める。この場合、例えば第ｎ輪Ｗｎの横すべり角と路面摩擦係数とスリ
ップ比と横力との関係（前記車輪特性関係に従う関係）を表す、あらかじめ作成されたマ
ップに基づいて、第ｎ輪Ｗｎの実横すべり角βf_actまたはβr_actの値と、推定路面摩擦
係数μestmの値と、Sff_nの値とから横力Fyff_nを求めるようにすればよい。なお、その
マップには、第ｎ輪Ｗｎの実接地荷重Fzact_nを変数パラメータとして含めてもよい。
【０４６３】
　次いで、Ｓ２０４に進んで、スリップ比がSff_nであるときの第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動
力であるFFtotal_nと、該第ｎ輪Ｗｎの横力であるFyff_nとの合力ベクトルが、実車１の
重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントMff_nを求める。具体的には、第ｎ輪
Ｗｎが前輪Ｗ１，Ｗ２であるとき（ｎ＝１または２であるとき）には、実前輪舵角δf_ac
tを基に、第ｎ輪Ｗｎから見た実車１の重心点Ｇの位置ベクトル（水平面上での位置ベク
トル）を求める。そして、その位置ベクトルと上記合力ベクトルとの外積（ベクトル積）
を演算することによって、Mff_nを求めればよい。また、第ｎ輪Ｗｎが後輪Ｗ３，Ｗ４で
あるとき（ｎ＝３または４であるとき）には、第ｎ輪Ｗｎから見た実車１の重心点Ｇの位
置ベクトル（水平面上での位置ベクトル。これはあらかじめ設定される）と上記合力ベク
トルとの外積（ベクトル積）を演算することによって、Mff_nを求めればよい。なお、Mff
_nは、FFtotal_nとFyff_nと実前輪舵角δf_actとから（ｎ＝１または２である場合）、あ
るいは、FFtotal_nとFyff_nとから（ｎ＝３または４である場合）、あらかじめ作成した
マップに基づいて求めるようにしてもよい。このようにして求められるＭff_nは、第ｎ輪
のフィードフォワード要求モーメント（Ｍfbdmd_n＝０である場合の要求モーメント）に
相当するものである。
【０４６４】
　次いで、Ｓ２０６に進んで、上記の如く求めたMff_nと前記ＦＢ目標ブレーキモーメン
トMfbdmd_nとを加え合わせることにより、第ｎ輪Ｗｎの路面反力による実車１の重心点Ｇ
まわりのモーメント（ヨー方向のモーメント）の仮目標値である仮目標モーメント候補Mc
and_nが算出される。このMcand_nは、第ｎ輪Ｗｎで制御要求に従って実車１の重心点Ｇの
まわりに発生すべきヨー方向のモーメントを意味する。
【０４６５】
　次いで、Ｓ２０８に進んで、第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１，２，３，４）の横すべり角が実横す
べり角（詳しくは、ｎ＝１または２であるときは実前輪横すべり角βf_act、ｎ＝３また
は４であるときは実後輪横すべり角βr_act）であって、路面摩擦係数（第ｎ輪Ｗｎと路
面との間の摩擦係数）が推定摩擦係数μestmであることを前提条件として、最大モーメン
ト発生時第ｎ輪スリップ比Smmax_nを決定する。この処理は、前記第１実施形態における
図１９のＳ１０２で最大モーメント発生時第ｎ輪スリップ比Smmax_nを求める場合と同様
に実行される。但し、Smmax_nは、それに対応して第ｎ輪Ｗｎで発生する駆動・制動力と
横力との合力によって実車１の重心点Ｇのまわりに発生するモーメント（最大モーメント
）が前記フィードバックヨーモーメント基本要求値Mfbdmdの極性（向き）に向かって最大
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となるように決定される。
【０４６６】
　次いで、Ｓ２１０に進んで、上記の如く求めたSmmax_nの値と０との間で、ヨー方向の
モーメントがＳ２０６で求めたMcand_nに一致し、またはMcand_nに最も近くなるときのス
リップ比Scand_nを求める。このようにScand_nを決定することは、前記条件（２）、（３
）を満たすような（より詳しくは、条件（２）を満たす範囲内で、条件（３）を満たすよ
うな）、駆動・制動力に対応するスリップ比を決定することと等価である。
【０４６７】
　このＳ２１０の処理では、例えば第ｎ輪Ｗｎの実横すべり角と路面摩擦係数とスリップ
比と駆動・制動力と横力との関係（前記車輪特性関係に従う関係）を表す、あらかじめ作
成されたマップと、実前輪舵角δf_actとに基づいて（ｎ＝１または２である場合）、あ
るいは、該マップに基づいて（ｎ＝３または４である場合）、前記前提条件の基で、探索
的に、Scand_nを求めればよい。
【０４６８】
　次いで、Ｓ２１２からＳ２１６の処理によって、目標第ｎ輪スリップ比Scmd_nが決定さ
れる。この場合、Scand_ｎおよびSff_nが共に正の値であるとき（すなわち、Scand_n，Sf
f_nにそれぞれ対応する第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力が共に制動方向の駆動・制動力である
とき）には、Scmd_nに対応する駆動・制動力（制動方向の駆動・制動力）の絶対値が、前
記ＦＦ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nの絶対値よりも小さくならないようにScmd_
nが決定される。
【０４６９】
　具体的には、Ｓ２１２において、Scand_n＞Sff_n＞０であるか否かが判断され、この判
断結果がＹＥＳであるときには、Ｓ２１４に進んで、Scmd_nにScand_nの値が代入される
。また、Ｓ２１２の判断結果がＮＯであるときには、Ｓ２１６に進んで、Scmd_nにSff_n
の値が代入される。
【０４７０】
　次いで、Ｓ２１８に進んで、上記の如く決定したScmd_nに対応する第ｎ輪Wｎの駆動・
制動力が目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nとして決定される。この場合、例えばスリップ
比と駆動・制動力との関係を表す、あらかじめ作成されたマップに基づいて、Scmd_nの値
に対応するFxcmd_nが決定される。
【０４７１】
　以上が、本実施形態における最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４２b_nの処理である
。
【０４７２】
　補足すると、本実施形態では、前記第１実施形態における条件（３）の代わりに、目標
第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nは、前記車輪特性関係（第ｎ輪Ｗｎの横すべり角が実横すべ
り角βf_actまたはβr_actであって、路面摩擦係数が推定摩擦係数μestmであることを前
提条件としたときの車輪特性関係）に従って第ｎ輪Ｗｎで発生可能な駆動・制動力の値の
範囲内の値となり、且つ、該車輪特性関係に従って第ｎ輪Ｗｎで発生可能な路面反力のう
ち、その駆動・制動力成分がFxcmd_nに等しい路面反力によって実車１の重心点Ｇのまわ
りに発生するヨー方向のモーメントが可能な限り前記Mcand_nに一致するかもしくは近い
こと(Mcand_nとの差の絶対値が最小になること）、という条件が用いられている。そして
、この条件（以下、条件（３）’という）と、前記条件（１）、（２）とのうち、前記条
件（１）を最上位の条件、条件（２）を次順位の条件とし、これらの条件（１）、（２）
、（３）’をその優先順位に従って満足するように目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが決
定されている。この場合、前記Ｓ２１０までの処理によって、結果的に、条件（２）を満
たし得る範囲内で、条件（３）’をできるだけ満たすように、Fxcmd_nが決定されること
となる。すなわち、Ｓ２１０の処理で決定されるScand_nに対応する駆動・制動力（Ｓ２
１２の判断結果がＹＥＳである場合におけるＳcmd_nに対応する駆動・制動力）を目標第
ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nとして決定したとき、そのFxcmd_nは条件（２）を優先条件とし
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て、条件（２）、（３）’を満足するものとなる。さらに、Ｓ２１２～Ｓ２１６の処理を
経ることで、最優先の条件（１）を満たすようにFxcmd_nが決定されることとなる。
【０４７３】
 
［第４実施形態］
　次に、本発明の第４実施形態を図２５および図２６を参照して説明する。なお、本実施
形態は、前記第１実施形態と一部の処理のみが相違するので、その相違する部分を中心に
説明し、同一部分については説明を省略する。また、本実施形態の説明では、第１実施形
態と同一の構成部分もしくは同一の機能部分については第１実施形態と同じ参照符号を使
用する。
【０４７４】
　本実施形態が、第１実施形態と相違する点は、前記図１８に示したアクチュエータ動作
目標値合成部２４の最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_n（ｎ＝１，２，３，４）
の処理だけである。この場合、本実施形態では、図示は省略するが、各最適目標第ｎ駆動
・制動力決定部２４１a_nには、前記ＦＦ総合第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nおよび無制限
時第ｎ輪駆・制動力Fxdmd_nに加えて、推定摩擦係数μestmと、第ｎ輪Ｗｎの実路面反力
（実駆動・制動力Fxact_n、実横力Fyact_n、実接地荷重Fzact_n）とが入力される。そし
て、各最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_nは、入力された推定摩擦係数μestmと
、第ｎ輪Ｗｎの実路面反力とを基に、第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力と横力との関係を推定す
る。さらに、その推定した関係を利用して、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nと目標第ｎ
輪スリップ比Scmd_nとを決定する。
【０４７５】
　ここで、前記非特許文献１の式（２．４２）に見られるように、各第ｎ輪Ｗｎ（ｎ＝１
，２，３，４）の実横すべり角がある値であるときに、該第ｎ輪Ｗｎに路面から作用する
横力Ｆy_nと駆動・制動力Ｆx_nとの関係は、一般に、以下に示す楕円の式によって近似で
きる。
【０４７６】
【数９】

 
【０４７７】
　なお、式４０において、μは路面摩擦係数、Fz_nは第ｎ輪Ｗｎの接地荷重、Fy0_nは第
ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力Fx_nが０であるときの横力である。Fy0_nは一般には、第ｎ輪Ｗ
ｎの横すべり角に応じて変化する。Fy0_nの極性は、第ｎ輪Ｗｎの実すべり角の極性と逆
になる。
【０４７８】
　本実施形態では、この式４０が、第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力と横力との関係を規定する
式であるとして、この式４０を利用して、Fxcmd_nとScmd_nとを決定する。この場合、式
４０のFy0_nを特定するために、実路面反力の値を使用する。
【０４７９】
　以下に図２５を参照して、本実施形態での最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１a_n
（ｎ＝１，２，３，４）の処理を説明する。図２５は、その処理を示すフローチャートで
ある。
【０４８０】
　まず、Ｓ３００において、第ｎ輪Ｗｎの実路面反力Fxact_n，Fyact_n，Fzact_n（検出
値もしくは推定値の最新値）と推定摩擦係数μestm（最新値）とを基に、前記式４０のFy
0_nの値（駆動・制動力が０であるときの横力の値）を求める。すなわち、式４０のFx_n
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、Fy_n、Fz_n、μにそれぞれFxact_n、Fyact_n、Fzact_n、μestmの値を代入する。そし
て、Fy0_nについて解くことにより（換言すれば、図中に示す式によって）、Fy0_nの値を
決定する。なお、図中のsqrt（Ａ）は（Ａは一般変数）、Ａの平方根を求める関数である
。また、Fy0_nの極性（符号）は、Fyact_nと同じである。
【０４８１】
　次いで、Ｓ３０２に進んで、前記式４０（Fy0_nの値がＳ３００で決定した値である場
合の式４０）を制約条件（Fx_nとFy_nとの関係を規定する制約条件）として、前記無制限
時第ｎ輪駆動・制動力Fxdmd_nに最も近い（一致する場合を含む）駆動・制動力Fx_nを求
め、これを第ｎ輪駆動・制動力候補Fxcand_nとする。この場合、式４０の制約条件の基で
、駆動・制動力Fx_nが採り得る値の範囲は、－μ・Fzact_nとμ・Fzact_nとの間の範囲で
ある。なお、μ・Fzact_nは、第ｎ輪Ｗｎと路面との間の最大摩擦力を意味する。従って
、Fxdmd_nの値が、この範囲［－μ・Fzact_n，μ・Fzact_n］内の値である場合には、Fxd
md_nがそのままFxcand_nとして決定され、Fxdmd_nの値が、範囲［－μ・Fzact_n，μ・Fz
act_n］を逸脱している場合には、－μ・Fzact_nとμ・Fzact_nとのうちのFxcmd_nに近い
方の値が、Fxcand_nとして決定される。
【０４８２】
　次いで、Ｓ３０４に進んで、前記式４０（Fy0_nの値がＳ３００で決定した値である場
合の式４０）を制約条件として、第ｎ輪の路面反力（駆動・制動力Fx_nと横力Fy_nとの合
力）が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントが最大となるような駆
動・制動力Fx_nの値を求め、これを最大モーメント発生時第ｎ輪駆動・制動力Fxmmax_nと
する。より詳しくは、前記式４０の関係に従うFx_nとFy_nとの組のうち、それらの合力が
実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントが最大となるFx_n，Fy_nの組
を求め、その組のFx_nの値をFxmmax_nとして決定する。ここでの最大モーメントは、前記
フィードバックヨーモーメント基本要求値Mfbdmdと同じ極性に向かって最大となるモーメ
ントである。なお、Fxcand_nに対応する横力の極性は、Ｓ３００で求めたFy0_nの極性（
＝Fyact_nの極性）と同じである。
【０４８３】
　この場合、前輪Ｗ１，Ｗ２に係わるFxmmax_n（ｎ＝１または２である場合のFxmmax_n）
は、推定摩擦係数μestm（最新値）と第ｎ輪Ｗｎの実接地荷重Fzact_nと実前輪舵角δf_a
ctとから算出される。また、後輪Ｗ３，Ｗ４に係わるFxmmax_n（ｎ＝３または４である場
合のFxmmax_n）は、推定摩擦係数μestm（最新値）と第ｎ輪Ｗｎの実接地荷重Fzact_nと
から算出される。
【０４８４】
　ここで、代表的に、第１輪Ｗ１に係わるFxmmax_1の算出の仕方を図２６を参照して説明
する。同図２６は、実車１を平面視で模式的に示しており、図中の楕円Ｃ１は、前記式４
０により表される楕円を示している。実車１の重心点Ｇのまわりに発生するモーメントが
最大となるようなFx_1，Fy_1の組に対応する楕円Ｃ１上の点は、水平面上で第１輪Ｗ１の
中心点と実車１の重心点Ｇとを結ぶ直線ｕ０と平行な直線のうち、楕円Ｃ１に接する直線
ｕmと楕円Ｃ１との接点Ｐｓである。なお、この例では、Fxcand_1が負の（制動方向の）
駆動・制動力であるとし、接点ＰｓにおけるFx_1も負の値であるとしている。
【０４８５】
　ここで、第１輪Ｗ１の前後方向に対して直線ｕm（またはｕ0）がなす角度を図示の如く
θとおくと、接点Ｐsにおける、Fy_１のFx_1に対する変化率∂Fy_1／∂Fx_1は、次式４１
で示す如くtanθに等しい。さらに、tanθは、実前輪舵角δf_actから、次式４２の幾何
学的演算により求められる。
【０４８６】
 
　∂Fy_1／∂Fx_1＝tanθ　　　　　……式４１
 
　tanθ＝（－Ｌf・sinδf_act
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　　　　　　＋（ｄf／2）・cosδf_act）／（Ｌf・cosδf_act
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋（ｄf／2）・sinδf_act）……式４２
 
　なお、式４２のｄf、Ｌfの意味は、前記図１３と同じである。
【０４８７】
　一方、前記式４０によってから、次式４３が得られる。
【０４８８】
 
　∂Fy_1／∂Fx_1＝－（Fy0_1／（μestm・Fzact_1))2・（Fx_1／Fy_1）　……式４３
 
　前記式４１、４３と前記式４０とから、接点ＰsにおけるFx_1の値、すなわち、Fxmmax_
1は、次式４４により与えられることとなる。
【０４８９】
 
　Fxmmax_1＝μestm・Fzact_1／sqrt(１＋Fy0_12／(tanθ・μestm・Fzact_1)2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……式４４
 
　この式４４と前記式４２とが、Fxmmax_1を求めるための式である。なお、Fxcand_1が正
の値であるときには、Fxmmax_1は、式４４の右辺の演算結果の符合を反転させた値となる
。
【０４９０】
　他の車輪Ｗ２～Ｗ４についても、上記と同様にFxmmax_n（ｎ＝１，２，３）を算出する
ことができる。なお、後輪Ｗ３，Ｗ４については、実舵角は０であるので、その値は、必
要ない。
【０４９１】
　図２５のフローチャートの説明に戻って、Ｓ３０６からＳ３１４まで、前記第１実施形
態における図１９のＳ１０４～Ｓ１１２までの処理と同じ処理が実行され、これにより、
目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが決定される。
【０４９２】
　次いで、Ｓ３１６に進んで、Fxcmd_nに対応するスリップ比を求め、それを目標第ｎ輪
目標スリップ比Scmd_nとして決定する。この場合、例えば、第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力と
スリップ比との関係を表す、あらかじめ定められたマップに基づいて、目標第ｎ輪スリッ
プ比Scmd_nが決定される。なお、ここで使用するマップは、μestmと、第ｎ輪Ｗｎの実横
すべり角βf_actまたはβr_act（あるいはFy0_n）との組に対応するマップである。
【０４９３】
　以上のＳ３００～Ｓ３１６の処理によって、前記条件（１）～（３）と同等の条件を満
足するように目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが決定される。そして、条件（１）～（３
）の全てを満たす目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nを決定できない場合には、優先順位の
高い条件を優先的に満足するように目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmd_nが決定される。
【０４９４】
 
［第５実施形態］
　次に、本発明の第５実施形態を図２７を参照して説明する。なお、本実施形態は、前記
第３実施形態と一部の処理のみが相違するので、その相違する部分を中心に説明し、同一
部分については説明を省略する。また、本実施形態の説明では、第３実施形態と同一の構
成部分もしくは同一の機能部分については第３実施形態と同じ参照符号を使用する。
【０４９５】
　本実施形態が、第３実施形態と相違する点は、前記図２３に示したアクチュエータ動作
目標値合成部２４の最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_n（ｎ＝１，２，３，４）
の処理だけである。この場合、本実施形態では、図示は省略するが、各最適目標第ｎ駆動
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・制動力決定部２４１b_nには、前記ＦＦ総合第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nおよび無制限
時第ｎ輪駆・制動力Fxdmd_nに加えて、推定摩擦係数μestmと、第ｎ輪Ｗｎの実路面反力
（実駆動・制動力Fxact_n、実横力Fyact_n、実接地荷重Fzact_n）とが入力される。そし
て、各最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_nは、入力された推定摩擦係数μestmと
、第ｎ輪Ｗｎの実路面反力とを基に、前記式４０により表される第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動
力と横力との関係を推定する。さらに、その推定した関係を利用して、目標第ｎ輪駆動・
制動力Fxcmd_nと目標第ｎ輪スリップ比Scmd_nとを決定する。
【０４９６】
　図２７は本実施形態における各最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_nの処理を示
すフローチャートである。以下、説明すると、まず、Ｓ４００において、前記図２５のＳ
３００と同じ処理が実行され、式４０のFy0_nの値が求められる。
【０４９７】
　次いで、Ｓ４０２に進んで、前記ＦＦ総合目標第ｎ輪駆動・制動力FFtotal_nに対応す
る横力Fyff_nを求める。すなわち、前記式４０のFx_n、Fz_n、μにそれぞれFFtotal_n、F
zact_n、μestmの値を代入すると共に、式４０のFy0_nにＳ４００で求めた値を代入して
、Fy_nについて解くことにより（換言すれば図中に示す式によって）、Fyff_nの値を決定
する。
【０４９８】
　次いで、Ｓ４０４に進んで、第ｎ輪Ｗｎの駆動・制動力がFFtotal_nで、且つ横力がFyf
f_nであったときに、これらの合力が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモ
ーメントを求め、これを第ｎ輪ＦＦモーメントMff_nとする。この処理は、前記図２４の
Ｓ２０４の処理と同様に行なわれる。このようにして求められるＭff_nは、第ｎ輪のフィ
ードフォワード要求モーメント（Ｍfbdmd_n＝０である場合の要求モーメント）に相当す
るものである。
【０４９９】
　次いで、Ｓ４０６に進んで、上記の如く求めたMff_nと前記ＦＢ目標ブレーキモーメン
トMfbdmd_nとを加え合わせることにより、第ｎ輪Ｗｎの路面反力による実車１の重心点Ｇ
まわりのモーメント（ヨー方向のモーメント）の仮目標値である仮目標モーメント候補Mc
and_nが算出される。
【０５００】
　次いで、Ｓ４０８に進んで、前記式４０を制約条件として、第ｎ輪Ｗｎの路面反力（駆
動・制動力Fx_nと横力Fy_nとの合力）が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向の
モーメントが前記フィードバックヨーモーメント基本要求値Mfbdmdの極性と同じ極性に向
かって最大となるような路面反力の駆動・制動力Fx_nを求め、これを最大モーメント発生
時第ｎ輪駆動・制動力Fxmmax_nとする。この処理は、前記図２５のＳ３０４の処理と同じ
である。
【０５０１】
　次いで、Ｓ４１０に進んで、前記式４０を制約条件として、第ｎ輪Ｗｎの路面反力（駆
動・制動力Fx_nと横力Fy_nとの合力）が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向モ
ーメントがMcand_nに一致または最も近くなるときのFx_nを求め、これを第ｎ輪Ｗｎの駆
動・制動力の候補Fxcand_n（第ｎ輪駆動・制動力候補Fxcand_n）とする。ただし、０＞Fx
mmax_n＞Fxcand_nまたは０＜Fxmmax_n＜Fxcand_nとならないように（換言すれば、Fxcand
_nの符号がFxmmax_nの符号と異なるか、または、Fxcand_nの絶対値がFxmmax_nの絶対値以
下になるように）、Fxcand_nが決定される。
【０５０２】
　この場合、Mcand_nの絶対値がFxmmax_nに対応する最大モーメントの絶対値以上である
場合には、Fxmmax_nがFxcand_nとして決定される。
【０５０３】
　また、Mcand_nの絶対値が、Fxmmax_nに対応する最大モーメントの絶対値よりも小さい
場合には、式４０の関係を満たすFx_n，Fy_nの組のなかから、それらの合力が実車１の重
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心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントがMcand_nに一致するようなFx_n，Fy_n
の組が探索的に求められる。そして、その求められたFx_nが、Fxcand_nとして決定される
。なお、この処理では、前輪Ｗ１，Ｗ２に関しては、式４０だけでなく、実前輪舵角δf_
actの値も使用される。
【０５０４】
　この場合、Fx_n，Fy_nの合力が実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメ
ントがMcand_nに一致するようなFx_n，Fy_nの組は、２組存在するものの、Fxmmax_n＜０
であるときには、Fx_n＞Fxmmax_nとなる方のFx_nがFxcand_nとして決定され、Fxmmax_n＞
０であるときには、Fx_n＜Fxmmax_nとなるFx_nがFcand_nとして決定される。
【０５０５】
　かかるＳ４１０の処理により、式４０が満たされる範囲内において、０＞Fxmmax_n＞Fx
cand_nまたは０＜Fxmmax_n＜Fxcand_nとならないようにしつつ、実車１の重心点まわりに
発生するヨー方向のモーメントがMcand_nに一致するか、もしくは最も近くなるようにFxc
and_nが決定される。
【０５０６】
　次いで、Ｓ４１２に進んで、０＞FFtotal_n＞Fxcand_nであるか否かを判断する。そし
て、この判断結果がＹＥＳであるときには、Ｓ４１４に進んで、Fxcand_nの値をFxcmd_n
に代入する。また、Ｓ４１２の判断結果がＮＯであるときには、Ｓ４１６に進んで、FFto
tal_nの値をFxcmd_nに代入する。これにより、目標第ｎ輪駆動・制動力Fxcmdが決定され
る。
【０５０７】
　次いで、Ｓ４１８に進んで、Fxcmd_nに対応するスリップ比を目標第ｎ輪スリップ比Scm
d_nとして決定する。この処理は、図２５のＳ３１６の処理と同じである。
【０５０８】
　以上が、本実施形態における最適目標第ｎ駆動・制動力決定部２４１b_nの処理の詳細
である。
【０５０９】
　補足すると、本実施形態では、前記第１実施形態における条件（３）の代わりに、前記
第３実施形態に関して説明した条件（３）’と同様の条件が用いられている。ただし、こ
の場合、前記第３実施形態における車輪特性関係が、前記式（４０）の楕円関数に相当す
る。従って、本実施形態における条件（３）’は、より詳しくは、前記式（４０）に従っ
て第ｎ輪Ｗｎで発生可能な駆動・制動力の値の範囲内の値となり、且つ、該車輪特性関係
に従って第ｎ輪Ｗｎで発生可能な路面反力のうち、その駆動・制動力成分がFxcmd_nに等
しい路面反力によって実車１の重心点Ｇのまわりに発生するヨー方向のモーメントが可能
な限り前記Mcand_nに一致するかもしくは近いこと(Mcand_nとの差の絶対値が最小になる
こと）、という条件である。そして、この条件（３）’と、前記条件（１）、（２）との
うち、前記条件（１）を最上位の条件、条件（２）を次順位の条件とし、これらの条件（
１）、（２）、（３）’をその優先順位に従って満足するように目標第ｎ輪駆動・制動力
Fxcmd_nが決定されている。この場合、前記Ｓ４１０までの処理によって、結果的に、条
件（２）を満たし得る範囲内で、条件（３）’をできるだけ満たすように、Fxcmd_nが決
定されることとなる。さらに、Ｓ４１２～Ｓ４１６の処理を経ることで、最優先の条件（
１）を満たすようにFxcmd_nが決定されることとなる。
【０５１０】
 
　次に、前記第１～第５実施形態の変形態様をいくつか説明する。
［変形態様１］
　前記第１～第５実施形態では、規範状態量として規範ヨーレートγdと規範車両重心点
横すべり角βdとを用いたが、次のようにしてもよい。例えば規範動特性モデルにより規
範ヨーレートγdだけを規範状態量として逐次求める。そして、実ヨーレートγactとその
規範ヨーレートγdとの差である状態量偏差γerrを０に近づけるように、規範動特性モデ
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ルと実車１のアクチュエータ装置３とを操作するようにしてもよい。この場合、前記式（
１）により表した規範動特性モデル１６の代わりに、例えば、図２８に示す規範動特性モ
デル５６によって、規範ヨーレートγdを逐次決定するようにしてもよい。
【０５１１】
　以下、図２８の規範動特性モデル５６をより詳細に説明すると、この規範動特性モデル
５６には、ステアリング角θhと、実走行速度Ｖactと、規範動特性モデル５６の操作用の
制御入力（γerrを０に近づけるための制御入力）としての仮想外力モーメント（ヨー方
向のモーメント）Mvirとが制御処理周期毎に逐次入力される。なお、θhとＶactは最新値
（今回値）であり、Mvirは前回値である。
【０５１２】
　そして、規範動特性モデル５６は、まず、入力されたθh，Ｖactから整定目標値決定用
マップ５６ａにより、整定目標ヨーレートγ∞を求める。該整定目標ヨーレートγ∞は、
θhとＶactとがそれらの入力値に定常的に維持されたとした場合のモデル車両（本実施形
態での規範動特性モデル５６上の車両）のヨーレートの収束値を意味する。なお、整定目
標値決定用マップ５６ａは、推定摩擦係数μestmに応じて設定しておくことが望ましい。
【０５１３】
　次いで、規範ヨーレートγdの前回値（規範動特性モデル５６から前回の制御処理周期
で求めた値）と、上記整定目標ヨーレートγ∞とが、フライホイール追従則５６ｂに入力
される。そして、このフライホール追従制御則５６ｂにより、フライホイール用ＦＢモー
メントMfbを決定する。ここで、本実施形態では、モデル車両のそのヨー方向の回転運動
を水平なフライホイール（回転軸が鉛直方向の軸であるフライホイール）の回転運動によ
り表現する。そして、そのフライホイールの回転角速度を規範ヨーレートγdとして出力
する。
【０５１４】
　そこで、フライホイール追従則５６ｂは、そのフライホイールの回転角速度、すなわち
、規範ヨーレートγdを前記整定目標ヨーレートγ∞に収束させるように、フィードバッ
ク制御則（例えば比例則、比例・微分則など）により、フライホイールに入力するモーメ
ント（フライホールに入力する外力の次元の制御入力）としての前記フライホイール用Ｆ
ＢモーメントMfbを決定する。
【０５１５】
　次いで、規範動特性モデル５６は、加算器５６ｃにおいて、このMfbに、仮想外力モー
メントMvirを加え合わせることにより、フライホイールの入力（モーメント）を決定する
。そして、この入力モーメントを、処理部５６ｄにおいて、フライホイールの慣性モーメ
ントＪにより除算することにより、フライホイールの回転角加速度を求める。さらにその
回転角加速度を積分してなる値（図では、その積分を演算子「１／ｓ」により表している
）を規範ヨーレートγdとして出力する。
【０５１６】
　なお、フライホイールの慣性モーメントＪの値は、例えば実車１の重心点Ｇのまわりの
慣性モーメントの値と同一か、もしくはほぼ同一の値に設定しておけばよい。あるいは、
実車１の走行中に同定した値を使用してもよい。
【０５１７】
　以上が、規範動特性モデル５６の処理の詳細である。
【０５１８】
　補足すると、この変形態様１における規範動特性モデル５６以外の処理については、例
えば前記第１実施形態と同様でよい。だだし、前記第１実施形態の仮想外力決定部２０ａ
の処理では、例えば、βerr、βda、βoverを０として、Mvirを決定し、そのMvirを規範
動特性モデル５６にフィードバックする。この場合、γdaに関しては、例えばＶact，θh
の今回値と、γerrに応じたMvirの仮値Mvirtmpとから規範動特性モデル５６上の車両のヨ
ーレートの所定時間後の値を予測し、その予測値をγdaとして使用すればよい。あるいは
、例えばγactの今回値、もしくは、γactとγdとの線形結合値をγdaとして使用するよ
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うにしてもよい。また、アクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部２０ｂの処理では、βerr
を０として、前記第１実施形態で説明した処理を実行する。なお、この変形態様１では、
規範操作量決定部１４の処理は不要である。これ以外は、前記第１実施形態で説明した処
理と同じでよい。
【０５１９】
 
［変形態様２］
　前記第１～第５実施形態では、車両（実車１およびモデル車両）の横方向の並進運動に
関する基底の状態量、回転運動に関する基底の状態量として（本発明における第１状態量
として）、車両重心点横すべり角β、ヨーレートγを使用したが、これら以外の状態量を
使用してもよい。すなわち、適当な変換マトリクスによって、車両の運動の記述をβとγ
とを基底とする系から、それ以外の状態量の組を基底とする系に変換してもよい。
【０５２０】
　例えば、車両の重心点の横すべり速度（走行速度Ｖactの横方向成分）である車両横す
べり速度Ｖyを車両重心点横すべり角βの代わりに用いてもよい。補足すると、車両重心
点横すべり角βやヨーレートγに比べて、車両の走行速度Ｖactの変化が緩慢であり、該
走行速度Ｖactが一定であるとみなせる場合には、次式５０ａ，５０ｂによって、βなら
びにdβ/dt（βの時間微分値）を、それぞれ、Ｖy、dＶy/dt（Ｖyの時間微分値）に変換
することができる。
【０５２１】
 
　Ｖy＝Ｖact・β　　　　　　　　　……式５０ａ
　dＶy/dt＝Ｖact・dβ/dt　　　　　 ……式５０ｂ
 
　また、例えば車両の重心点の横すべり加速度（Ｖyの時間的変化率）である車両横すべ
り加速度αyとヨーレートγとを基底の状態量として使用してもよい。
【０５２２】
　補足すると、車両横すべり加速度αyは、車両横すべり速度Ｖy＝Ｖact・βの時間微分
値である。すなわち、次式５１が成り立つ。
【０５２３】
 
　αy＝d(Ｖact・β)/dt＝dＶact/dt・β＋Ｖact・dβ/dt　　　……式５１
 
　さらに、横すべり角βやヨーレートγに比べて車両の走行速度Ｖactの変化が緩慢であ
り、Ｖactが一定とみなせる場合（dＶact/dt≒０とみなせる場合）には、前記式０１と式
５１とに基づいて、近似的に次式５２が成立する。
【０５２４】
 
　αy＝Ｖact・dβ/dt＝a11・Ｖact・β＋a12・Ｖact・γ　　　……式５２
 
　従って、次式５３で示す変換式によって、βとγとを基底とする系は、αyとγとを基
底とする系に変換される。
【０５２５】
【数１０】

 
【０５２６】
　上記のように、適当なマトリスクによって、車両の運動の記述をβとγとを基底とする
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系から、Ｖyとγとを基底とする系や、αyとγとを基底とする系などに変換することがで
きる。そして、このように車両の運動の基底を変換した場合には、前記第１～第５実施形
態で説明した、状態量（ヨーレートおよび車両重心点横すべり角）に係わる行列の各要素
値は、該実施形態と異なるものになるものの、それ以外に関しては、前記各実施形態にお
ける「車両重心点横すべり角」を「車両横すべり速度Ｖy」、あるいは、「車両横すべり
加速度」に読み替えればよいこととなる。従って、Ｖyとγとの組、あるいは、αyとγと
の組を状態量として使用した実施形態を前記第１～第５実施形態と同様に構築できる。
【０５２７】
　なお、車両横すべり加速度αyの代わりに、これに車両の求心加速度（＝Ｖact・γ）を
加えた横加速度αy’（＝αy＋Ｖact・γ)を用いてもよい。
【０５２８】
　さらに、車両の重心点での横すべり角βや横すべり速度Ｖyの代わりに、重心点以外の
位置（例えば後輪の位置）における車両の横すべり角や横すべり速度、横すべり加速度、
あるいは横加速度を用いてもよい。この場合も、適当なマトリクスによって、車両の運動
の記述を、車両重心点横すべり角βとヨーレートγとを基底とする系から、車両の重心点
以外の位置における車両の横すべり角や横すべり速度、横すべり加速度、あるいは横加速
度と、ヨーレートγとを基底とする系に変換することができる。
【０５２９】
　また、前記ＦＢ分配則２０における制限対象量にあっても、実車１あるいはモデル車両
の車両重心点横すべり角βの代わりに、その重心点の横すべり速度や横すべり加速度、あ
るいは横加速度の予測値や今回値（最新値）、あるいはフィルタリング値を使用するよう
にしてもよい。さらに、車両の重心点以外の位置における車両の横すべり角や横すべり速
度、横すべり加速度、あるいは横加速度の予測値や今回値（最新値）、あるいは、フィル
タリング値を制限対象量として使用するようにしてもよい。
【０５３０】
 
［変形態様３］
　前記第１～第５実施形態では、状態量偏差γerr，βerrを０に近づけるためのモデル操
作用の制御入力として、仮想外力Mvir，Fvirを使用したが、車両モデル操作用制御入力は
仮想外力に限られるものではない。例えば、実車１が全ての車輪Ｗ１～Ｗ４を操舵可能と
するステアリング装置を備えているか否かによらずに、モデル車両の全ての車輪を操舵輪
とする。そして、仮想外力に相当する路面反力の補償量（補正要求量）をモデル車両に発
生させるように（ひいては状態量偏差を０に近づけるように）、モデル車両の操舵輪の舵
角とモデル車両の車輪の駆動・制動力とを操作するようにしてもよい。この場合、規範動
特性モデルが線形系（規範動特性モデル上の路面反力に飽和特性を持たない系）である場
合には、モデル車両の操舵輪の舵角とモデル車両の車輪の駆動・制動力とを操作すること
で、モデル車両に仮想外力を付与する場合と同等の効果を持たせることができる。
【０５３１】
　例えば、規範動特性モデルの動特性を表す式として前記式０１の代わりに、次式６０を
用いてもよい。
【０５３２】
【数１１】
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【０５３３】
　この式６０により表される規範動特性モデルは、モデル車両の前輪の舵角の補償量δf_
fbと、後輪の舵角の補償量（補正要求量）δr_fbと、第１～第４輪の駆動・制動力の補償
量（補正要求量）Fx1fb，Fx2fb，Fx3fb，Fx4fbとをモデル操作用のフィードバック制御入
力とするモデルである。なお、式６０におけるa11，a12，a21，a22，b1，b2は、前記式０
１の但し書きで示したものと同じでよい。また、b3，b4は、例えばb3＝２・Ｋr／（ｍ・
Ｖd）、b4＝２・Ｌr・Ｋr／Ｉとすればよい。また、式６０の右辺の第４項は、モデル車
両の前輪の駆動・制動力の補償量Fx1fb，Fx2fbがモデル車両の重心点のまわりに発生する
モーメント（これは、前記図１３のように４個の車輪Ｗ１～Ｗ４を備えたモデル車両の前
輪Ｗ１にFx1fbの駆動・制動力を発生させ、前輪Ｗ２にFx2fbの駆動・制動力を発生させた
場合に、該モデル車両の重心点のまわりに発生するモーメントを意味する）である。また
、第５項は、モデル車両の後輪の駆動・制動力の補償量Fx3fb，Fx4fbがモデル車両の重心
点のまわりに発生するモーメント（これは、前記図１３のように４個の車輪Ｗ１～Ｗ４を
備えたモデル車両の後輪Ｗ３にFx3fbの駆動・制動力を発生させ、後輪Ｗ４にFx4fbの駆動
・制動力を発生させた場合に、該モデル車両の重心点のまわりに発生するモーメントを意
味する）である。従って、これらの第４項および第５項の係数b5，b6は、それぞれ、少な
くともモデル車両の前輪のトレッド、後輪のトレッドに応じて定まる係数である。該係数
は、モデル車両の前輪の舵角あるいは後輪の舵角に応じて補正してもよい。
【０５３４】
　このような式６０により表される規範動特性モデルを使用した場合、前輪の舵角の補償
量δf_fbおよび後輪の舵角の補償量δr_fbは、例えば次式６１ａ，６１ｂを用いて決定す
るようにすればよい。式６１ａは前記式１５に対応する式であり、式６１ｂは前記式１７
、１８ａ，１８ｂに対応する式である。
【０５３５】
【数１２】

 
【０５３６】
　δf_fbtmp、δr_fbtmpは、それぞれ前輪の舵角の補償量の仮値、後輪の舵角の補償量の
仮値を意味し、βerr，γerr，βover，γoverは、前記第１実施形態で説明したものと同
じである。
【０５３７】
　また、モデル車両の第１～第４輪の駆動・制動力の補償量（補正要求量）Fx1fb，Fx2fb
，Fx3fb，Fx4fb、あるいは、前輪の駆動・制動力の補償量の差（Fx2fb－Fx1fb）および後
輪の駆動・制動力の補償量の差（Fx2fb－Fx1fb）は、例えば０とすればよい。
【０５３８】
 
［その他の変形態様］
　前記第１～第３実施形態では、アクチュエータ動作目標値合成部２４の各最適目標第ｎ
駆動・制動力決定部２４１a_nまたは２４１b_n（ｎ＝１，２，３，４）の処理で、実前輪
横すべり角βf_act、実後輪横すべり角βr_actを使用した。ただし、これらの代わりに、
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実車両重心点横すべり角βactを使用してもよい。あるいは、βf_act、βr_actのそれぞ
れの代わりに、それぞれモデル車両の前輪横すべり角βf_d、後輪横すべり角βr_dを使用
したり、βf_act、βr_actの代わりに、モデル車両の車両重心点横すべり角βdを使用し
てもよい。あるいは、実車１のβf_act、βr_actのそれぞれとモデル車両のβf_d、βr_d
のそれぞれとの重み付き平均値を、それぞれβf_act、βr_actの代わりに使用したり、実
車１のβactとモデル車両のβdとの重み付き平均値をβf_act、βr_actの代わりに使用し
てもよい。この場合、その重みに周波数特性（例えば位相補償要素として機能する周波数
特性）を持たせるようにしてもよい。
【０５３９】
　また、前記第１～第５実施形態における各処理部の入力値や出力値（検出値、推定値、
目標値など）は、適宜、フィルタ（ローパスフィルタ、ハイパスフィルタ、位相補償要素
など）に通すようにしてもよい。
【０５４０】
　また、制御装置１０の各処理機能部では、第１～第５実施形態と等価になるように、あ
るいは、近似的に等価になるように、処理を変換したり、処理の順番を変更してもよい。
【０５４１】
　また、各リミッタは、その入力と出力との関係が折れ線状のグラフで表されるものでな
くても、例えばＳ字状のグラフで表されるようなリミッタを用いてもよい。
【０５４２】
　また、規範動特性モデルの精度を高めるために、該モデルを空気抵抗や、路面の傾斜角
などを加味して構成してもよい。
【０５４３】
　また、前記各実施形態で使用する各ゲインは、実走行速度Ｖact、推定摩擦係数μestm
等に応じて、逐次変更することが望ましい。
【０５４４】
　また、ステアリング装置３Ｂがアクティブステアリング装置である場合には、γerr，
βerrなどの状態量偏差（本発明における第１状態量偏差）に応じたフィードバック制御
を行なうアクチュエータ装置として、ステアリング装置３Ｂだけを使用してもよい。
【０５４５】
　また、サスペンション装置３Ｃがアクティブサクペンション装置である場合には、実車
１およびモデル車両の第１状態量として、例えば車体のロール方向の姿勢の角度（以下、
ロール角という）もしくはその角速度を使用し、実車１のロール角の角速度とモデル車両
のロール角の角速度との偏差、および実車１のロール角とモデル車両のロール角との偏差
の少なくともいずれか一方を第１状態量偏差として、その偏差に応じたフィードバック制
御をサスペンション装置３Ｃに対して行なうようにしてもよい。この場合、本発明におけ
る第２状態量としては、例えばロール角を使用することが好適である。
【０５４６】
　また、前記第１～第５実施形態では、条件（１）、（２）、（３）、あるいは、条件（
１）、（２）、（３）’をそれらの優先順位に従って満足するように目標第ｎ輪駆動・制
動力Fxcmd_nおよび目標第ｎ輪スリップ比Ｓcmd_nを決定するようにした。ただし、例えば
条件（３）または（３）’だけを満足するようにFxcmd_nおよびＳcmd_nを決定するように
してもよい。あるいは、条件（１）、（２）のいずれかと、条件（３）または（３）’と
の２つの条件だけをそれらの優先順位に従って満足するようにFxcmd_nおよびＳcmd_nを決
定するようにしてもよい。
【０５４７】
　また、前記条件（１）あるいは（２）を満たすための各車輪Ｗ１～Ｗ４の駆動・制動力
あるいはスリップ比を制限する範囲に関しては、「○○以下」（○○は、ある境界値を意
味する）というように規定する代わりに、「○○にＣ１を乗じてなる値以下」というよう
に当該範囲を規定するようにしてもよい。ここで、Ｃ１は補正係数を意味し、１に近い値
に設定される。
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【０５４８】
　また前記第１～第５実施形態では、４輪の車両１を例に採って説明したが、自動二輪車
などの車両においても本発明を適用することができる。
【産業上の利用可能性】
【０５４９】
　以上説明したことから明らかなように、本発明は、自動車や自動二輪車の運動を高いロ
バスト性で所望の運動に制御し得るものとして有用である。
【図面の簡単な説明】
【０５５０】
【図１】本発明の実施形態における車両の概略構成を示すブロック図。
【図２】本発明の第１実施形態における車両に備えた制御装置の全体的な制御処理機能の
概略を示す機能ブロック図。
【図３】第１実施形態における規範動特性モデル（車両モデル）上の車両の構造を示す図
。
【図４】第１実施形態における規範操作量決定部の処理機能の詳細を示す機能ブロック図
。
【図５】第１実施形態における規範操作量決定部に備える遠心力過大化防止リミッタの処
理を説明するためのグラフ。
【図６】第１実施形態における遠心力過大化防止リミッタの処理の他の例を説明するため
のグラフ。
【図７】第１実施形態における遠心力過大化防止リミッタの処理の他の例を説明するため
のグラフ。
【図８】第１実施形態における規範操量決定部で第２制限済み前輪舵角δf_ltd2を決定す
るための処理の他の例を示す機能ブロック図。
【図９】第１実施形態におけるＦＢ分配則の処理機能を示す機能ブロック図。
【図１０】第１実施形態における仮想外力決定部の処理の他の例を示す機能ブロック図。
【図１１】第１実施形態におけるγβ制限器の処理の他の例を説明するためのグラフ。
【図１２】第１実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部の処理を示す機能
ブロック図。
【図１３】第１実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部の処理で使用する
変数を説明するための図。
【図１４】図１４（ａ），（ｂ）は、第１実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標
値決定部の処理で使用する分配ゲインの設定例を示すグラフ。
【図１５】図１５（ａ）～（ｅ）は、第１実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標
値決定部の処理の他の例で使用するマップを例示する図。
【図１６】図１６（ａ）～（ｅ）は、第１実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標
値決定部の処理の他の例で使用するマップを例示する図。
【図１７】第１実施形態におけるＦＦ則の処理を示す機能ブロック図。
【図１８】第１実施形態におけるアクチュエータ動作目標合成部の処理を示す機能ブロッ
ク図。
【図１９】第１実施形態におけるアクチュエータ動作目標合成部に備えた最適目標第ｎ輪
駆動・制動力決定部の処理を示すフローチャート。
【図２０】第１実施形態におけるアクチュエータ動作目標合成部に備えた最適目標アクテ
ィブ舵角決定部の処理を示す機能ブロック図。
【図２１】第２実施形態におけるＦＢ分配則の仮想外力決定部の処理を示す機能ブロック
図。
【図２２】第３実施形態におけるアクチュエータ動作ＦＢ目標値決定部の処理を示す機能
ブロック図。
【図２３】第３実施形態におけるアクチュエータ動作目標値合成部の処理を示す機能ブロ
ック図。
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【図２４】第３実施形態におけるアクチュエータ動作目標合成部に備えた最適目標第ｎ輪
駆動・制動力決定部の処理を示すフローチャート。
【図２５】第４実施形態におけるアクチュエータ動作目標合成部に備えた最適目標第ｎ輪
駆動・制動力決定部の処理を示すフローチャート。
【図２６】図２５のＳ３０４の処理の一例を説明するための図。
【図２７】第５実施形態におけるアクチュエータ動作目標合成部に備えた最適目標第ｎ輪
駆動・制動力決定部の処理を示すフローチャート。
【図２８】本発明の実施形態の変形態様１における規範動特性モデルの処理を示す機能ブ
ロック図。
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